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 １．保険業法             

（免許） 
第３条 ①保険業は、内閣総理大臣の免許を受け
た者でなければ、行うことができない。 

②前項の免許は、生命保険業免許及び損害保険業
免許の２種類とする。 

③生命保険業免許と損害保険業免許とは、同一の
者が受けることはできない。 

④生命保険業免許は、第１号に掲げる保険の引受
けを行い、又はこれに併せて第２号若しくは第
３号に掲げる保険の引受けを行う事業に係る免
許とする。 
一 人の生存又は死亡（当該人の余命が一定の
期間以内であると医師により診断された身
体の状態を含む。以下この項及び次項におい
て同じ。）に関し、一定額の保険金を支払う
ことを約し、保険料を収受する保険（次号ハ
に掲げる死亡のみに係るものを除く。） 

二 次に掲げる事由に関し、一定額の保険金を
支払うこと又はこれらによって生ずること
のある当該人の損害をてん補することを約
し、保険料を収受する保険 
イ 人が疾病にかかったこと。 
ロ 傷害を受けたこと又は疾病にかかったこ
とを原因とする人の状態 

ハ 傷害を受けたことを直接の原因とする人
の死亡 

ニ イ又はロに掲げるものに類するものとして
内閣府令で定めるもの（人の死亡を除く。） 

ホ イ、ロ又はニに掲げるものに関し、治療
（治療に類する行為として内閣府令で定
めるものを含む。）を受けたこと。 

三 次項第１号に掲げる保険のうち、再保険で
あって、前２号に掲げる保険に係るもの 

⑤損害保険業免許は、第１号に掲げる保険の引受
けを行い、又はこれに併せて第２号若しくは第
３号に掲げる保険の引受けを行う事業に係る免
許とする。 
一 一定の偶然の事故によって生ずることのあ
る損害をてん補することを約し、保険料を収
受する保険（次号に掲げる保険を除く。） 

二 前項第２号に掲げる保険 
三 前項第１号に掲げる保険のうち、人が外国
への旅行のために住居を出発した後、住居に
帰着するまでの間（以下この号において「海
外旅行期間」という。）における当該人の死
亡又は人が海外旅行期間中にかかった疾病
を直接の原因とする当該人の死亡に関する
保険 

⑥保証証券業務（契約上の債務又は法令上の義務
の履行を保証することを約し、その対価を受け
る業務のうち、保険数理に基づき、当該対価を
決定し、準備金を積み立て、再保険による危険
の分散を行うことその他保険に固有の方法を用
いて行うものをいう。）による当該保証は、前項
第１号に掲げる保険の引受けとみなし、当該保
証に係る対価は、同号の保険に係る保険料とみ
なす。 

（免許申請手続） 
第４条 ①前条第１項の免許を受けようとする者
は、次に掲げる事項を記載した免許申請書を内
閣総理大臣に提出しなければならない。 

一 商号又は名称 
二 資本金の額又は基金の総額 
三 取締役及び監査役（監査等委員会設置会社
（監査等委員会を置く株式会社又は相互会
社をいう。第８条の２第１項第２号、第249
条の２第３項、第272条の２第１項第３号及
び第333条第１項第17号において同じ。）にあ
っては取締役、指名委員会等設置会社（指名
委員会、監査委員会及び報酬委員会（以下「指
名委員会等」という。）を置く株式会社又は
相互会社をいう。第８条第１項、第８条の２
第１項第１号、第136条の２第１項、第272条
の２第１項第３号及び第272条の10第１項に
おいて同じ。）にあっては取締役及び執行役）
の氏名 

四 受けようとする免許の種類 
五 本店又は主たる事務所の所在地 

②前項の免許申請書には、次に掲げる書類その他
内閣府令で定める書類を添付しなければならな
い。 
一 定款 
二 事業方法書 
三 普通保険約款 
四 保険料及び責任準備金の算出方法書 

③前項の場合において、同項第１号の定款が電磁
的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知
覚によっては認識することができない方式で作
られる記録であって、電子計算機による情報処
理の用に供されるものとして内閣府令で定める
ものをいう。第309条第１項及び第４項第２号
を除き、以下同じ。）で作成されているときは、
書類に代えて電磁的記録を添付することができ
る。 

④第２項第２号から第４号までに掲げる書類には、
内閣府令で定める事項を記載しなければならない。 

（資本金の額又は基金の総額） 
第６条 ①保険会社の資本金の額又は基金（第56
条の基金償却積立金を含む。）の総額は、政令で
定める額以上でなければならない。 

②前項の政令で定める額は、10億円を下回っては
ならない。 

（業務運営に関する措置） 
第100条の２ ①保険会社は、その業務に関し、
この法律又は他の法律に別段の定めがあるもの
を除くほか、内閣府令で定めるところにより、
その業務に係る重要な事項の顧客への説明、そ
の業務に関して取得した顧客に関する情報の適
正な取扱い、その業務を第三者に委託する場合
（当該業務が第275条第３項の規定により第三
者に再委託される場合を含む。）における当該業
務の的確な遂行その他の健全かつ適切な運営を
確保するための措置を講じなければならない。 
（以下省略） 

（責任準備金） 
第116条 ①保険会社は、毎決算期において、保
険契約に基づく将来における債務の履行に備え
るため、責任準備金を積み立てなければならな
い。 

②長期の保険契約で内閣府令で定めるものに係る
責任準備金の積立方式及び予定死亡率その他の
責任準備金の計算の基礎となるべき係数の水準
については、内閣総理大臣が必要な定めをする
ことができる。 
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③前２項に定めるもののほか、保険契約を再保険
に付した場合における当該保険契約に係る責任
準備金の積立方法その他責任準備金の積立てに
関し必要な事項は、内閣府令で定める。 

（事業方法書等に定めた事項の変更） 
第123条 ①保険会社は、第４条第２項第２号か
ら第４号までに掲げる書類に定めた事項（保険
契約者等の保護に欠けるおそれが少ないものと
して内閣府令で定める事項を除く。）を変更しよ
うとするときは、内閣総理大臣の認可を受けな
ければならない。 

②保険会社は、前項に規定する書類に定めた事項
を変更しようとする場合で、同項の内閣府令で
定める事項を変更しようとするときは、あらか
じめ当該変更しようとする旨を内閣総理大臣に
届け出なければならない。 

（免許） 
第185条 ①外国保険業者は、第３条第１項の規
定にかかわらず、日本に支店等（外国保険業者
の日本における支店、従たる事務所その他の事
務所又は外国保険業者の委託を受けて当該外国
保険業者の日本における保険業に係る保険の引
受けの代理をする者の事務所をいう。以下この
節から第５節までにおいて同じ。）を設けて内閣
総理大臣の免許を受けた場合に限り、当該免許
に係る保険業を当該支店等において行うことが
できる。 

②前項の免許は、外国生命保険業免許及び外国損
害保険業免許の２種類とする。 

③外国生命保険業免許と外国損害保険業免許とは、
同一の者が受けることはできない。 

④外国生命保険業免許は、第３条第４項第１号に
掲げる保険の引受けを行い、又はこれに併せて
同項第２号若しくは第３号に掲げる保険の引受
けを行う事業に係る免許とする。 

⑤外国損害保険業免許は、第３条第５項第１号に
掲げる保険の引受けを行い、又はこれに併せて
同項第２号若しくは第３号に掲げる保険の引受
けを行う事業に係る免許とする。 

⑥外国保険会社等は、日本に住所若しくは居所を
有する人若しくは日本に所在する財産又は日本
国籍を有する船舶若しくは航空機に係る保険契
約については、内閣府令で定める場合を除くほ
か、日本国内において締結しなければならない。 

（保険募集の制限） 
第275条 ①次の各号に掲げる者が当該各号に定
める保険募集を行う場合を除くほか、何人も保
険募集を行ってはならない。 
一 次条の登録を受けた生命保険募集人 その
所属保険会社等のために行う保険契約の締
結の代理又は媒介（生命保険募集人である銀
行その他の政令で定める者（以下この条にお
いて「銀行等」という。）又はその役員若し
くは使用人にあっては、保険契約者等の保護
に欠けるおそれが少ない場合として内閣府
令で定める場合に限る。） 

二 損害保険会社(外国損害保険会社等を含む。
以下この編において同じ。）の役員（代表権
を有する役員並びに監査役、監査等委員及び
監査委員を除く。以下この条、第283条及び
第302条において同じ。）若しくは使用人又は
次条の登録を受けた損害保険代理店若しく
はその役員若しくは使用人 その所属保険会

社等のために行う保険契約の締結の代理又
は媒介（損害保険代理店である銀行等又はそ
の役員若しくは使用人にあっては、保険契約
者等の保護に欠けるおそれが少ない場合と
して内閣府令で定める場合に限る。） 

三 特定少額短期保険募集人（少額短期保険募
集人のうち、第３条第５項第１号に掲げる保
険その他内閣府令で定める保険のみに係る
保険募集を行う者で、少額短期保険業者の委
託を受けた者又はその者の再委託を受けた
者でないものをいう。以下同じ。）又は次条
の登録を受けた少額短期保険募集人 その所
属保険会社等のために行う保険契約の締結
の代理又は媒介（少額短期保険募集人である
銀行等又はその役員若しくは使用人にあっ
ては、保険契約者等の保護に欠けるおそれが
少ない場合として内閣府令で定める場合に
限る。） 

四 第286条の登録を受けた保険仲立人又はそ
の役員若しくは使用人 保険契約（外国保険
会社等以外の外国保険業者が保険者となる
保険契約については、政令で定めるものに限
る。）の締結の媒介（保険仲立人である銀行
等又はその役員若しくは使用人にあっては、
保険契約者等の保護に欠けるおそれが少な
い場合として内閣府令で定める場合に限
る。）であって生命保険募集人、損害保険募
集人及び少額短期保険募集人がその所属保
険会社等のために行う保険契約の締結の媒
介以外のもの 

②銀行等は、他の法律の規定にかかわらず、次条
又は第286条の登録を受けて保険募集を行うこ
とができる。 

③保険募集の再委託は、次の各号に掲げる要件の
いずれにも該当する場合において、当該再委託
をする者（以下この条、第281条第１号及び第
283条において「保険募集再委託者」という。）
及びその所属保険会社等が、あらかじめ、再委
託に係る事項の定めを含む委託に係る契約の締
結について、内閣総理大臣の認可を受けたとき
に限り、行うことができる。 
一 保険募集再委託者が、第１項第１号から第
３号までに掲げる者のうち保険会社又は外
国保険会社等であって、その所属保険会社等
と内閣府令で定める密接な関係を有する者
であること。 

二 再委託を受ける者が、保険募集再委託者の
生命保険募集人又は損害保険募集人である
こと。 

三 保険募集再委託者が、再委託について、所
属保険会社等の許諾を得ていること。 

④前項の認可の申請は、内閣府令で定めるところ
により、保険募集再委託者及び所属保険会社等
の連名で行わなければならない。 

⑤内閣総理大臣は、第３項の認可の申請があった
場合においては、その申請者が次に掲げる基準
に適合しているかどうかを審査しなければなら
ない。 
一 当該再委託が第３項各号に掲げる要件のい
ずれにも該当すること。 

二 当該保険募集再委託者及び所属保険会社等
が、再委託に係る保険募集の的確、公正かつ
効率的な遂行を確保するために必要な体制
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の整備その他の措置を講じていること。 
（登録） 
第276条 特定保険募集人（生命保険募集人、損
害保険代理店又は少額短期保険募集人（特定少
額短期保険募集人を除く。）をいう。以下同じ。）
は、この法律の定めるところにより、内閣総理
大臣の登録を受けなければならない。 

（所属保険会社等及び保険募集再委託者の賠償責任） 
第283条 ①所属保険会社等は、保険募集人が保
険募集について保険契約者に加えた損害を賠償
する責任を負う。 

②前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 
一 所属保険会社等の役員である保険募集人 
（生命保険会社にあっては、当該役員の使用
人である生命保険募集人を含む。）が行う保
険募集については、所属保険会社等が当該役
員の選任について相当の注意をし、かつ、こ
れらの者の行う保険募集について保険契約
者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。 

二 所属保険会社等の使用人である保険募集人
（生命保険会社にあっては、当該使用人の使
用人である生命保険募集人を含む。）が行う保
険募集については、所属保険会社等が当該使
用人（生命保険会社の使用人の使用人を除
く。）の雇用について相当の注意をし、かつ、
これらの者の行う保険募集について保険契約
者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。 

三 所属保険会社等の委託に基づく特定保険募
集人又はその役員若しくは使用人である保
険募集人が行う保険募集については、所属保
険会社等が当該特定保険募集人の委託をす
るについて相当の注意をし、かつ、これらの
者の行う保険募集について保険契約者に加
えた損害の発生の防止に努めたとき。 

四 保険募集再委託者の再委託に基づく特定保
険募集人又はその役員若しくは使用人であ
る保険募集人（以下この条において「保険募
集再受託者等」という。）が行う保険募集に
ついては、所属保険会社等が当該保険募集再
受託者等に対する再委託の許諾を行うにつ
いて相当の注意をし、かつ、当該保険募集再
受託者等の行う保険募集について保険契約
者に加えた損害の発生の防止に努めたとき。 

③保険募集再委託者は、保険募集再受託者等が保
険募集について保険契約者に加えた損害を賠償
する責任を負う。ただし、当該保険募集再委託
者が再委託をするについて相当の注意をし、か
つ、当該保険募集再受託者等の行う保険募集に
ついて保険契約者に加えた損害の発生の防止に
努めたときは、この限りでない。 

④第１項の規定は所属保険会社等から保険募集人
に対する求償権の行使を妨げず、また、前項の
規定は保険募集再委託者から保険募集再受委託
者等に対する求償権の行使を妨げない。 

⑤民法第724条（不法行為による損害賠償請求権
の消滅時効）及び第724条の２（人の生命又は
身体を害する不法行為による損害賠償請求権の
消滅時効）の規定は、第１項及び第３項の請求
権について準用する。 

（登録） 
第286条 保険仲立人は、この法律の定めるとこ
ろにより、内閣総理大臣の登録を受けなければ
ならない。 

（登録の拒否） 
第289条 ①内閣総理大臣は、登録申請者が次の
各号のいずれかに該当するとき、又は登録申請
書若しくはその添付書類のうちに重要な事項に
ついて虚偽の記載があり、若しくは重要な事実
の記載が欠けているときは、その登録を拒否し
なければならない。 
一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない
者又は外国の法令上これと同様に取り扱わ
れている者 

二 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令
による刑を含む。）に処せられ、その刑の執
行を終わり、又は刑の執行を受けることがな
くなった日から３年を経過しない者 

三 この法律若しくは金融サービスの提供及び
利用環境の整備等に関する法律又はこれら
に相当する外国の法令の規定に違反し、罰金
の刑（これに相当する外国の法令による刑を
含む。）に処せられ、その刑の執行を終わり、
又は刑の執行を受けることがなくなった日
から３年を経過しない者 

四 第307条第１項の規定により第286条の登録
を取り消され、若しくは金融サービスの提供
及び利用環境の整備等に関する法律第38条
第１項（第２号、第４号及び第５号を除く。）
（監督上の処分）の規定により同法第12条
（登録）の登録（保険媒介業務の種別に係る
ものに限る。）を取り消され、その取消しの
日から３年を経過しない者（当該登録を取り
消された者が法人である場合においては、当
該取消しの日前30日以内に当該法人の役員
であった者で当該取消しの日から３年を経
過しないものを含む。）又はこの法律若しく
は金融サービスの提供及び利用環境の整備
等に関する法律に相当する外国の法令の規
定により当該外国において受けている同種
類の登録（当該登録に類する許可その他の行
政処分を含む。以下この号において「登録等」
という。）を取り消され、その取消しの日か
ら３年を経過しない者（当該登録等を取り消
された者が法人である場合においては、当該
取消しの日前30日以内に当該法人の役員で
あった者で当該取消しの日から３年を経過
しないものを含む。） 

五 心身の故障により保険募集に係る業務を適
正に行うことができない者として内閣府令
で定める者 

六 申請の日前３年以内に保険募集又は保険媒
介業務に関し著しく不適当な行為をした者 

七 保険会社等若しくは外国保険会社等、これ
らの役員（保険募集人である者を除く。）若し
くは保険募集人（損害保険代理店の使用人に
ついては、保険募集を行う者に限る。）又は金
融サービス仲介業者（保険媒介業務を行う者
に限る。第９号ハにおいて同じ。）の役員若し
くは保険契約の締結の媒介を行う使用人 

八 個人でその保険募集を行う使用人のうちに
前各号又は次号ハのいずれかに該当する者
のあるもの 

九 法人で次のいずれかに該当するもの 
イ 役員のうちに次のいずれかに該当する
者のあるもの 

(1) 心身の故障のため職務を適正に執行す



 

－243－ 

関
連
法
令
の
抜
粋 

ることができない者として内閣府令で
定める者 

(2) 第１号から第４号まで、第６号又は第
７号のいずれかに該当する者 

ロ 保険募集を行う使用人のうちに第1号か
ら第７号までのいずれかに該当する者の
あるもの 

ハ 金融サービス仲介業者 
十 保険募集に係る業務を的確に遂行するに足
りる能力を有しない者 
（以下省略） 

（保証金） 
第291条 ①保険仲立人は、保証金を主たる事務
所の最寄りの供託所に供託しなければならない。 

②前項の保証金の額は、保険仲立人の業務の状況
及び保険契約者等の保護を考慮して、政令で定
める額とする。 

③保険仲立人は、政令で定めるところにより、当
該保険仲立人のために所要の保証金が内閣総理
大臣の命令に応じて供託される旨の契約を締結
し、かつ、その旨を内閣総理大臣に届け出たと
きは、当該契約の効力の存する間、当該契約に
おいて供託されることとなっている金額（以下
この条において「契約金額」という。）につき第
１項の保証金の全部又は一部の供託をしないこ
とができる。 

④内閣総理大臣は、保険契約者等の保護のため必
要があると認めるときは、保険仲立人と前項の
契約を締結した者又は当該保険仲立人に対し、
契約金額に相当する金額の全部又は一部を供託
すべき旨を命ずることができる。 

⑤保険仲立人は、第１項の保証金につき供託（第
３項の契約の締結を含む。）を行い、かつ、その
旨を内閣総理大臣に届け出た後でなければ、保
険契約の締結の媒介を行ってはならない。 

⑥保険仲立人に保険契約の締結の媒介を委託した
保険契約者、当該保険契約の被保険者又は保険
金額を受け取るべき者は、保険契約の締結の媒
介に関して生じた債権に関し、当該保険仲立人
に係る保証金について、他の債権者に先立ち弁
済を受ける権利を有する。 

⑦前項の権利の実行に関し必要な事項は、政令で
定める。 

⑧保険仲立人は、第６項の権利の実行その他の理
由により、保証金の額（契約金額を含む。第10
項において同じ。）が第２項の政令で定める額に
不足することとなったときは、内閣府令で定め
る日から２週間以内にその不足額につき供託
（第３項の契約の締結を含む。第319条第11号
において同じ。）を行い、かつ、遅滞なく、その
旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

⑨第１項又は前項の規定により供託する保証金は、
国債証券、地方債証券その他の内閣府令で定め
る有価証券をもってこれに充てることができる。 

⑩第１項、第４項又は第８項の規定により供託し
た保証金は、次の各号のいずれかに該当するこ
ととなったときは、内閣総理大臣の承認を受け
て、その全部又は一部を取り戻すことができる。 
一 前条第１項第２号から第６号までのいずれ
かに該当することとなったとき。 

二 第307条第１項又は第２項の規定により登
録が取り消されたとき。 

三 業務の状況の変化その他の理由により保証

金の額が第２項の政令で定める額を超える
こととなったとき。 

⑪内閣総理大臣は、前項の承認をするときは、保
険契約の締結の媒介に関して生じた債権の弁済
を確保するために必要と認める限度において、
取り戻すことができる時期及び取り戻すことが
できる保証金の額を指定することができる。 

⑫前各項に定めるもののほか、保証金に関し必要
な事項は、内閣府令・法務省令で定める。 

（情報の提供） 
第294条  ①保険会社等若しくは外国保険会社等、
これらの役員（保険募集人である者を除く。）、
保険募集人又は保険仲立人若しくはその役員若
しくは使用人は、保険契約の締結、保険募集又
は自らが締結した若しくは保険募集を行った団
体保険（団体又はその代表者を保険契約者とし、
当該団体に所属する者を被保険者とする保険を
いう。次条、第294条の３第１項及び第300条第
１項において同じ。）に係る保険契約に加入する
ことを勧誘する行為その他の当該保険契約に加
入させるための行為（当該団体保険に係る保険
契約の保険募集を行った者以外の者が行う当該
加入させるための行為を含み、当該団体保険に
係る保険契約者又は当該保険契約者と内閣府令
で定める特殊の関係のある者が当該加入させる
ための行為を行う場合であって、当該保険契約
者から当該団体保険に係る保険契約に加入する
者に対して必要な情報が適切に提供されること
が期待できると認められるときとして内閣府令
で定めるときにおける当該加入させるための行
為を除く。次条及び第300条第１項において同
じ。）に関し、保険契約者等の保護に資するため、
内閣府令で定めるところにより、保険契約の内
容その他保険契約者等に参考となるべき情報の
提供を行わなければならない。ただし、保険契
約者等の保護に欠けるおそれがないものとして
内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

②前項の規定は、第300条の２に規定する特定保
険契約の締結又はその代理若しくは媒介に関し
ては、適用しない。 

③保険募集人は、保険募集を行おうとするときは、
あらかじめ、顧客に対し次に掲げる事項を明ら
かにしなければならない。 
一 所属保険会社等の商号、名称又は氏名 
二 自己が所属保険会社等の代理人として保険
契約を締結するか、又は保険契約の締結を媒
介するかの別 

三 その他内閣府令で定める事項 
 （以下省略） 
（保険仲立人の誠実義務） 
第299条 保険仲立人は、顧客から委託を受けて
その顧客のため誠実に保険契約の締結の媒介を
行わなければならない。 

（保険契約の締結等に関する禁止行為） 
第300条  ①保険会社等若しくは外国保険会社等、
これらの役員（保険募集人である者を除く。）、
保険募集人又は保険仲立人若しくはその役員若
しくは使用人は、保険契約の締結、保険募集又
は自らが締結した若しくは保険募集を行った団
体保険に係る保険契約に加入することを勧誘す
る行為その他の当該保険契約に加入させるため
の行為に関して、次に掲げる行為（自らが締結
した又は保険募集を行った団体保険に係る保険
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契約に加入することを勧誘する行為その他の当
該保険契約に加入させるための行為に関しては
第１号に掲げる行為（被保険者に対するものに
限る。）に限り、次条に規定する特定保険契約の
締結又はその代理若しくは媒介に関しては同号
に規定する保険契約の契約条項のうち保険契約
者又は被保険者の判断に影響を及ぼすこととな
る重要な事項を告げない行為及び第９号に掲げ
る行為を除く。）をしてはならない。ただし、第
294条第１項ただし書に規定する保険契約者等
の保護に欠けるおそれがないものとして内閣府
令で定める場合における第１号に規定する保険
契約の契約条項のうち保険契約者又は被保険者
の判断に影響を及ぼすこととなる重要な事項を
告げない行為については、この限りでない。 
一 保険契約者又は被保険者に対して、虚偽の
ことを告げ、又は保険契約の契約条項のうち
保険契約者又は被保険者の判断に影響を及
ぼすこととなる重要な事項を告げない行為 

二 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は
外国保険会社等に対して重要な事項につき
虚偽のことを告げることを勧める行為 

三 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は
外国保険会社等に対して重要な事実を告げ
るのを妨げ、又は告げないことを勧める行為 

四 保険契約者又は被保険者に対して、不利益
となるべき事実を告げずに、既に成立してい
る保険契約を消滅させて新たな保険契約の
申込みをさせ、又は新たな保険契約の申込み
をさせて既に成立している保険契約を消滅
させる行為 

五 保険契約者又は被保険者に対して、保険料
の割引、割戻しその他特別の利益の提供を約
し、又は提供する行為 

六 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の
者に対して、一の保険契約の契約内容につき
他の保険契約の契約内容と比較した事項で
あって誤解させるおそれのあるものを告げ、
又は表示する行為 

七 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の
者に対して、将来における契約者配当又は社
員に対する剰余金の分配その他将来におけ
る金額が不確実な事項として内閣府令で定
めるものについて、断定的判断を示し、又は
確実であると誤解させるおそれのあること
を告げ、若しくは表示する行為 

八 保険契約者又は被保険者に対して、当該保
険契約者又は被保険者に当該保険会社等又
は外国保険会社等の特定関係者（第100条の
３（第272条の13第２項において準用する場
合を含む。第301条において同じ。）に規定す
る特定関係者及び第194条に規定する特殊関
係者のうち、当該保険会社等又は外国保険会
社等を子会社とする保険持株会社及び少額
短期保険持株会社（以下この条及び第301条
の２において「保険持株会社等」という。）、
当該保険持株会社等の子会社（保険会社等及
び外国保険会社等を除く。）並びに保険業を
行う者以外の者をいう。）が特別の利益の供
与を約し、又は提供していることを知りなが
ら、当該保険契約の申込みをさせる行為 

九 前各号に定めるもののほか、保険契約者等
の保護に欠けるおそれがあるものとして内

閣府令で定める行為 
② 前項第５号の規定は、保険会社等又は外国保
険会社等が第４条第２項各号、第187条第３項
各号又は第272条の２第２項各号に掲げる書類
に基づいて行う場合には、適用しない。 

（役員又は使用人の届出） 
第302条 損害保険代理店、少額短期保険募集人
又は保険仲立人は、その役員又は使用人（少額
短期保険募集人の役員又は使用人にあっては、
特定少額短期保険募集人に限る。）に保険募集を
行わせようとするときは、その者の氏名及び生
年月日を内閣総理大臣に届け出なければならな
い。届け出た事項について変更を生じたとき、
又は届出に係る役員若しくは使用人が保険募集
を行わないこととなったとき、若しくはこれら
の者が死亡したときも、同様とする。 

（保険契約の申込みの撤回等） 
第309条 ①保険会社等若しくは外国保険会社等
に対し保険契約の申込みをした者又は保険契約
者（以下この条において「申込者等」という。）
は、次に掲げる場合を除き、書面又は電磁的記
録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に
よっては認識することができない方式で作られ
る記録であって、電子計算機による情報処理の
用に供されるものをいう。第４項第２号におい
て同じ。）によりその保険契約の申込みの撤回又
は解除（以下この条において「申込みの撤回等」
という。）を行うことができる。 
一 申込者等が、内閣府令で定めるところによ
り、保険契約の申込みの撤回等に関する事項
を記載した書面を交付された場合において、
その交付をされた日と申込みをした日との
いずれか遅い日から起算して８日を経過し
たとき。 

二 申込者等が、営業若しくは事業のために、
又は営業若しくは事業として締結する保険
契約として申込みをしたとき。 

三 一般社団法人若しくは一般財団法人、特別
の法律により設立された法人、法人でない社
団若しくは財団で代表者若しくは管理人の
定めのあるもの又は国若しくは地方公共団
体が保険契約の申込みをしたとき。 

四 当該保険契約の保険期間が１年以下である
とき。 

五 当該保険契約が、法令により申込者等が加
入を義務付けられているものであるとき。 

六 申込者等が保険会社等、外国保険会社等、
特定保険募集人若しくは保険仲立人又は金
融サービス仲介業者（保険媒介業務を行う者
に限る。）の営業所、事務所その他の場所に
おいて保険契約の申込みをした場合その他
の場合で、申込者等の保護に欠けるおそれが
ないと認められるものとして政令で定める
場合 

②前項第１号の場合において、保険会社等又は外
国保険会社等は、同号の規定による書面の交付
に代えて、政令で定めるところにより、当該申
込者等の承諾を得て、当該書面に記載すべき事
項を電子情報処理組織を使用する方法その他の
情報通信の技術を利用する方法であって内閣府
令で定めるものにより提供することができる。
この場合において、当該保険会社等又は外国保
険会社等は、当該書面を交付したものとみなす。 
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③前項前段に規定する方法（内閣府令で定める方
法を除く。）により第１項第１号の規定による書
面の交付に代えて行われた当該書面に記載すべ
き事項の提供は、申込者等の使用に係る電子計
算機に備えられたファイルへの記録がされた時
に当該申込者等に到達したものとみなす。 

④次の各号に掲げるものにより行う保険契約の申
込みの撤回等は、当該各号に定める時に、その
効力を生ずる。 
一 書面 当該書面を発した時 
二 記録媒体に記録された電磁的記録 当該記
録媒体を発送した時 

⑤保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の
申込みの撤回等があった場合には、申込者等に
対し、その申込みの撤回等に伴う損害賠償又は
違約金その他の金銭の支払を請求することがで
きない。ただし、第１項の規定による保険契約
の解除の場合における当該解除までの期間に相
当する保険料として内閣府令で定める金額につ
いては、この限りでない。 

⑥保険会社等又は外国保険会社等は、保険契約の
申込みの撤回等があった場合において、当該保
険契約に関連して金銭を受領しているときは、
申込者等に対し、速やかに、これを返還しなけ
ればならない。ただし、第１項の規定による保
険契約の解除の場合における当該保険契約に係
る保険料の前払として受領した金銭のうち前項
の内閣府令で定める金額については、この限り
でない。 

⑦特定保険募集人その他の保険募集を行う者は、
保険契約につき申込みの撤回等があった場合に
おいて、当該保険契約に関連して金銭を受領し
ているときは、申込者等に対し、速やかに、こ
れを返還しなければならない。 

⑧保険仲立人その他の保険募集を行う者は、保険
会社等又は外国保険会社等に保険契約の申込み
の撤回等に伴い損害賠償その他の金銭を支払っ
た場合において、当該支払に伴う損害賠償その
他の金銭の支払を、申込みの撤回等をした者に
対し、請求することができない。 

⑨保険契約の申込みの撤回等の当時、既に保険金
の支払の事由が生じているときは、当該申込み
の撤回等は、その効力を生じない。ただし、申
込みの撤回等を行った者が、申込みの撤回等の
当時、既に保険金の支払の事由の生じたことを
知っているときは、この限りでない。 

⑩第１項及び第４項から前項までの規定に反する
特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

第315条 次の各号のいずれかに該当する者は、
３年以下の懲役若しくは300万円以下の罰金に
処し、又はこれを併科する。 
一 第３条第１項の規定に違反して、内閣総理
大臣の免許を受けないで保険業を行った者 

二 第７条の２（第199条において準用する場
合を含む。）の規定に違反して、他人に保険
業を行わせた者 

三 第99条第８項（第199条において準用する
場合を含む。）において準用する信託業法第
24条第１項第１号の規定に違反して、同号に
掲げる行為（同法第２条第３項各号に掲げる
信託の引受けに係るものを除く。）をした者 

四 第99条第８項（第199条において準用する
場合を含む。）において準用する信託業法第

27条第１項の規定による報告書（同法第２条
第３項各号に掲げる信託の引受けに係るも
のを除く。以下この号において同じ。）を交
付せず、又は虚偽の記載をした報告書を交付
した者 

五 第100条の５第１項（第199条において準用
する場合を含む。）の規定に違反して、運用
報告書を交付せず、若しくは同項に規定する
事項を記載しない運用報告書若しくは虚偽
の記載をした運用報告書を交付した者又は
第100条の５第２項（第199条において準用す
る場合を含む。）に規定する方法により当該
事項を欠いた提供若しくは虚偽の事項の提
供をした者 

六 不正の手段により第272条第１項の登録を
受けた者 

七 第272条の９の規定に違反して、他人に少
額短期保険業を行わせた者 

八 第300条第１項の規定に違反して、同項第
１号に掲げる行為（運用実績連動型保険契約
に係るものに限る。）をした者 

九 第300条の２において準用する金融商品取
引法第39条第１項の規定に違反した者 

 

 ２．保険業法施行令          

（保証金の額） 
第41条 法第291条第２項に規定する政令で定め
る保証金の額は、2,000万円とする。ただし、
保険仲立人の最初の事業年度終了の日後３月を
経過した日以後においては、当該保険仲立人の
各事業年度開始の日以後３月を経過した日（次
条及び第44条において「改定日」という。）か
ら当該各事業年度終了の日後３月を経過する日
までの期間を対象とする保証金の額は、当該各
事業年度開始の日の前日までの過去３年間に当
該保険仲立人が保険契約の締結の媒介に関して
受領した手数料、報酬その他の対価を合計した
金額（当該金額が2,000万円に満たない場合は
2,000万円とし、当該金額が８億円を超える場
合は８億円とする。）に相当する額とする。 

 

 ３．保険業法施行規則         

（情報の提供） 
第227条の２（第１項、第２項は省略） 
③保険会社等若しくは外国保険会社等、これらの
役員（保険募集人である者を除く。）、保険募集
人又は保険仲立人若しくはその役員若しくは使
用人は、法第294条第１項の規定により保険契
約の内容その他保険契約者等の参考となるべき
情報の提供を行う場合には、保険契約者及び被
保険者に対し、次に掲げる方法により行うもの
とする。 
一 保険契約の内容その他保険契約に関する情
報のうち次に掲げる事項を記載した書面を
用いて行う説明（書面に記載すべき事項が電
磁的記録に記録されている場合は、当該記録
された事項を電子計算機の映像面へ表示し
たものを用いて行う説明を含む。以下この項
において同じ。）及び次に掲げる事項を記載
した書面の交付 

イ 商品の仕組み 
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ロ 保険給付に関する事項（保険金等の主な支
払事由及び保険金等が支払われない主な場
合に関する事項を含む。） 

ハ 付加することのできる主な特約に関する事
項 

ニ 保険期間に関する事項 
ホ 保険金額その他の保険契約の引受けに係る
条件 

ヘ 保険料に関する事項 
ト 保険料の払込みに関する事項 
チ 配当金に関する事項 
リ 保険契約の解約及び解約による返戻金に関
する事項 

ヌ 保険契約の申込みの撤回等（法第309条第1
項に規定する申込みの撤回等をいう。）に関
する事項 

ル 保険契約者又は被保険者が行うべき告知に
関する事項 

ヲ 保険責任の開始時期に関する事項 
ワ 保険料の払込猶予期間に関する事項 
カ 保険契約の失効及び失効後の復活に関する
事項 

ヨ 保険契約者保護機構の行う資金援助等の保
険契約者等の保護のための特別の措置等に
関する事項 

タ 次の(1)又は(2)に掲げる場合の区分に応 
 じ、当該(1)又は(2)に定める事項 

(1) 当該保険契約を締結する保険会社等、外
国保険会社等又は保険仲立人が行う保険
業務等をその紛争解決等業務の種別とす
る指定紛争解決機関が存在する場合  保
険契約等（保険契約又は法第308条の５第
２項に規定する顧客のために保険契約の
締結の媒介を行うことを内容とする契約
を総称する。(2)において同じ。）を締結す
る保険会社等、外国保険会社等（法第240
条第１項第１号の規定により外国保険会
社等とみなされる免許特定法人の引受社
員の場合にあっては、当該引受社員を社員
とする免許特定法人。(2)において同じ。）
又は保険仲立人が法の規定により自己の
保険業務等に係る手続実施基本契約を締
結する措置を講ずる当該手続実施基本契
約の相手方である指定紛争解決機関の商
号又は名称 

(2) 当該保険契約を締結する保険会社等、外
国保険会社等又は保険仲立人が行う保険
業務等をその紛争解決等業務の種別とす
る指定紛争解決機関が存在しない場合  保
険契約等を締結する保険会社等、外国保険
会社等又は保険仲立人が法の規定により
講ずる自己の保険業務等に関する苦情処
理措置及び紛争解決措置の内容 

レ イからタまでに掲げる事項のほか、保険契
約者又は被保険者が商品の内容を理解する
ために必要な事項及び保険契約者又は被保
険者の注意を喚起すべき事項として保険契
約者又は被保険者の参考となるべき事項の
うち、特に説明がされるべき事項 

 （以下省略） 

 ４．保険法              

第１章 総則 
（趣旨） 
第１条 保険に係る契約の成立、効力、履行及び
終了については、他の法令に定めるもののほか、
この法律の定めるところによる。 

（定義） 
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
一 保険契約 保険契約、共済契約その他いか
なる名称であるかを問わず、当事者の一方が
一定の事由が生じたことを条件として財産
上の給付（生命保険契約及び傷害疾病定額保
険契約にあっては、金銭の支払に限る。以下
「保険給付」という。）を行うことを約し、
相手方がこれに対して当該一定の事由の発
生の可能性に応じたものとして保険料（共済
掛金を含む。以下同じ。）を支払うことを約
する契約をいう。 

二 保険者 保険契約の当事者のうち、保険給
付を行う義務を負う者をいう。 

三 保険契約者 保険契約の当事者のうち、保
険料を支払う義務を負う者をいう。 

四 被保険者 次のイからハまでに掲げる保険
契約の区分に応じ、当該イからハまでに定め
る者をいう。 
イ 損害保険契約 損害保険契約によりてん
補することとされる損害を受ける者 

ロ 生命保険契約 その者の生存又は死亡に
関し保険者が保険給付を行うこととなる
者 

ハ 傷害疾病定額保険契約 その者の傷害又
は疾病（以下「傷害疾病」という。）に基
づき保険者が保険給付を行うこととなる
者 

五 保険金受取人 保険給付を受ける者として
生命保険契約又は傷害疾病定額保険契約で
定めるものをいう。 

六 損害保険契約 保険契約のうち、保険者が
一定の偶然の事故によって生ずることのあ
る損害をてん補することを約するものをい
う。 

七 傷害疾病損害保険契約 損害保険契約のう
ち、保険者が人の傷害疾病によって生ずるこ
とのある損害（当該傷害疾病が生じた者が受
けるものに限る。）をてん補することを約す
るものをいう。 

八 生命保険契約 保険契約のうち、保険者が
人の生存又は死亡に関し一定の保険給付を
行うことを約するもの（傷害疾病定額保険契
約に該当するものを除く。）をいう。 

九 傷害疾病定額保険契約 保険契約のうち、
保険者が人の傷害疾病に基づき一定の保険
給付を行うことを約するものをいう。 

 
第２章 損害保険 
第１節 成立 
（損害保険契約の目的） 
第３条 損害保険契約は、金銭に見積もることが
できる利益に限り、その目的とすることができ
る。 

（告知義務） 
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第４条 保険契約者又は被保険者になる者は、損
害保険契約の締結に際し、損害保険契約により
てん補することとされる損害の発生の可能性
（以下この章において「危険」という。）に関す
る重要な事項のうち保険者になる者が告知を求
めたもの（第28条第１項及び第29条第１項にお
いて「告知事項」という。）について、事実の告
知をしなければならない。 

（遡及保険） 
第５条 ①損害保険契約を締結する前に発生した
保険事故（損害保険契約によりてん補すること
とされる損害を生ずることのある偶然の事故と
して当該損害保険契約で定めるものをいう。以
下この章において同じ。）による損害をてん補す
る旨の定めは、保険契約者が当該損害保険契約
の申込み又はその承諾をした時において、当該
保険契約者又は被保険者が既に保険事故が発生
していることを知っていたときは、無効とする。 

②損害保険契約の申込みの時より前に発生した保
険事故による損害をてん補する旨の定めは、保
険者又は保険契約者が当該損害保険契約の申込
みをした時において、当該保険者が保険事故が
発生していないことを知っていたときは、無効
とする。 

（損害保険契約の締結時の書面交付） 
第６条 ①保険者は、損害保険契約を締結したと
きは、遅滞なく、保険契約者に対し、次に掲げ
る事項を記載した書面を交付しなければならな
い。 
一 保険者の氏名又は名称 
二 保険契約者の氏名又は名称 
三 被保険者の氏名又は名称その他の被保険者
を特定するために必要な事項 

四 保険事故 
五 その期間内に発生した保険事故による損害
をてん補するものとして損害保険契約で定
める期間 

六 保険金額（保険給付の限度額として損害保
険契約で定めるものをいう。以下この章にお
いて同じ。）又は保険金額の定めがないとき
はその旨 

七 保険の目的物（保険事故によって損害が生
ずることのある物として損害保険契約で定
めるものをいう。以下この章において同じ。）
があるときは、これを特定するために必要な
事項 

八 第９条ただし書に規定する約定保険価額が
あるときは、その約定保険価額 

九 保険料及びその支払の方法 
十 第29条第１項第１号の通知をすべき旨が定
められているときは、その旨 

十一 損害保険契約を締結した年月日 
十二 書面を作成した年月日 

②前項の書面には、保険者（法人その他の団体に
あっては、その代表者）が署名し、又は記名押
印しなければならない。 

（強行規定） 
第７条 第４条の規定に反する特約で保険契約者
又は被保険者に不利なもの及び第５条第２項の
規定に反する特約で保険契約者に不利なものは、
無効とする。 

 
 

第２節 効力 
（第三者のためにする損害保険契約） 
第８条 被保険者が損害保険契約の当事者以外の
者であるときは、当該被保険者は、当然に当該
損害保険契約の利益を享受する。 

（超過保険） 
第９条 損害保険契約の締結の時において保険金
額が保険の目的物の価額（以下この章において
「保険価額」という。）を超えていたことにつき
保険契約者及び被保険者が善意でかつ重大な過
失がなかったときは、保険契約者は、その超過
部分について、当該損害保険契約を取り消すこ
とができる。ただし、保険価額について約定し
た一定の価額（以下この章において「約定保険
価額」という。）があるときは、この限りでない。 

（保険価額の減少） 
第10条 損害保険契約の締結後に保険価額が著し
く減少したときは、保険契約者は、保険者に対
し、将来に向かって、保険金額又は約定保険価
額については減少後の保険価額に至るまでの減
額を、保険料についてはその減額後の保険金額
に対応する保険料に至るまでの減額をそれぞれ
請求することができる。 

（危険の減少） 
第11条 損害保険契約の締結後に危険が著しく減
少したときは、保険契約者は、保険者に対し、
将来に向かって、保険料について、減少後の当
該危険に対応する保険料に至るまでの減額を請
求することができる。 

（強行規定） 
第12条 第８条の規定に反する特約で被保険者に
不利なもの及び第９条本文又は前２条の規定に
反する特約で保険契約者に不利なものは、無効
とする。 

 
第３節 保険給付 
（損害の発生及び拡大の防止） 
第13条 保険契約者及び被保険者は、保険事故が
発生したことを知ったときは、これによる損害
の発生及び拡大の防止に努めなければならない。 

（損害発生の通知） 
第14条 保険契約者又は被保険者は、保険事故に
よる損害が生じたことを知ったときは、遅滞な
く、保険者に対し、その旨の通知を発しなけれ
ばならない。 

（損害発生後の保険の目的物の滅失） 
第15条 保険者は、保険事故による損害が生じた
場合には、当該損害に係る保険の目的物が当該
損害の発生後に保険事故によらずに滅失したと
きであっても、当該損害をてん補しなければな
らない。 

（火災保険契約による損害てん補の特則） 
第16条 火災を保険事故とする損害保険契約の保
険者は、保険事故が発生していないときであっ
ても、消火、避難その他の消防の活動のために
必要な処置によって保険の目的物に生じた損害
をてん補しなければならない。 

（保険者の免責） 
第17条 ①保険者は、保険契約者又は被保険者の
故意又は重大な過失によって生じた損害をてん
補する責任を負わない。戦争その他の変乱によ
って生じた損害についても、同様とする。 

②責任保険契約（損害保険契約のうち、被保険者
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が損害賠償の責任を負うことによって生ずるこ
とのある損害をてん補するものをいう。以下同
じ。）に関する前項の規定の適用については、同
項中「故意又は重大な過失」とあるのは、「故意」
とする。 

（損害額の算定） 
第18条 ①損害保険契約によりてん補すべき損害
の額（以下この章において「てん補損害額」と
いう。）は、その損害が生じた地及び時における
価額によって算定する。 

②約定保険価額があるときは、てん補損害額は、
当該約定保険価額によって算定する。ただし、
当該約定保険価額が保険価額を著しく超えると
きは、てん補損害額は、当該保険価額によって
算定する。 

（一部保険） 
第19条 保険金額が保険価額（約定保険価額があ
るときは、当該約定保険価額）に満たないとき
は、保険者が行うべき保険給付の額は、当該保
険金額の当該保険価額に対する割合をてん補損
害額に乗じて得た額とする。 

（重複保険） 
第20条 ①損害保険契約によりてん補すべき損害に
ついて他の損害保険契約がこれをてん補すること
となっている場合においても、保険者は、てん補
損害額の全額（前条に規定する場合にあっては、
同条の規定により行うべき保険給付の額の全額）
について、保険給付を行う義務を負う。 

②２以上の損害保険契約の各保険者が行うべき保
険給付の額の合計額がてん補損害額（各損害保
険契約に基づいて算定したてん補損害額が異な
るときは、そのうち最も高い額。以下この項に
おいて同じ。）を超える場合において、保険者の
１人が自己の負担部分（他の損害保険契約がな
いとする場合における各保険者が行うべき保険
給付の額のその合計額に対する割合をてん補損
害額に乗じて得た額をいう。以下この項におい
て同じ。）を超えて保険給付を行い、これにより
共同の免責を得たときは、当該保険者は、自己
の負担部分を超える部分に限り、他の保険者に
対し、各自の負担部分について求償権を有する。 

（保険給付の履行期） 
第21条 ①保険給付を行う期限を定めた場合であ
っても、当該期限が、保険事故、てん補損害額、
保険者が免責される事由その他の保険給付を行
うために確認をすることが損害保険契約上必要
とされる事項の確認をするための相当の期間を
経過する日後の日であるときは、当該期間を経
過する日をもって保険給付を行う期限とする。 

②保険給付を行う期限を定めなかったときは、保
険者は、保険給付の請求があった後、当該請求
に係る保険事故及びてん補損害額の確認をする
ために必要な期間を経過するまでは、遅滞の責
任を負わない。 

③保険者が前２項に規定する確認をするために必
要な調査を行うに当たり、保険契約者又は被保
険者が正当な理由なく当該調査を妨げ、又はこ
れに応じなかった場合には、保険者は、これに
より保険給付を遅延した期間について、遅滞の
責任を負わない。 

（責任保険契約についての先取特権） 
第22条 ①責任保険契約の被保険者に対して当該
責任保険契約の保険事故に係る損害賠償請求権

を有する者は、保険給付を請求する権利につい
て先取特権を有する。 

②被保険者は、前項の損害賠償請求権に係る債務
について弁済をした金額又は当該損害賠償請求
権を有する者の承諾があった金額の限度におい
てのみ、保険者に対して保険給付を請求する権
利を行使することができる。 

③責任保険契約に基づき保険給付を請求する権利
は、譲り渡し、質権の目的とし、又は差し押さ
えることができない。ただし、次に掲げる場合
は、この限りでない。 
一 第１項の損害賠償請求権を有する者に譲り
渡し、又は当該損害賠償請求権に関して差し
押さえる場合 

二 前項の規定により被保険者が保険給付を請
求する権利を行使することができる場合 

（費用の負担） 
第23条 ①次に掲げる費用は、保険者の負担とす
る。 
一 てん補損害額の算定に必要な費用 
二 第13条の場合において、損害の発生又は拡
大の防止のために必要又は有益であった費
用 

②第19条の規定は、前項第２号に掲げる費用の額
について準用する。この場合において、同条中
「てん補損害額」とあるのは、「第23条第１項
第２号に掲げる費用の額」と読み替えるものと
する。 

（残存物代位） 
第24条 保険者は、保険の目的物の全部が滅失し
た場合において、保険給付を行ったときは、当
該保険給付の額の保険価額（約定保険価額があ
るときは、当該約定保険価額）に対する割合に
応じて、当該保険の目的物に関して被保険者が
有する所有権その他の物権について当然に被保
険者に代位する。 

（請求権代位） 
第25条 ①保険者は、保険給付を行ったときは、
次に掲げる額のうちいずれか少ない額を限度と
して、保険事故による損害が生じたことにより
被保険者が取得する債権（債務の不履行その他
の理由により債権について生ずることのある損
害をてん補する損害保険契約においては、当該
債権を含む。以下この条において「被保険者債
権」という。）について当然に被保険者に代位す
る。 
一 当該保険者が行った保険給付の額 
二 被保険者債権の額（前号に掲げる額がてん
補損害額に不足するときは、被保険者債権の
額から当該不足額を控除した残額） 

②前項の場合において、同項第１号に掲げる額が
てん補損害額に不足するときは、被保険者は、
被保険者債権のうち保険者が同項の規定により
代位した部分を除いた部分について、当該代位
に係る保険者の債権に先立って弁済を受ける権
利を有する。 

（強行規定） 
第26条 第15条、第21条第１項若しくは第３項又
は前２条の規定に反する特約で被保険者に不利
なものは、無効とする。 
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第４節 終了 
（保険契約者による解除） 
第27条 保険契約者は、いつでも損害保険契約を
解除することができる。 

（告知義務違反による解除） 
第28条 ①保険者は、保険契約者又は被保険者 
 が、告知事項について、故意又は重大な過失に
より事実の告知をせず、又は不実の告知をした
ときは、損害保険契約を解除することができる。 

②保険者は、前項の規定にかかわらず、次に掲げ
る場合には、損害保険契約を解除することがで
きない。 
一 損害保険契約の締結の時において、保険者
が前項の事実を知り、又は過失によって知ら
なかったとき。 

二 保険者のために保険契約の締結の媒介を行
うことができる者（保険者のために保険契約
の締結の代理を行うことができる者を除く。
以下「保険媒介者」という。）が、保険契約
者又は被保険者が前項の事実の告知をする
ことを妨げたとき。 

三 保険媒介者が、保険契約者又は被保険者に
対し、前項の事実の告知をせず、又は不実の
告知をすることを勧めたとき。 

③前項第２号及び第３号の規定は、当該各号に規
定する保険媒介者の行為がなかったとしても保
険契約者又は被保険者が第１項の事実の告知を
せず、又は不実の告知をしたと認められる場合
には、適用しない。 

④第１項の規定による解除権は、保険者が同項の
規定による解除の原因があることを知った時か
ら１箇月間行使しないときは、消滅する。損害
保険契約の締結の時から５年を経過したときも、
同様とする。 

（危険増加による解除） 
第29条 ①損害保険契約の締結後に危険増加（告
知事項についての危険が高くなり、損害保険契
約で定められている保険料が当該危険を計算の
基礎として算出される保険料に不足する状態に
なることをいう。以下この条及び第31条第２項
第２号において同じ。）が生じた場合において、
保険料を当該危険増加に対応した額に変更する
としたならば当該損害保険契約を継続すること
ができるときであっても、保険者は、次に掲げ
る要件のいずれにも該当する場合には、当該損
害保険契約を解除することができる。 
一 当該危険増加に係る告知事項について、そ
の内容に変更が生じたときは保険契約者又
は被保険者が保険者に遅滞なくその旨の通
知をすべき旨が当該損害保険契約で定めら
れていること。 

二 保険契約者又は被保険者が故意又は重大な
過失により遅滞なく前号の通知をしなかっ
たこと。 

②前条第４項の規定は、前項の規定による解除権
について準用する。この場合において、同条第
４項中「損害保険契約の締結の時」とあるのは、
「次条第１項に規定する危険増加が生じた時」
と読み替えるものとする。 

（重大事由による解除） 
第30条 保険者は、次に掲げる事由がある場合に
は、損害保険契約を解除することができる。 
一 保険契約者又は被保険者が、保険者に当該

損害保険契約に基づく保険給付を行わせる
ことを目的として損害を生じさせ、又は生じ
させようとしたこと。 

二 被保険者が、当該損害保険契約に基づく保
険給付の請求について詐欺を行い、又は行お
うとしたこと。 

三 前２号に掲げるもののほか、保険者の保険
契約者又は被保険者に対する信頼を損ない、
当該損害保険契約の存続を困難とする重大
な事由 

（解除の効力） 
第31条 ①損害保険契約の解除は、将来に向かっ
てのみその効力を生ずる。 

②保険者は、次の各号に掲げる規定により損害保
険契約の解除をした場合には、当該各号に定め
る損害をてん補する責任を負わない。 
一 第28条第１項 解除がされた時までに発生
した保険事故による損害。ただし、同項の事
実に基づかずに発生した保険事故による損
害については、この限りでない。 

二 第29条第１項 解除に係る危険増加が生じ
た時から解除がされた時までに発生した保
険事故による損害。ただし、当該危険増加を
もたらした事由に基づかずに発生した保険
事故による損害については、この限りでない。 

三 前条 同条各号に掲げる事由が生じた時か
ら解除がされた時までに発生した保険事故
による損害 

（保険料の返還の制限） 
第32条 保険者は、次に掲げる場合には、保険料
を返還する義務を負わない。 
一 保険契約者又は被保険者の詐欺又は強迫を
理由として損害保険契約に係る意思表示を
取り消した場合 

二 損害保険契約が第５条第１項の規定により
無効とされる場合。ただし、保険者が保険事
故の発生を知って当該損害保険契約の申込
み又はその承諾をしたときは、この限りでな
い。 

（強行規定） 
第33条 ①第28条第１項から第３項まで、第29条
第１項、第30条又は第31条の規定に反する特約
で保険契約者又は被保険者に不利なものは、無
効とする。 

②前条の規定に反する特約で保険契約者に不利な
ものは、無効とする。 

 
第５節 傷害疾病損害保険の特則 
（被保険者による解除請求） 
第34条 ①被保険者が傷害疾病損害保険契約の当
事者以外の者であるときは、当該被保険者は、
保険契約者に対し、当該保険契約者との間に別
段の合意がある場合を除き、当該傷害疾病損害
保険契約を解除することを請求することができ
る。 

②保険契約者は、前項の規定により傷害疾病損害
保険契約を解除することの請求を受けたときは、
当該傷害疾病損害保険契約を解除することがで
きる。 

（傷害疾病損害保険契約に関する読替え） 
第35条 傷害疾病損害保険契約における第１節か
ら前節までの規定の適用については、第５条第
１項、第14条、第21条第３項及び第26条中「被
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保険者」とあるのは「被保険者（被保険者の死
亡によって生ずる損害をてん補する傷害疾病損
害保険契約にあっては、その相続人）」と、第５
条第１項中「保険事故が発生している」とある
のは「保険事故による損害が生じている」と、
同条第２項中「保険事故が発生していない」と
あるのは「保険事故による損害が生じていない」
と、第17条第１項、第30条及び第32条第１号中
「被保険者」とあるのは「被保険者（被保険者
の死亡によって生ずる損害をてん補する傷害疾
病損害保険契約にあっては、被保険者又はその
相続人）」と、第25条第１項中「被保険者が」
とあるのは「被保険者（被保険者の死亡によっ
て生ずる損害をてん補する傷害疾病損害保険契
約にあっては、その相続人。以下この条におい
て同じ。）が」と、第32条第２号中「保険事故
の発生」とあるのは「保険事故による損害が生
じていること」と、第33条第１項中「、第30条
又は第31条」とあるのは「又は第31条」と、「不
利なものは」とあるのは「不利なもの及び第30
条の規定に反する特約で保険契約者又は被保険
者（被保険者の死亡によって生ずる損害をてん
補する傷害疾病損害保険契約にあっては、被保
険者又はその相続人）に不利なものは」とする。 

 
第６節 適用除外 
第36条 第７条、第12条、第26条及び第33条の規
定は、次に掲げる損害保険契約については、適
用しない。 
一 商法（明治32年法律第48号）第815条第１
項に規定する海上保険契約 

二 航空機若しくは航空機により運送される貨
物を保険の目的物とする損害保険契約又は航
空機の事故により生じた損害を賠償する責任
に係る責任保険契約 

三 原子力施設を保険の目的物とする損害保険
契約又は原子力施設の事故により生じた損害
を賠償する責任に係る責任保険契約 

四 前３号に掲げるもののほか、法人その他の
団体又は事業を行う個人の事業活動に伴っ
て生ずることのある損害をてん補する損害
保険契約（傷害疾病損害保険契約に該当する
ものを除く。） 

 
第３章 生命保険 
第１節 成立 
（告知義務） 
第37条 保険契約者又は被保険者になる者は、生
命保険契約の締結に際し、保険事故（被保険者
の死亡又は一定の時点における生存をいう。以
下この章において同じ。）の発生の可能性（以下
この章において「危険」という。）に関する重要
な事項のうち保険者になる者が告知を求めたも
の（第55条第１項及び第56条第１項において
「告知事項」という。）について、事実の告知を
しなければならない。 

（第３章 以下の条文は省略） 
 
第４章 傷害疾病定額保険 
第１節 成立 
（告知義務） 
第66条 保険契約者又は被保険者になる者は、傷
害疾病定額保険契約の締結に際し、給付事由（傷

害疾病による治療、死亡その他の保険給付を行
う要件として傷害疾病定額保険契約で定める事
由をいう。以下この章において同じ。）の発生の
可能性（以下この章において「危険」という。）
に関する重要な事項のうち保険者になる者が告
知を求めたもの（第84条第１項及び第85条第１
項において「告知事項」という。）について、事
実の告知をしなければならない。 

（被保険者の同意） 
第67条 ①傷害疾病定額保険契約の当事者以外の
者を被保険者とする傷害疾病定額保険契約は、
当該被保険者の同意がなければ、その効力を生
じない。ただし、被保険者（被保険者の死亡に
関する保険給付にあっては、被保険者又はその
相続人）が保険金受取人である場合は、この限
りでない。 

②前項ただし書の規定は、給付事由が傷害疾病に
よる死亡のみである傷害疾病定額保険契約につ
いては、適用しない。 

（遡及保険） 
第68条 ①傷害疾病定額保険契約を締結する前に
発生した給付事由に基づき保険給付を行う旨の
定めは、保険契約者が当該傷害疾病定額保険契
約の申込み又はその承諾をした時において、当
該保険契約者、被保険者又は保険金受取人が既
に給付事由が発生していることを知っていたと
きは、無効とする。 

②傷害疾病定額保険契約の申込みの時より前に発
生した給付事由に基づき保険給付を行う旨の定
めは、保険者又は保険契約者が当該傷害疾病定
額保険契約の申込みをした時において、当該保
険者が給付事由が発生していないことを知って
いたときは、無効とする。 

（傷害疾病定額保険契約の締結時の書面交付） 
第69条 ①保険者は、傷害疾病定額保険契約を締
結したときは、遅滞なく、保険契約者に対し、
次に掲げる事項を記載した書面を交付しなけれ
ばならない。 
一 保険者の氏名又は名称 
二 保険契約者の氏名又は名称 
三 被保険者の氏名その他の被保険者を特定す
るために必要な事項 

四 保険金受取人の氏名又は名称その他の保険
金受取人を特定するために必要な事項 

五 給付事由 
六 その期間内に傷害疾病又は給付事由が発生
した場合に保険給付を行うものとして傷害
疾病定額保険契約で定める期間 

七 保険給付の額及びその方法 
八 保険料及びその支払の方法 
九 第85条第１項第１号の通知をすべき旨が定
められているときは、その旨 

十 傷害疾病定額保険契約を締結した年月日 
十一 書面を作成した年月日 

②前項の書面には、保険者（法人その他の団体に
あっては、その代表者）が署名し、又は記名押
印しなければならない。 

（強行規定） 
第70条 第66条の規定に反する特約で保険契約者
又は被保険者に不利なもの及び第68条第２項
の規定に反する特約で保険契約者に不利なもの
は、無効とする。 
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第２節 効力 
（第三者のためにする傷害疾病定額保険契約） 
第71条 保険金受取人が傷害疾病定額保険契約の
当事者以外の者であるときは、当該保険金受取
人は、当然に当該傷害疾病定額保険契約の利益
を享受する。 

（保険金受取人の変更） 
第72条 ①保険契約者は、給付事由が発生するま
では、保険金受取人の変更をすることができる。 

②保険金受取人の変更は、保険者に対する意思表
示によってする。 

③前項の意思表示は、その通知が保険者に到達し
たときは、当該通知を発した時にさかのぼって
その効力を生ずる。ただし、その到達前に行わ
れた保険給付の効力を妨げない。 

（遺言による保険金受取人の変更） 
第73条 ①保険金受取人の変更は、遺言によって
も、することができる。 

②遺言による保険金受取人の変更は、その遺言が
効力を生じた後、保険契約者の相続人がその旨
を保険者に通知しなければ、これをもって保険
者に対抗することができない。 

（保険金受取人の変更についての被保険者の同
意） 
第74条 ①保険金受取人の変更は、被保険者の同
意がなければ、その効力を生じない。ただし、
変更後の保険金受取人が被保険者（被保険者の
死亡に関する保険給付にあっては、被保険者又
はその相続人）である場合は、この限りでない。 

②前項ただし書の規定は、給付事由が傷害疾病に
よる死亡のみである傷害疾病定額保険契約につ
いては、適用しない。 

（保険金受取人の死亡） 
第75条 保険金受取人が給付事由の発生前に死亡
したときは、その相続人の全員が保険金受取人
となる。 

（保険給付請求権の譲渡等についての被保険者の
同意） 
第76条 保険給付を請求する権利の譲渡又は当該
権利を目的とする質権の設定（給付事由が発生
した後にされたものを除く。）は、被保険者の同
意がなければ、その効力を生じない。 

（危険の減少） 
第77条 傷害疾病定額保険契約の締結後に危険が
著しく減少したときは、保険契約者は、保険者
に対し、将来に向かって、保険料について、減
少後の当該危険に対応する保険料に至るまでの
減額を請求することができる。 

（強行規定） 
第78条 第71条の規定に反する特約で保険金受取
人に不利なもの及び前条の規定に反する特約で
保険契約者に不利なものは、無効とする。 

 
第３節 保険給付 
（給付事由発生の通知） 
第79条 保険契約者、被保険者又は保険金受取人
は、給付事由が発生したことを知ったときは、
遅滞なく、保険者に対し、その旨の通知を発し
なければならない。 

（保険者の免責） 
第80条 保険者は、次に掲げる場合には、保険給
付を行う責任を負わない。ただし、第３号に掲
げる場合には、給付事由を発生させた保険金受

取人以外の保険金受取人に対する責任について
は、この限りでない。 
一 被保険者が故意又は重大な過失により給付
事由を発生させたとき。 

二 保険契約者が故意又は重大な過失により給
付事由を発生させたとき（前号に掲げる場合
を除く。）。 

三 保険金受取人が故意又は重大な過失により
給付事由を発生させたとき（前２号に掲げる
場合を除く。）。 

四 戦争その他の変乱によって給付事由が発生
したとき。 

（保険給付の履行期） 
第81条 ①保険給付を行う期限を定めた場合であ
っても、当該期限が、給付事由、保険者が免責
される事由その他の保険給付を行うために確認
をすることが傷害疾病定額保険契約上必要とさ
れる事項の確認をするための相当の期間を経過
する日後の日であるときは、当該期間を経過す
る日をもって保険給付を行う期限とする。 

②保険給付を行う期限を定めなかったときは、保
険者は、保険給付の請求があった後、当該請求
に係る給付事由の確認をするために必要な期間
を経過するまでは、遅滞の責任を負わない。 

③保険者が前２項に規定する確認をするために必
要な調査を行うに当たり、保険契約者、被保険
者又は保険金受取人が正当な理由なく当該調査
を妨げ、又はこれに応じなかった場合には、保
険者は、これにより保険給付を遅延した期間に
ついて、遅滞の責任を負わない。 

（強行規定） 
第82条 前条第１項又は第３項の規定に反する特
約で保険金受取人に不利なものは、無効とする。 

 
第４節 終了 
（保険契約者による解除） 
第83条 保険契約者は、いつでも傷害疾病定額保
険契約を解除することができる。 

（告知義務違反による解除） 
第84条 ①保険者は、保険契約者又は被保険者 
 が、告知事項について、故意又は重大な過失に
より事実の告知をせず、又は不実の告知をした
ときは、傷害疾病定額保険契約を解除すること
ができる。 

②保険者は、前項の規定にかかわらず、次に掲げ
る場合には、傷害疾病定額保険契約を解除する
ことができない。 
一 傷害疾病定額保険契約の締結の時におい 
 て、保険者が前項の事実を知り、又は過失に
よって知らなかったとき。 

二 保険媒介者が、保険契約者又は被保険者が
前項の事実の告知をすることを妨げたとき。 

三 保険媒介者が、保険契約者又は被保険者に
対し、前項の事実の告知をせず、又は不実の
告知をすることを勧めたとき。 

③前項第２号及び第３号の規定は、当該各号に規
定する保険媒介者の行為がなかったとしても保
険契約者又は被保険者が第１項の事実の告知を
せず、又は不実の告知をしたと認められる場合
には、適用しない。 

④第１項の規定による解除権は、保険者が同項の
規定による解除の原因があることを知った時か
ら１箇月間行使しないときは、消滅する。傷害
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疾病定額保険契約の締結の時から５年を経過し
たときも、同様とする。 

（危険増加による解除） 
第85条 ①傷害疾病定額保険契約の締結後に危険
増加（告知事項についての危険が高くなり、傷
害疾病定額保険契約で定められている保険料が
当該危険を計算の基礎として算出される保険料
に不足する状態になることをいう。以下この条
及び第88条第２項第２号において同じ。）が生
じた場合において、保険料を当該危険増加に対
応した額に変更するとしたならば当該傷害疾病
定額保険契約を継続することができるときであ
っても、保険者は、次に掲げる要件のいずれに
も該当する場合には、当該傷害疾病定額保険契
約を解除することができる。 
一 当該危険増加に係る告知事項について、そ
の内容に変更が生じたときは保険契約者又
は被保険者が保険者に遅滞なくその旨の通
知をすべき旨が当該傷害疾病定額保険契約
で定められていること。 

二 保険契約者又は被保険者が故意又は重大な
過失により遅滞なく前号の通知をしなかっ
たこと。 

②前条第４項の規定は、前項の規定による解除権
について準用する。この場合において、同条第
４項中「傷害疾病定額保険契約の締結の時」と
あるのは、「次条第１項に規定する危険増加が生
じた時」と読み替えるものとする。 

（重大事由による解除） 
第86条 保険者は、次に掲げる事由がある場合に
は、傷害疾病定額保険契約を解除することがで
きる。 
一 保険契約者、被保険者又は保険金受取人 
 が、保険者に当該傷害疾病定額保険契約に基
づく保険給付を行わせることを目的として
給付事由を発生させ、又は発生させようとし
たこと。 

二 保険金受取人が、当該傷害疾病定額保険契
約に基づく保険給付の請求について詐欺を
行い、又は行おうとしたこと。 

三 前２号に掲げるもののほか、保険者の保険
契約者、被保険者又は保険金受取人に対する
信頼を損ない、当該傷害疾病定額保険契約の
存続を困難とする重大な事由 

（被保険者による解除請求） 
第87条 ①被保険者が傷害疾病定額保険契約の当
事者以外の者である場合において、次に掲げる
ときは、当該被保険者は、保険契約者に対し、
当該傷害疾病定額保険契約を解除することを請
求することができる。 
一 第67条第１項ただし書に規定する場合（同
項の同意がある場合を除く。） 

二 前条第１号又は第２号に掲げる事由がある
場合 

三 前号に掲げるもののほか、被保険者の保険
契約者又は保険金受取人に対する信頼を損
ない、当該傷害疾病定額保険契約の存続を困
難とする重大な事由がある場合 

四 保険契約者と被保険者との間の親族関係の
終了その他の事情により、被保険者が第67条
第１項の同意をするに当たって基礎とした
事情が著しく変更した場合 

②保険契約者は、前項の規定により傷害疾病定額

保険契約を解除することの請求を受けたときは、
当該傷害疾病定額保険契約を解除することがで
きる。 

（解除の効力） 
第88条 ①傷害疾病定額保険契約の解除は、将来
に向かってのみその効力を生ずる。 

②保険者は、次の各号に掲げる規定により傷害疾
病定額保険契約の解除をした場合には、当該各
号に定める事由に基づき保険給付を行う責任を
負わない。 
一 第84条第１項 解除がされた時までに発生
した傷害疾病。ただし、同項の事実に基づか
ずに発生した傷害疾病については、この限り
でない。 

二 第85条第１項 解除に係る危険増加が生じ
た時から解除がされた時までに発生した傷
害疾病。ただし、当該危険増加をもたらした
事由に基づかずに発生した傷害疾病につい
ては、この限りでない。 

三 第86条 同条各号に掲げる事由が生じた時
から解除がされた時までに発生した給付事由 

（契約当事者以外の者による解除の効力等） 
第89条 ①差押債権者、破産管財人その他の傷害
疾病定額保険契約（第92条に規定する保険料積
立金があるものに限る。以下この条から第91条
までにおいて同じ。）の当事者以外の者で当該傷
害疾病定額保険契約の解除をすることができる
もの（次項及び同条において「解除権者」とい
う。）がする当該解除は、保険者がその通知を受
けた時から１箇月を経過した日に、その効力を
生ずる。 

②保険金受取人（前項に規定する通知の時におい
て、保険契約者である者を除き、保険契約者若
しくは被保険者の親族又は被保険者である者に
限る。次項及び次条において「介入権者」とい
う。）が、保険契約者の同意を得て、前項の期間
が経過するまでの間に、当該通知の日に当該傷
害疾病定額保険契約の解除の効力が生じたとす
れば保険者が解除権者に対して支払うべき金額
を解除権者に対して支払い、かつ、保険者に対
してその旨の通知をしたときは、同項に規定す
る解除は、その効力を生じない。 

③第１項に規定する解除の意思表示が差押えの手
続又は保険契約者の破産手続、再生手続若しく
は更生手続においてされたものである場合にお
いて、介入権者が前項の規定による支払及びそ
の旨の通知をしたときは、当該差押えの手続、
破産手続、再生手続又は更生手続との関係にお
いては、保険者が当該解除により支払うべき金
銭の支払をしたものとみなす。 

第90条 ①傷害疾病定額保険契約の解除により保
険契約者が保険者に対して有することとなる金
銭債権を差し押さえた債権者が前条第１項に規
定する通知をした場合において、同条第２項の
規定による支払の時に保険者が当該差押えに係
る金銭債権の支払をするとすれば民事執行法そ
の他の法令の規定による供託をすることができ
るときは、介入権者は、当該供託の方法により
同項の規定による支払をすることができる。 

②前項の通知があった場合において、前条第２項
の規定による支払の時に保険者が当該差押えに
係る金銭債権の支払をするとすれば民事執行法
その他の法令の規定による供託の義務を負うと
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きは、介入権者は、当該供託の方法により同項
の規定による支払をしなければならない。 

③介入権者が前２項の規定により供託の方法によ
る支払をしたときは、当該供託に係る差押えの
手続との関係においては、保険者が当該差押え
に係る金銭債権につき当該供託の方法による支
払をしたものとみなす。 

④介入権者は、第１項又は第２項の規定による供
託をしたときは、民事執行法その他の法令の規
定により第三債務者が執行裁判所その他の官庁
又は公署に対してすべき届出をしなければなら
ない。 

第91条 ①第89条第１項に規定する通知の時から
同項に規定する解除の効力が生じ、又は同条第
２項の規定により当該解除の効力が生じないこ
ととなるまでの間に給付事由が発生したことに
より保険者が保険給付を行うべき場合において、
当該保険給付を行うことにより傷害疾病定額保
険契約が終了することとなるときは、当該保険
者は、当該保険給付を行うべき額の限度で、解
除権者に対し、同項に規定する金額を支払わな
ければならない。この場合において、保険金受
取人に対しては、当該保険給付を行うべき額か
ら当該解除権者に支払った金額を控除した残額
について保険給付を行えば足りる。 

②前条の規定は、前項の規定による保険者の解除
権者に対する支払について準用する。 

（保険料積立金の払戻し） 
第92条 保険者は、次に掲げる事由により傷害疾
病定額保険契約が終了した場合には、保険契約
者に対し、当該終了の時における保険料積立金
（受領した保険料の総額のうち、当該傷害疾病
定額保険契約に係る保険給付に充てるべきもの
として、保険料又は保険給付の額を定めるため
の給付事由の発生率、予定利率その他の計算の
基礎を用いて算出される金額に相当する部分を
いう。）を払い戻さなければならない。ただし、
保険者が保険給付を行う責任を負うときは、こ
の限りでない。 
一 第80条各号（第２号を除く。）に規定する 
 事由 
二 保険者の責任が開始する前における第83条
又は第87条第２項の規定による解除 

三 第85条第１項の規定による解除 
四 第96条第１項の規定による解除又は同条第
２項の規定による当該傷害疾病定額保険契
約の失効 

（保険料の返還の制限） 
第93条 保険者は、次に掲げる場合には、保険料
を返還する義務を負わない。 
一 保険契約者、被保険者又は保険金受取人の
詐欺又は強迫を理由として傷害疾病定額保
険契約に係る意思表示を取り消した場合 

二 傷害疾病定額保険契約が第68条第１項の規
定により無効とされる場合。ただし、保険者
が給付事由の発生を知って当該傷害疾病定
額保険契約の申込み又はその承諾をしたと
きは、この限りでない。 

（強行規定） 
第94条 次の各号に掲げる規定に反する特約で当
該各号に定める者に不利なものは、無効とする。 
一 第84条第１項から第３項まで又は第85条第
１項 保険契約者又は被保険者 

二 第86条又は第88条 保険契約者、被保険者
又は保険金受取人 

三 前２条 保険契約者 
 

第５章 雑則 
（消滅時効） 
第95条 ①保険給付を請求する権利、保険料の返
還を請求する権利及び第63条又は第92条に規
定する保険料積立金の払戻しを請求する権利は、
これらを行使することができる時から３年間行
使しないときは、時効によって消滅する。 

②保険料を請求する権利は、これを行使すること
ができる時から１年間行使しないときは、時効
によって消滅する。 

（保険者の破産） 
第96条 ①保険者が破産手続開始の決定を受けた
ときは、保険契約者は、保険契約を解除するこ
とができる。 

②保険契約者が前項の規定による保険契約の解除
をしなかったときは、当該保険契約は、破産手
続開始の決定の日から３箇月を経過した日にそ
の効力を失う。 

 
附 則  
（施行期日）  
第１条 この法律は、公布の日から起算して２年
を超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。  

（経過措置の原則）  
第２条 この法律の規定は、この法律の施行の日
（以下「施行日」という。）以後に締結された
保険契約について適用する。ただし、次条から
附則第６条までに規定する規定の適用について
は、次条から附則第６条までに定めるところに
よる。  

（旧損害保険契約に関する経過措置）  
第３条 ①第10条、第11条、第12条（第10条及び
第11条の規定に反する特約に係る部分に限る。
以下この項において同じ。）、第30条（第35条
の規定により読み替えて適用する場合を含む。
以下この項において同じ。）、第31条第１項（第
30条又は第96条第１項の規定による解除に係
る部分に限る。以下この項において同じ。）及
び第２項第３号、第33条第１項（第30条並びに
第31条第１項及び第２項第３号の規定に反す
る特約に係る部分に限り、第35条の規定により
読み替えて適用する場合を含む。）並びに第36
条（第12条及び第33条第１項（第30条並びに第
31条第１項及び第２項第３号の規定に反する
特約に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）
の規定は、施行日前に締結された損害保険契約
（以下この条において「旧損害保険契約」とい
う。）についても、適用する。  

②旧損害保険契約の保険事故（第５条第１項に規
定する保険事故をいう。以下この条において同
じ。）が施行日以後に発生した場合には、第15
条、第21条（第35条の規定により読み替えて適
用する場合を含む。）、第26条（第15条並びに
第21条第１項及び第３項（第35条の規定により
読み替えて適用する場合を含む。）の規定に反
する特約に係る部分に限り、第35条の規定によ
り読み替えて適用する場合を含む。）及び第36
条（第26条（第15条並びに第21条第１項及び第
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３項の規定に反する特約に係る部分に限る。）
に係る部分に限る。）の規定を適用する。  

③旧損害保険契約の保険事故が施行日以後に発生
した場合には、第22条第１項及び第２項の規定
を適用する。 

④旧損害保険契約に基づき保険給付を請求する権
利（施行日前に発生した保険事故に係るものを
除く。）の譲渡又は当該権利を目的とする質権
の設定若しくは差押えが施行日以後にされた場
合には、第22条第３項の規定を適用する。  

（旧生命保険契約に関する経過措置）  
第４条 ①第47条（施行日以後にされた質権の設
定に係る部分に限る。）、第48条、第49条（第
48条の規定に反する特約に係る部分に限る。）、
第57条、第59条第１項（第57条又は第96条第１
項の規定による解除に係る部分に限る。以下こ
の項において同じ。）及び第２項第３号並びに
第65条第２号（第57条並びに第59条第１項及び
第２項第３号の規定に反する特約に係る部分に
限る。）の規定は、施行日前に締結された生命
保険契約（次項において「旧生命保険契約」と
いう。）についても、適用する。  

②旧生命保険契約の保険事故（第37条に規定する
保険事故をいう。）が施行日以後に発生した場
合には、第52条及び第53条の規定を適用する。  

③施行日前に締結された第38条に規定する死亡
保険契約の解除権者（第60条第１項に規定する
解除権者をいう。）が施行日以後に当該死亡保
険契約を解除した場合には、第60条から第62条
までの規定を適用する。  

（旧傷害疾病定額保険契約に関する経過措置）  
第５条 ①第76条（施行日以後にされた質権の設
定に係る部分に限る。）、第77条、第78条（第
77条の規定に反する特約に係る部分に限る。）、
第86条、第88条第１項（第86条又は第96条第１
項の規定による解除に係る部分に限る。以下こ
の項において同じ。）及び第２項第３号並びに
第94条第２号（第86条並びに第88条第１項及び
第２項第３号の規定に反する特約に係る部分に
限る。）の規定は、施行日前に締結された傷害
疾病定額保険契約（以下この条において「旧傷
害疾病定額保険契約」という。）についても、
適用する。  

②旧傷害疾病定額保険契約の給付事由（第66条に
規定する給付事由をいう。）が施行日以後に発
生した場合には、第81条及び第82条の規定を適
用する。  

③旧傷害疾病定額保険契約の解除権者（第89条第
１項に規定する解除権者をいう。）が施行日以
後に当該旧傷害疾病定額保険契約を解除した場
合には、同条から第91条までの規定を適用する。  

（保険者の破産に関する経過措置）  
第６条 第96条の規定は、施行日前に締結された
保険契約についても、適用する。  

 

 ５．商法               

（趣旨等） 
第１条 ①商人の営業、商行為その他商事につい
ては、他の法律に特別の定めがあるものを除く
ほか、この法律の定めるところによる。 

②商事に関し、この法律に定めがない事項につい
ては商慣習に従い、商慣習がないときは、民法

（明治29年法律第89号）の定めるところによる。 
（絶対的商行為） 
第501条 次に掲げる行為は、商行為とする。 
一 利益を得て譲渡する意思をもってする動産、 
不動産若しくは有価証券の有償取得又はそ
の取得したものの譲渡を目的とする行為 

二 他人から取得する動産又は有価証券の供給
契約及びその履行のためにする有償取得を
目的とする行為 

三 取引所においてする取引 
四 手形その他の商業証券に関する行為 

（営業的商行為） 
第502条 次に掲げる行為は、営業としてすると
きは、商行為とする。ただし、専ら賃金を得る
目的で物を製造し、又は労務に従事する者の行
為は、この限りでない。 
九 保険 
（その他省略） 

（附属的商行為） 
第503条 ①商人がその営業のためにする行為は、
商行為とする。 

②商人の行為は、その営業のためにするものと推
定する。 

（商行為の代理） 
第504条 商行為の代理人が本人のためにするこ
とを示さないでこれをした場合であっても、そ
の行為は、本人に対してその効力を生ずる。た
だし、相手方が、代理人が本人のためにするこ
とを知らなかったときは、代理人に対して履行
の請求をすることを妨げない。 

（商行為の委任） 
第505条 商行為の受任者は、委任の本旨に反し
ない範囲内において、委任を受けていない行為
をすることができる。 

（商行為の委任による代理権の消滅事由の特例） 
第506条 商行為の委任による代理権は、本人の
死亡によっては、消滅しない。 

（隔地者間における契約の申込み） 
第508条 ①商人である隔地者の間において承諾
の期間を定めないで契約の申込みを受けた者が
相当の期間内に承諾の通知を発しなかったとき
は、その申込みは、その効力を失う。 

②民法第524条の規定は、前項の場合について準
用する。 

（契約の申込みを受けた者の諾否通知義務） 
第509条 ①商人が平常取引をする者からその営
業の部類に属する契約の申込みを受けたときは、
遅滞なく、契約の申込みに対する諾否の通知を
発しなければならない。 

②商人が前項の通知を発することを怠ったときは、
その商人は、同項の契約の申込みを承諾したも
のとみなす。 

（契約の申込みを受けた者の物品保管義務） 
第510条 商人がその営業の部類に属する契約の
申込みを受けた場合において、その申込みとと
もに受け取った物品があるときは、その申込み
を拒絶したときであっても、申込者の費用をも
ってその物品を保管しなければならない。ただ
し、その物品の価額がその費用を償うのに足り
ないとき、又は商人がその保管によって損害を
受けるときは、この限りでない。 

（多数当事者間の債務の連帯） 
第511条 ①数人の者がその１人又は全員のため
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に商行為となる行為によって債務を負担したと
きは、その債務は、各自が連帯して負担する。 

②保証人がある場合において、債務が主たる債務
者の商行為によって生じたものであるとき、又
は保証が商行為であるときは、主たる債務者及
び保証人が各別の行為によって債務を負担した
ときであっても、その債務は、各自が連帯して
負担する。 

（報酬請求権） 
第512条 商人がその営業の範囲内において他人
のために行為をしたときは、相当な報酬を請求
することができる。 

（利息請求権） 
第513条 ①商人間において金銭の消費貸借をし
たときは、貸主は、法定利息を請求することが
できる。 

②商人がその営業の範囲内において他人のために
金銭の立替えをしたときは、その立替えの日以
後の法定利息を請求することができる。 

（契約による質物の処分の禁止の適用除外） 
第515条 民法第349条の規定は、商行為によって
生じた債権を担保するために設定した質権につ
いては、適用しない。 

（債務の履行の場所） 
第516条 商行為によって生じた債務の履行をす
べき場所がその行為の性質又は当事者の意思表
示によって定まらないときは、特定物の引渡し
はその行為の時にその物が存在した場所におい
て、その他の債務の履行は債権者の現在の営業
所（営業所がない場合にあっては、その住所）
において、それぞれしなければならない。 

（商人間の留置権） 
第521条 商人間においてその双方のために商行
為となる行為によって生じた債権が弁済期にあ
るときは、債権者は、その債権の弁済を受ける
まで、その債務者との間における商行為によっ
て自己の占有に属した債務者の所有する物又は
有価証券を留置することができる。ただし、当
事者の別段の意思表示があるときは、この限り
でない。 

 

 ６．民法               

（基本原則） 
第１条 ②権利の行使及び義務の履行は、信義に
従い誠実に行わなければならない。 

 （その他省略） 
第３条の２ 法律行為の当事者が意思表示をした
時に意思能力を有しなかったときは、その法律
行為は、無効とする。 

（成年） 
第４条 年齢18歳をもって、成年とする。 
（未成年者の法律行為） 
第５条 ①未成年者が法律行為をするには、その
法定代理人の同意を得なければならない。ただ
し、単に権利を得、又は義務を免れる法律行為
については、この限りでない。 

②前項の規定に反する法律行為は、取り消すこと
ができる。 

③第１項の規定にかかわらず、法定代理人が目的
を定めて処分を許した財産は、その目的の範囲
内において、未成年者が自由に処分することが
できる。目的を定めないで処分を許した財産を

処分するときも、同様とする。 
（後見開始の審判） 
第７条 精神上の障害により事理を弁識する能力
を欠く常況にある者については、家庭裁判所は、
本人、配偶者、４親等内の親族、未成年後見人、
未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助
人、補助監督人又は検察官の請求により、後見
開始の審判をすることができる。 

（成年被後見人及び成年後見人） 
第８条 後見開始の審判を受けた者は、成年被後
見人とし、これに成年後見人を付する。 

（成年被後見人の法律行為） 
第９条 成年被後見人の法律行為は、取り消すこ
とができる。ただし、日用品の購入その他日常
生活に関する行為については、この限りでない。 

（後見開始の審判の取消し） 
第10条 第７条に規定する原因が消滅したときは、 
家庭裁判所は、本人、配偶者、４親等内の親族、
後見人（未成年後見人及び成年後見人をいう。
以下同じ。）、後見監督人（未成年後見監督人及
び成年後見監督人をいう。以下同じ。）又は検察
官の請求により、後見開始の審判を取り消さな
ければならない。 

（保佐開始の審判） 
第11条 精神上の障害により事理を弁識する能力
が著しく不十分である者については、家庭裁判
所は、本人、配偶者、４親等内の親族、後見人、
後見監督人、補助人、補助監督人又は検察官の
請求により、保佐開始の審判をすることができ
る。ただし、第７条に規定する原因がある者に
ついては、この限りでない。 

（被保佐人及び保佐人） 
第12条 保佐開始の審判を受けた者は、被保佐人
とし、これに保佐人を付する。 

（保佐人の同意を要する行為等） 
第13条 ①被保佐人が次に掲げる行為をするに 
 は、その保佐人の同意を得なければならない。
ただし、第９条ただし書に規定する行為につい
ては、この限りでない。 
一 元本を領収し、又は利用すること。 
二 借財又は保証をすること。 
三 不動産その他重要な財産に関する権利の得
喪を目的とする行為をすること。 

四 訴訟行為をすること。 
五 贈与、和解又は仲裁合意（仲裁法（平成15
年法律第138号）第２条第１項に規定する仲
裁合意をいう。）をすること。 

六 相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割を
すること。 

七 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負
担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈
を承認すること。 

八 新築、改築、増築又は大修繕をすること。  
九 第602条に定める期間を超える賃貸借をす
ること。 

十 前各号に掲げる行為を制限行為能力者（未
成年者、成年被後見人、被保佐人及び第17条
第１項の審判を受けた被補助人をいう。以下
同じ。）の法定代理人としてすること。 

②家庭裁判所は、第11条本文に規定する者又は保
佐人若しくは保佐監督人の請求により、被保佐
人が前項各号に掲げる行為以外の行為をする場
合であってもその保佐人の同意を得なければな
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らない旨の審判をすることができる。ただし、
第９条ただし書に規定する行為については、こ
の限りでない。 

③保佐人の同意を得なければならない行為につい
て、保佐人が被保佐人の利益を害するおそれが
ないにもかかわらず同意をしないときは、家庭
裁判所は、被保佐人の請求により、保佐人の同
意に代わる許可を与えることができる。  

④保佐人の同意を得なければならない行為であっ
て、その同意又はこれに代わる許可を得ないで
したものは、取り消すことができる。 

（被補助人及び補助人）  
第16条 補助開始の審判を受けた者は、被補助人
とし、これに補助人を付する。  

（補助人の同意を要する旨の審判等）  
第17条 ①家庭裁判所は、第15条第１項本文に規
定する者又は補助人若しくは補助監督人の請求
により、被補助人が特定の法律行為をするには
その補助人の同意を得なければならない旨の審
判をすることができる。ただし、その審判によ
りその同意を得なければならないものとするこ
とができる行為は、第13条第１項に規定する行
為の一部に限る。  

②本人以外の者の請求により前項の審判をするに
は、本人の同意がなければならない。  

③補助人の同意を得なければならない行為につい
て、補助人が被補助人の利益を害するおそれが
ないにもかかわらず同意をしないときは、家庭
裁判所は、被補助人の請求により、補助人の同
意に代わる許可を与えることができる。  

④補助人の同意を得なければならない行為であっ
て、その同意又はこれに代わる許可を得ないで
したものは、取り消すことができる。 

（不在者の財産の管理）  
第25条 ①従来の住所又は居所を去った者（以下 
「不在者」という。）がその財産の管理人（以下
この節において単に「管理人」という。）を置か
なかったときは、家庭裁判所は、利害関係人又
は検察官の請求により、その財産の管理につい
て必要な処分を命ずることができる。本人の不
在中に管理人の権限が消滅したときも、同様と
する。 

②前項の規定による命令後、本人が管理人を置い
たときは、家庭裁判所は、その管理人、利害関
係人又は検察官の請求により、その命令を取り
消さなければならない。 

（失踪の宣告） 
第30条 ①不在者の生死が７年間明らかでないと
きは、家庭裁判所は、利害関係人の請求により、
失踪の宣告をすることができる。  

②戦地に臨んだ者、沈没した船舶の中に在った者
その他死亡の原因となるべき危難に遭遇した者
の生死が、それぞれ、戦争が止んだ後、船舶が
沈没した後又はその他の危難が去った後１年間
明らかでないときも、前項と同様とする。  

（失踪の宣告の効力）  
第31条 前条第１項の規定により失踪の宣告を受
けた者は同項の期間が満了した時に、同条第２
項の規定により失踪の宣告を受けた者はその危
難が去った時に、死亡したものとみなす。  

（失踪の宣告の取消し）  
第32条 ①失踪者が生存すること又は前条に規定
する時と異なる時に死亡したことの証明があっ

たときは、家庭裁判所は、本人又は利害関係人
の請求により、失踪の宣告を取り消さなければ
ならない。この場合において、その取消しは、
失踪の宣告後その取消し前に善意でした行為の
効力に影響を及ぼさない。  

②失踪の宣告によって財産を得た者は、その取消
しによって権利を失う。ただし、現に利益を受
けている限度においてのみ、その財産を返還す
る義務を負う。 

（同時死亡の推定） 
第32条の２ 数人の者が死亡した場合において、
そのうちの１人が他の者の死亡後になお生存し
ていたことが明らかでないときは、これらの者
は、同時に死亡したものと推定する。 

（定義） 
第85条 この法律において「物」とは、有体物を
いう。 

（不動産及び動産） 
第86条 ①土地及びその定着物は、不動産とす 
 る。 
②不動産以外の物は、すべて動産とする。 
（公序良俗） 
第90条 公の秩序又は善良の風俗に反する法律行
為は、無効とする。 

（心裡留保） 
第93条 ①意思表示は、表意者がその真意ではな
いことを知ってしたときであっても、そのため
にその効力を妨げられない。ただし、相手方が
その意思表示が表意者の真意ではないことを知
り、又は知ることができたときは、その意思表
示は、無効とする。 

②前項ただし書の規定による意思表示の無効は、
善意の第三者に対抗することができない。 

（錯誤） 
第95条 ①意思表示は、次に掲げる錯誤に基づく
ものであって、その錯誤が法律行為の目的及び
取引上の社会通念に照らして重要なものである
ときは、取り消すことができる。 
一 意思表示に対応する意思を欠く錯誤 
二 表意者が法律行為の基礎とした事情につい
てのその認識が真実に反する錯誤 

②前項第２号の規定による意思表示の取消しは、
その事情が法律行為の基礎とされていることが
表示されていたときに限り、することができる。 

③錯誤が表意者の重大な過失によるものであった
場合には、次に掲げる場合を除き、第１項の規定
による意思表示の取消しをすることができない。 
一 相手方が表意者に錯誤があることを知り、
又は重大な過失によって知らなかったとき。 

二 相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていた
とき。 

④第１項の規定による意思表示の取消しは、善意
でかつ過失がない第三者に対抗することができ
ない。 

（詐欺又は強迫） 
第96条 ①詐欺又は強迫による意思表示は、取り
消すことができる。 

②相手方に対する意思表示について第三者が詐欺
を行った場合においては、相手方がその事実を
知り、又は知ることができたときに限り、その
意思表示を取り消すことができる。 

③前２項の規定による詐欺による意思表示の取消
しは、善意でかつ過失がない第三者に対抗する
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ことができない。 
（意思表示の効力発生時期等） 
第97条 ①意思表示は、その通知が相手方に到達
した時からその効力を生ずる。 

 （以下省略） 
（代理行為の瑕疵）  
第101条 ①代理人が相手方に対してした意思表
示の効力が意思の不存在、錯誤、詐欺、強迫又
はある事情を知っていたこと若しくは知らなか
ったことにつき過失があったことによって影響
を受けるべき場合には、その事実の有無は、代
理人について決するものとする。 

②相手方が代理人に対してした意思表示の効力が
意思表示を受けた者がある事情を知っていたこ
と又は知らなかったことにつき過失があったこ
とによって影響を受けるべき場合には、その事
実の有無は、代理人について決するものとする。 

③特定の法律行為をすることを委託された代理人
がその行為をしたときは、本人は、自ら知って
いた事情について代理人が知らなかったことを
主張することができない。本人が過失によって
知らなかった事情についても、同様とする。 

（代理権授与の表示による表見代理等）  
第109条 ①第三者に対して他人に代理権を与え
た旨を表示した者は、その代理権の範囲内にお
いてその他人が第三者との間でした行為につい
て、その責任を負う。ただし、第三者が、その
他人が代理権を与えられていないことを知り、
又は過失によって知らなかったときは、この限
りでない。 

②第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示
した者は、その代理権の範囲内においてその他
人が第三者との間で行為をしたとすれば前項の
規定によりその責任を負うべき場合において、
その他人が第三者との間でその代理権の範囲外
の行為をしたときは、第三者がその行為につい
てその他人の代理権があると信ずべき正当な理
由があるときに限り、その行為についての責任
を負う。  

（権限外の行為の表見代理） 
第110条 前条第１項本文の規定は、代理人がそ
の権限外の行為をした場合において、第三者が
代理人の権限があると信ずべき正当な理由があ
るときについて準用する。 

（代理権消滅後の表見代理等） 
第112条 ①他人に代理権を与えた者は、代理権の
消滅後にその代理権の範囲内においてその他人
が第三者との間でした行為について、代理権の
消滅の事実を知らなかった第三者に対してその
責任を負う。ただし、第三者が過失によってそ
の事実を知らなかったときは、この限りでない。 

②他人に代理権を与えた者は、代理権の消滅後に、
その代理権の範囲内においてその他人が第三者
との間で行為をしたとすれば前項の規定により
その責任を負うべき場合において、その他人が
第三者との間でその代理権の範囲外の行為をし
たときは、第三者がその行為についてその他人
の代理権があると信ずべき正当な理由があると
きに限り、その行為についての責任を負う。 

（無権代理） 
第113条 ①代理権を有しない者が他人の代理人
としてした契約は、本人がその追認をしなけれ
ば、本人に対してその効力を生じない。  

②追認又はその拒絶は、相手方に対してしなけれ
ば、その相手方に対抗することができない。た
だし、相手方がその事実を知ったときは、この
限りでない。 

（無権代理人の責任） 
第117条 ①他人の代理人として契約をした者 
 は、自己の代理権を証明したとき、又は本人の
追認を得たときを除き、相手方の選択に従い、
相手方に対して履行又は損害賠償の責任を負う。 

②前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しな
い。 
一 他人の代理人として契約をした者が代理権
を有しないことを相手方が知っていたとき。 

二 他人の代理人として契約をした者が代理権
を有しないことを相手方が過失によって知
らなかったとき。ただし、他人の代理人とし
て契約をした者が自己に代理権がないこと
を知っていたときは、この限りでない。 

三 他人の代理人として契約をした者が行為能
力の制限を受けていたとき。 

（取消しの効果） 
第121条 取り消された行為は、初めから無効で
あったものとみなす。 

（裁判上の請求等による時効の完成猶予及び更新） 
第147条 ①次に掲げる事由がある場合には、そ
の事由が終了する（確定判決又は確定判決と同
一の効力を有するものによって権利が確定する
ことなくその事由が終了した場合にあっては、
その終了の時から６箇月を経過する）までの間
は、時効は、完成しない。 
一 裁判上の請求 
二 支払督促 
三 民事訴訟法第275条第１項の和解又は民事
調停法（昭和26年法律第222号）若しくは家
事事件手続法（平成23年法律第52号）による
調停 

四 破産手続参加、再生手続参加又は更生手続
参加 

②前項の場合において、確定判決又は確定判決と
同一の効力を有するものによって権利が確定し
たときは、時効は、同項各号に掲げる事由が終
了した時から新たにその進行を始める。 

（強制執行等による時効の完成猶予及び更新） 
第148条 ①次に掲げる事由がある場合には、そ
の事由が終了する（申立ての取下げ又は法律の
規定に従わないことによる取消しによってその
事由が終了した場合にあっては、その終了の時
から６箇月を経過する）までの間は、時効は、
完成しない。 
一 強制執行 
二 担保権の実行 
三 民事執行法（昭和54年法律第４号）第195
条に規定する担保権の実行としての競売の
例による競売 

四 民事執行法第196条に規定する財産開示手
続又は同法第204条に規定する第三者からの
情報取得手続 

②前項の場合には、時効は、同項各号に掲げる事
由が終了した時から新たにその進行を始める。
ただし、申立ての取下げ又は法律の規定に従わ
ないことによる取消しによってその事由が終了
した場合は、この限りでない。 

（仮差押え等による時効の完成猶予） 
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第149条 次に掲げる事由がある場合には、その
事由が終了した時から６箇月を経過するまでの
間は、時効は、完成しない。 
一 仮差押え 
二 仮処分 

（催告による時効の完成猶予） 
第150条 ①催告があったときは、その時から６
箇月を経過するまでの間は、時効は、完成しな
い。 

②催告によって時効の完成が猶予されている間に
された再度の催告は、前項の規定による時効の
完成猶予の効力を有しない。 

（協議を行う旨の合意による時効の完成猶予） 
第151条 ①権利についての協議を行う旨の合意
が書面でされたときは、次に掲げる時のいずれ
か早い時までの間は、時効は、完成しない。 
一 その合意があった時から１年を経過した時 
二 その合意において当事者が協議を行う期間
（１年に満たないものに限る。）を定めたと
きは、その期間を経過した時 

三 当事者の一方から相手方に対して協議の続
行を拒絶する旨の通知が書面でされたとき
は、その通知の時から６箇月を経過した時 

②前項の規定により時効の完成が猶予されている
間にされた再度の同項の合意は、同項の規定に
よる時効の完成猶予の効力を有する。ただし、
その効力は、時効の完成が猶予されなかったと
すれば時効が完成すべき時から通じて５年を超
えることができない。 

③催告によって時効の完成が猶予されている間に
された第１項の合意は、同項の規定による時効
の完成猶予の効力を有しない。同項の規定によ
り時効の完成が猶予されている間にされた催告
についても、同様とする。 

 （以下省略） 
（承認による時効の更新） 
第152条 ①時効は、権利の承認があったときは、
その時から新たにその進行を始める。 

②前項の承認をするには、相手方の権利について
の処分につき行為能力の制限を受けていないこ
と又は権限があることを要しない。 

（債権等の消滅時効） 
第166条 ①債権は、次に掲げる場合には、時効
によって消滅する。 
一 債権者が権利を行使することができること
を知った時から５年間行使しないとき。 

二 権利を行使することができる時から10年間
行使しないとき。 

②債権又は所有権以外の財産権は、権利を行使す
ることができる時から20年間行使しないとき
は、時効によって消滅する。 

③前２項の規定は、始期付権利又は停止条件付権
利の目的物を占有する第三者のために、その占
有の開始の時から取得時効が進行することを妨
げない。ただし、権利者は、その時効を更新す
るため、いつでも占有者の承認を求めることが
できる。  

（人の生命又は身体の侵害による損害賠償請求権
の消滅時効） 
第167条 人の生命又は身体の侵害による損害賠
償請求権の消滅時効についての前条第１項第２
号の規定の適用については、同号中「10年間」
とあるのは、「20年間」とする。 

（占有権の取得） 
第180条 占有権は、自己のためにする意思をも
って物を所持することによって取得する。 
（共有物の使用）  
第249条 ①各共有者は、共有物の全部について、
その持分に応じた使用をすることができる。 

 （以下省略） 
（共有物の変更）  
第251条 ①各共有者は、他の共有者の同意を得
なければ、共有物に変更（その形状又は効用の
著しい変更を伴わないものを除く。次項におい
て同じ。）を加えることができない。  

 （以下省略） 
（共有物の管理）  
第252条 ①共有物の管理に関する事項（次条第
１項に規定する共有物の管理者の選任及び解任
を含み、共有物に前条第１項に規定する変更を
加えるものを除く。次項において同じ。）は、各
共有者の持分の価格に従い、その過半数で決す
る。共有物を使用する共有者があるときも、同
様とする。 

 （以下省略） 
（共有物の管理者） 
第252条の２ ①共有物の管理者は、共有物の管
理に関する行為をすることができる。ただし、
共有者の全員の同意を得なければ、共有物に変
更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない
ものを除く。次項において同じ。）を加えること
ができない。 

（以下省略） 
（共有物の分割請求）  
第256条 ①各共有者は、いつでも共有物の分割
を請求することができる。ただし、５年を超え
ない期間内は分割をしない旨の契約をすること
を妨げない。 

②前項ただし書の契約は、更新することができる。
ただし、その期間は、更新の時から５年を超え
ることができない。 

（留置権の内容）  
第295条 ①他人の物の占有者は、その物に関し
て生じた債権を有するときは、その債権の弁済
を受けるまで、その物を留置することができる。
ただし、その債権が弁済期にないときは、この
限りでない。  

②前項の規定は、占有が不法行為によって始まっ
た場合には、適用しない。 

（先取特権の内容） 
第303条 先取特権者は、この法律その他の法律
の規定に従い、その債務者の財産について、他
の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける
権利を有する。 

（権利質の目的等）  
第362条 ①質権は、財産権をその目的とするこ
とができる。  

②前項の質権については、この節に定めるものの
ほか、その性質に反しない限り、前３節（総則、
動産質及び不動産質）の規定を準用する。  

（債権を目的とする質権の対抗要件） 
第364条 債権を目的とする質権の設定（現に発
生していない債権を目的とするものを含む。）は、
第467条の規定に従い、第３債務者にその質権
の設定を通知し、又は第３債務者がこれを承諾
しなければ、これをもって第３債務者その他の
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第三者に対抗することができない。 
（特定物の引渡しの場合の注意義務） 
第400条 債権の目的が特定物の引渡しであると
きは、債務者は、その引渡しをするまで、契約
その他の債権の発生原因及び取引上の社会通念
に照らして定まる善良な管理者の注意をもって、
その物を保存しなければならない。 

（法定利率） 
第404条 ①利息を生ずべき債権について別段の
意思表示がないときは、その利率は、その利息
が生じた最初の時点における法定利率による。  

②法定利率は、年３パーセントとする。 
③前項の規定にかかわらず、法定利率は、法務省
令で定めるところにより、３年を１期とし、１
期ごとに、次項の規定により変動するものとす
る。 

 （以下省略） 
（履行期と履行遅滞） 
第412条 ①債務の履行について確定期限がある
ときは、債務者は、その期限の到来した時から
遅滞の責任を負う。 

②債務の履行について不確定期限があるときは、
債務者は、その期限の到来した後に履行の請求
を受けた時又はその期限の到来したことを知っ
た時のいずれか早い時から遅滞の責任を負う。 

③債務の履行について期限を定めなかったときは、
債務者は、履行の請求を受けた時から遅滞の責
任を負う。 

（履行不能） 
第412条の２ ①債務の履行が契約その他の債務
の発生原因及び取引上の社会通念に照らして不
能であるときは、債権者は、その債務の履行を
請求することができない。  

②契約に基づく債務の履行がその契約の成立の時
に不能であったことは、第415条の規定により
その履行の不能によって生じた損害の賠償を請
求することを妨げない。  

（履行の強制） 
第414条 ①債務者が任意に債務の履行をしない
ときは、債権者は、民事執行法その他強制執行
の手続に関する法令の規定に従い、直接強制、
代替執行、間接強制その他の方法による履行の
強制を裁判所に請求することができる。ただし、
債務の性質がこれを許さないときは、この限り
でない。  

②前項の規定は、損害賠償の請求を妨げない。 
（債務不履行による損害賠償） 
第415条 ①債務者がその債務の本旨に従った履
行をしないとき又は債務の履行が不能であると
きは、債権者は、これによって生じた損害の賠
償を請求することができる。ただし、その債務
の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取
引上の社会通念に照らして債務者の責めに帰す
ることができない事由によるものであるときは、
この限りでない。  

②前項の規定により損害賠償の請求をすることが
できる場合において、債権者は、次に掲げると
きは、債務の履行に代わる損害賠償の請求をす
ることができる。 
一 債務の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の履行を拒絶する意思を
明確に表示したとき。 

三 債務が契約によって生じたものである場合

において、その契約が解除され、又は債務の
不履行による契約の解除権が発生したとき。 

（損害賠償の範囲） 
第416条 ①債務の不履行に対する損害賠償の請
求は、これによって通常生ずべき損害の賠償を
させることをその目的とする。 

②特別の事情によって生じた損害であっても、当
事者がその事情を予見すべきであったときは、
債権者は、その賠償を請求することができる。 

（損害賠償の方法）  
第417条 損害賠償は、別段の意思表示がないと
きは、金銭をもってその額を定める。  

（中間利息の控除） 
第417条の２ ①将来において取得すべき利益に
ついての損害賠償の額を定める場合において、
その利益を取得すべき時までの利息相当額を控
除するときは、その損害賠償の請求権が生じた
時点における法定利率により、これをする。  

②将来において負担すべき費用についての損害賠
償の額を定める場合において、その費用を負担
すべき時までの利息相当額を控除するときも、
前項と同様とする。  

（過失相殺） 
第418条 債務の不履行又はこれによる損害の発
生若しくは拡大に関して債権者に過失があった
ときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償
の責任及びその額を定める。 

（金銭債務の特則） 
第419条 ①金銭の給付を目的とする債務の不履
行については、その損害賠償の額は、債務者が
遅滞の責任を負った最初の時点における法定利
率によって定める。ただし、約定利率が法定利
率を超えるときは、約定利率による。 

②前項の損害賠償については、債権者は、損害の
証明をすることを要しない。  

③第１項の損害賠償については、債務者は、不可
抗力をもって抗弁とすることができない。  

（賠償額の予定） 
第420条 ①当事者は、債務の不履行について損
害賠償の額を予定することができる。 

②賠償額の予定は、履行の請求又は解除権の行使
を妨げない。  

③違約金は、賠償額の予定と推定する。 
第421条 前条の規定は、当事者が金銭でないも
のを損害の賠償に充てるべき旨を予定した場合
について準用する。 

（代償請求権） 
第422条の２ 債務者が、その債務の履行が不能
となったのと同一の原因により債務の目的物の
代償である権利又は利益を取得したときは、債
権者は、その受けた損害の額の限度において、
債務者に対し、その権利の移転又はその利益の
償還を請求することができる。 

（債権者代位権の要件） 
第423条 ①債権者は、自己の債権を保全するた
め必要があるときは、債務者に属する権利（以
下「被代位権利」という。）を行使することがで
きる。ただし、債務者の一身に専属する権利及
び差押えを禁じられた権利は、この限りでない。 

②債権者は、その債権の期限が到来しない間は、
被代位権利を行使することができない。ただし、
保存行為は、この限りでない。 

③債権者は、その債権が強制執行により実現する
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ことのできないものであるときは、被代位権利
を行使することができない。 

（分割債権及び分割債務） 
第427条 数人の債権者又は債務者がある場合に
おいて、別段の意思表示がないときは、各債権
者又は各債務者は、それぞれ等しい割合で権利
を有し、又は義務を負う。 

（連帯債務者に対する履行の請求） 
第436条 債務の目的がその性質上可分である場
合において、法令の規定又は当事者の意思表示
によって数人が連帯して債務を負担するときは、
債権者は、その連帯債務者の１人に対し、又は
同時に若しくは順次に全ての連帯債務者に対し、
全部又は一部の履行を請求することができる。 

（連帯債務者の１人による相殺等） 
第439条 ①連帯債務者の１人が債権者に対して
債権を有する場合において、その連帯債務者が
相殺を援用したときは、債権は、全ての連帯債
務者の利益のために消滅する。 

②前項の債権を有する連帯債務者が相殺を援用し
ない間は、その連帯債務者の負担部分の限度に
おいて、他の連帯債務者は、債権者に対して債
務の履行を拒むことができる。 

（相対的効力の原則） 
第441条 第438条、第439条第１項及び前条に規
定する場合を除き、連帯債務者の１人について
生じた事由は、他の連帯債務者に対してその効
力を生じない。ただし、債権者及び他の連帯債
務者の１人が別段の意思を表示したときは、当
該他の連帯債務者に対する効力は、その意思に
従う。 

（連帯債務者間の求償権） 
第442条 ①連帯債務者の１人が弁済をし、その
他自己の財産をもって共同の免責を得たときは、
その連帯債務者は、その免責を得た額が自己の
負担部分を超えるかどうかにかかわらず、他の
連帯債務者に対し、その免責を得るために支出
した財産の額（その財産の額が共同の免責を得
た額を超える場合にあっては、その免責を得た
額）のうち各自の負担部分に応じた額の求償権
を有する。 

②前項の規定による求償は、弁済その他免責があ
った日以後の法定利息及び避けることができな
かった費用その他の損害の賠償を包含する。 

（債権の譲渡性） 
第466条 ①債権は、譲り渡すことができる。た
だし、その性質がこれを許さないときは、この
限りでない。 

②当事者が債権の譲渡を禁止し、又は制限する旨
の意思表示（以下「譲渡制限の意思表示」とい
う。）をしたときであっても、債権の譲渡は、そ
の効力を妨げられない。 

③前項に規定する場合には、譲渡制限の意思表示
がされたことを知り、又は重大な過失によって
知らなかった譲受人その他の第三者に対しては、
債務者は、その債務の履行を拒むことができ、
かつ、譲渡人に対する弁済その他の債務を消滅
させる事由をもってその第三者に対抗すること
ができる。 

④前項の規定は、債務者が債務を履行しない場合
において、同項に規定する第三者が相当の期間
を定めて譲渡人への履行の催告をし、その期間
内に履行がないときは、その債務者については、

適用しない。 
（債権の譲渡の対抗要件） 
第467条 ①債権の譲渡（現に発生していない債
権の譲渡を含む。）は、譲渡人が債務者に通知を
し、又は債務者が承諾をしなければ、債務者そ
の他の第三者に対抗することができない。 

②前項の通知又は承諾は、確定日付のある証書に
よってしなければ、債務者以外の第三者に対抗
することができない。 

（特定物の現状による引渡し） 
第483条 債権の目的が特定物の引渡しである場
合において、契約その他の債権の発生原因及び
取引上の社会通念に照らしてその引渡しをすべ
き時の品質を定めることができないときは、弁
済をする者は、その引渡しをすべき時の現状で
その物を引き渡さなければならない。 

（同時履行の抗弁） 
第533条 双務契約の当事者の一方は、相手方が
その債務の履行（債務の履行に代わる損害賠償
の債務の履行を含む。）を提供するまでは、自己
の債務の履行を拒むことができる。ただし、相
手方の債務が弁済期にないときは、この限りで
ない。 

（第三者のためにする契約） 
第537条 ①契約により当事者の一方が第三者に
対してある給付をすることを約したときは、そ
の第三者は、債務者に対して直接にその給付を
請求する権利を有する。 

②前項の契約は、その成立の時に第三者が現に存
しない場合又は第三者が特定していない場合で
あっても、そのためにその効力を妨げられない。 

③第１項の場合において、第三者の権利は、その
第三者が債務者に対して同項の契約の利益を享
受する意思を表示した時に発生する。 

（催告による解除） 
第541条 当事者の一方がその債務を履行しない
場合において、相手方が相当の期間を定めてそ
の履行の催告をし、その期間内に履行がないと
きは、相手方は、契約の解除をすることができ
る。ただし、その期間を経過した時における債
務の不履行がその契約及び取引上の社会通念に
照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（催告によらない解除） 
第542条 ①次に掲げる場合には、債権者は、前
条の催告をすることなく、直ちに契約の解除を
することができる。 
一 債務の全部の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の全部の履行を拒絶する
意思を明確に表示したとき。 

三 債務の一部の履行が不能である場合又は債
務者がその債務の一部の履行を拒絶する意
思を明確に表示した場合において、残存する
部分のみでは契約をした目的を達すること
ができないとき。 

四 契約の性質又は当事者の意思表示により、
特定の日時又は一定の期間内に履行をしな
ければ契約をした目的を達することができ
ない場合において、債務者が履行をしないで
その時期を経過したとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、債務者がその
債務の履行をせず、債権者が前条の催告をし
ても契約をした目的を達するのに足りる履
行がされる見込みがないことが明らかであ
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るとき。 
②次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告を
することなく、直ちに契約の一部の解除をする
ことができる。 
一 債務の一部の履行が不能であるとき。 
二 債務者がその債務の一部の履行を拒絶する
意思を明確に表示したとき。 

（債権者の責めに帰すべき事由による場合） 
第543条 債務の不履行が債権者の責めに帰すべ
き事由によるものであるときは、債権者は、前
２条の規定による契約の解除をすることができ
ない。  

（解除の効果） 
第545条 ①当事者の一方がその解除権を行使し
たときは、各当事者は、その相手方を原状に復
させる義務を負う。ただし、第三者の権利を害
することはできない。 

②前項本文の場合において、金銭を返還するとき
は、その受領の時から利息を付さなければなら
ない。 

③第１項本文の場合において、金銭以外の物を返
還するときは、その受領の時以後に生じた果実
をも返還しなければならない。 

④解除権の行使は、損害賠償の請求を妨げない。 
（定型約款の合意） 
第548条の２ ①定型取引（ある特定の者が不特
定多数の者を相手方として行う取引であって、
その内容の全部又は一部が画一的であることが
その双方にとって合理的なものをいう。以下同
じ。）を行うことの合意（次条において「定型取
引合意」という。）をした者は、次に掲げる場合
には、定型約款（定型取引において、契約の内
容とすることを目的としてその特定の者により
準備された条項の総体をいう。以下同じ。）の個
別の条項についても合意をしたものとみなす。 
一 定型約款を契約の内容とする旨の合意をし
たとき。 

二 定型約款を準備した者（以下「定型約款準
備者」という。）があらかじめその定型約款
を契約の内容とする旨を相手方に表示して
いたとき。 

②前項の規定にかかわらず、同項の条項のうち、
相手方の権利を制限し、又は相手方の義務を
加重する条項であって、その定型取引の態様
及びその実情並びに取引上の社会通念に照
らして第１条第２項に規定する基本原則に
反して相手方の利益を一方的に害すると認
められるものについては、合意をしなかった
ものとみなす。 

（定型約款の内容の表示） 
第548条の３ ①定型取引を行い、又は行おうと
する定型約款準備者は、定型取引合意の前又は
定型取引合意の後相当の期間内に相手方から請
求があった場合には、遅滞なく、相当な方法で
その定型約款の内容を示さなければならない。
ただし、定型約款準備者が既に相手方に対して
定型約款を記載した書面を交付し、又はこれを
記録した電磁的記録を提供していたときは、こ
の限りでない。 

②定型約款準備者が定型取引合意の前において前
項の請求を拒んだときは、前条の規定は、適用
しない。ただし、一時的な通信障害が発生した
場合その他正当な事由がある場合は、この限り

でない。 
（定型約款の変更） 
第548条の４ ①定型約款準備者は、次に掲げる
場合には、定型約款の変更をすることにより、
変更後の定型約款の条項について合意があった
ものとみなし、個別に相手方と合意をすること
なく契約の内容を変更することができる。 
一 定型約款の変更が、相手方の一般の利益に
適合するとき。 

二 定型約款の変更が、契約をした目的に反せ
ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相
当性、この条の規定により定型約款の変更を
することがある旨の定めの有無及びその内
容その他の変更に係る事情に照らして合理
的なものであるとき。 

②定型約款準備者は、前項の規定による定型約款
の変更をするときは、その効力発生時期を定め、
かつ、定型約款を変更する旨及び変更後の定型
約款の内容並びにその効力発生時期をインター
ネットの利用その他の適切な方法により周知し
なければならない。 

 （以下省略） 
（買主の追完請求権） 
第562条 ①引き渡された目的物が種類、品質又
は数量に関して契約の内容に適合しないもので
あるときは、買主は、売主に対し、目的物の修
補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる
履行の追完を請求することができる。ただし、
売主は、買主に不相当な負担を課するものでな
いときは、買主が請求した方法と異なる方法に
よる履行の追完をすることができる。 

②前項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によ
るものであるときは、買主は、同項の規定によ
る履行の追完の請求をすることができない。 

（目的物の種類又は品質に関する担保責任の期間
の制限） 
第566条 売主が種類又は品質に関して契約の内
容に適合しない目的物を買主に引き渡した場合
において、買主がその不適合を知った時から１
年以内にその旨を売主に通知しないときは、買
主は、その不適合を理由として、履行の追完の
請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び
契約の解除をすることができない。ただし、売
主が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大
な過失によって知らなかったときは、この限り
でない。  

（抵当権等がある場合の買主による費用の償還請
求） 
第570条 買い受けた不動産について契約の内容
に適合しない先取特権、質権又は抵当権が存し
ていた場合において、買主が費用を支出してそ
の不動産の所有権を保存したときは、買主は、
売主に対し、その費用の償還を請求することが
できる。 

（消費貸借）  
第587条 消費貸借は、当事者の一方が種類、品
質及び数量の同じ物をもって返還をすることを
約して相手方から金銭その他の物を受け取るこ
とによって、その効力を生ずる。 

（返還の時期） 
第591条 ①当事者が返還の時期を定めなかった
ときは、貸主は、相当の期間を定めて返還の催
告をすることができる。 
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②借主は、返還の時期の定めの有無にかかわらず、
いつでも返還をすることができる。 

③当事者が返還の時期を定めた場合において、貸
主は、借主がその時期の前に返還をしたことに
よって損害を受けたときは、借主に対し、その
賠償を請求することができる。 

（期間満了等による使用貸借の終了）  
第597条 ①当事者が使用貸借の期間を定めたと
きは、使用貸借は、その期間が満了することに
よって終了する。  

②当事者が使用貸借の期間を定めなかった場合に
おいて、使用及び収益の目的を定めたときは、
使用貸借は、借主がその目的に従い使用及び収
益を終えることによって終了する。  

③使用貸借は、借主の死亡によって終了する。 
（賃貸借） 
第601条 賃貸借は、当事者の一方がある物の使用
及び収益を相手方にさせることを約し、相手方
がこれに対してその賃料を支払うこと及び引渡
しを受けた物を契約が終了したときに返還する
ことを約することによって、その効力を生ずる。 

（注文者が受ける利益の割合に応じた報酬） 
第634条 次に掲げる場合において、請負人が既
にした仕事の結果のうち可分な部分の給付によ
って注文者が利益を受けるときは、その部分を
仕事の完成とみなす。この場合において、請負
人は、注文者が受ける利益の割合に応じて報酬
を請求することができる。 
一 注文者の責めに帰することができない事由
によって仕事を完成することができなくな
ったとき。 

二 請負が仕事の完成前に解除されたとき。 
（受任者の注意義務） 
第644条 受任者は、委任の本旨に従い、善良な
管理者の注意をもって、委任事務を処理する義
務を負う。 

（委任の終了事由） 
第653条 委任は、次に掲げる事由によって終了
する。 
一 委任者又は受任者の死亡 
二 委任者又は受任者が破産手続開始の決定を
受けたこと。 

三 受任者が後見開始の審判を受けたこと。 
（組合員の脱退） 
第678条 ①組合契約で組合の存続期間を定めな
かったとき、又はある組合員の終身の間組合が
存続すべきことを定めたときは、各組合員は、
いつでも脱退することができる。ただし、やむ
を得ない事由がある場合を除き、組合に不利な
時期に脱退することができない。 

②組合の存続期間を定めた場合であっても、各組
合員は、やむを得ない事由があるときは、脱退
することができる。 

第679条 前条の場合のほか、組合員は、次に掲
げる事由によって脱退する。 
一 死亡 
二 破産手続開始の決定を受けたこと。 
三 後見開始の審判を受けたこと。 
四 除名 

（和解）  
第695条 和解は、当事者が互いに譲歩をしてそ
の間に存する争いをやめることを約することに
よって、その効力を生ずる。 

（不法行為による損害賠償）  
第709条 故意又は過失によって他人の権利又は
法律上保護される利益を侵害した者は、これに
よって生じた損害を賠償する責任を負う。  

（財産以外の損害の賠償）  
第710条 他人の身体、自由若しくは名誉を侵害
した場合又は他人の財産権を侵害した場合のい
ずれであるかを問わず、前条の規定により損害
賠償の責任を負う者は、財産以外の損害に対し
ても、その賠償をしなければならない。  

（近親者に対する損害の賠償）  
第711条 他人の生命を侵害した者は、被害者の
父母、配偶者及び子に対しては、その財産権が
侵害されなかった場合においても、損害の賠償
をしなければならない。  

（責任能力）  
第712条 未成年者は、他人に損害を加えた場合
において、自己の行為の責任を弁識するに足り
る知能を備えていなかったときは、その行為に
ついて賠償の責任を負わない。  

第713条 精神上の障害により自己の行為の責任
を弁識する能力を欠く状態にある間に他人に損
害を加えた者は、その賠償の責任を負わない。
ただし、故意又は過失によって一時的にその状
態を招いたときは、この限りでない。  

（責任無能力者の監督義務者等の責任）  
第714条 ①前２条の規定により責任無能力者が
その責任を負わない場合において、その責任無
能力者を監督する法定の義務を負う者は、その
責任無能力者が第三者に加えた損害を賠償する
責任を負う。ただし、監督義務者がその義務を
怠らなかったとき、又はその義務を怠らなくて
も損害が生ずべきであったときは、この限りで
ない。 

②監督義務者に代わって責任無能力者を監督する
者も、前項の責任を負う。  

（使用者等の責任）  
第715条 ①ある事業のために他人を使用する者
は、被用者がその事業の執行について第三者に
加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使
用者が被用者の選任及びその事業の監督につい
て相当の注意をしたとき、又は相当の注意をし
ても損害が生ずべきであったときは、この限り
でない。  

②使用者に代わって事業を監督する者も、前項の
責任を負う。  

③前２項の規定は、使用者又は監督者から被用者
に対する求償権の行使を妨げない。 

（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任）  
第717条 ①土地の工作物の設置又は保存に瑕疵が
あることによって他人に損害を生じたときは、そ
の工作物の占有者は、被害者に対してその損害を
賠償する責任を負う。ただし、占有者が損害の発
生を防止するのに必要な注意をしたときは、所有
者がその損害を賠償しなければならない。 

②前項の規定は、竹木の栽植又は支持に瑕疵があ
る場合について準用する。  

③前２項の場合において、損害の原因について他
にその責任を負う者があるときは、占有者又は
所有者は、その者に対して求償権を行使するこ
とができる。  

（動物の占有者等の責任）  
第718条 ①動物の占有者は、その動物が他人に
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加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、動
物の種類及び性質に従い相当の注意をもってそ
の管理をしたときは、この限りでない。  

②占有者に代わって動物を管理する者も、前項の
責任を負う。  

（共同不法行為者の責任）  
第719条 ①数人が共同の不法行為によって他人
に損害を加えたときは、各自が連帯してその損
害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちい
ずれの者がその損害を加えたかを知ることがで
きないときも、同様とする。  

②行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行
為者とみなして、前項の規定を適用する。  

（正当防衛及び緊急避難）  
第720条 ①他人の不法行為に対し、自己又は第
三者の権利又は法律上保護される利益を防衛す
るため、やむを得ず加害行為をした者は、損害
賠償の責任を負わない。ただし、被害者から不
法行為をした者に対する損害賠償の請求を妨げ
ない。  

②前項の規定は、他人の物から生じた急迫の危難
を避けるためその物を損傷した場合について準
用する。  

（損害賠償請求権に関する胎児の権利能力）  
第721条 胎児は、損害賠償の請求権については、 
既に生まれたものとみなす。  

（損害賠償の方法、中間利息の控除及び過失相殺） 
第722条 ①第417条及び第417条の２の規定は、
不法行為による損害賠償について準用する。 

②被害者に過失があったときは、裁判所は、これを
考慮して、損害賠償の額を定めることができる。 

（名誉毀損における原状回復）  
第723条 他人の名誉を毀損した者に対しては、
裁判所は、被害者の請求により、損害賠償に代
えて、又は損害賠償とともに、名誉を回復する
のに適当な処分を命ずることができる。  

（不法行為による損害賠償請求権の消滅時効） 
第724条 不法行為による損害賠償の請求権は、
次に掲げる場合には、時効によって消滅する。  
一 被害者又はその法定代理人が損害及び加害
者を知った時から３年間行使しないとき。 

二 不法行為の時から20年間行使しないとき。 
（人の生命又は身体を害する不法行為による損害
賠償請求権の消滅時効） 
第724条の２ 人の生命又は身体を害する不法行
為による損害賠償請求権の消滅時効についての
前条第１号の規定の適用については、同号中「３
年間」とあるのは、「５年間」とする。 

（親族の範囲）  
第725条 次に掲げる者は、親族とする。  
一 ６親等内の血族  
二 配偶者  
三 ３親等内の姻族  

（親等の計算）  
第726条 ①親等は、親族間の世代数を数えて、
これを定める。  

②傍系親族の親等を定めるには、その１人又はそ
の配偶者から同一の祖先にさかのぼり、その祖
先から他の１人に下るまでの世代数による。  

（縁組による親族関係の発生）  
第727条 養子と養親及びその血族との間におい
ては、養子縁組の日から、血族間におけるのと
同一の親族関係を生ずる。  

（離婚等による姻族関係の終了）  
第728条 ①姻族関係は、離婚によって終了する。 
②夫婦の一方が死亡した場合において、生存配偶
者が姻族関係を終了させる意思を表示したとき
も、前項と同様とする。  

（離縁による親族関係の終了）  
第729条 養子及びその配偶者並びに養子の直系
卑属及びその配偶者と養親及びその血族との親
族関係は、離縁によって終了する。  

（親族間の扶け合い）  
第730条 直系血族及び同居の親族は、互いに扶
け合わなければならない。  

（婚姻適齢）  
第731条 婚姻は、18歳にならなければ、するこ
とができない。 

（重婚の禁止）  
第732条 配偶者のある者は、重ねて婚姻をする
ことができない。  

（近親者間の婚姻の禁止）  
第734条 ①直系血族又は３親等内の傍系血族の
間では、婚姻をすることができない。ただし、
養子と養方の傍系血族との間では、この限りで
ない。  

②第817条の９の規定により親族関係が終了した
後も、前項と同様とする。  

（直系姻族間の婚姻の禁止）  
第735条 直系姻族の間では、婚姻をすることが
できない。第728条又は第817条の９の規定によ
り姻族関係が終了した後も、同様とする。  

（養親子等の間の婚姻の禁止）  
第736条 養子若しくはその配偶者又は養子の直
系卑属若しくはその配偶者と養親又はその直系
尊属との間では、第729条の規定により親族関
係が終了した後でも、婚姻をすることができな
い。 

（成年被後見人の婚姻）  
第738条 成年被後見人が婚姻をするには、その
成年後見人の同意を要しない。  

（婚姻の届出）  
第739条 ①婚姻は、戸籍法（昭和22年法律第224
号）の定めるところにより届け出ることによっ
て、その効力を生ずる。  

②前項の届出は、当事者双方及び成年の証人２人
以上が署名した書面で、又はこれらの者から口
頭で、しなければならない。 

（婚姻の届出の受理） 
第740条 婚姻の届出は、その婚姻が第731条、第

732条、第734条から第736条まで及び前条第２
項の規定その他の法令の規定に違反しないこと
を認めた後でなければ、受理することができな
い。 

（婚姻の無効） 
第742条 婚姻は、次に掲げる場合に限り、無効
とする。  
一 人違いその他の事由によって当事者間に婚
姻をする意思がないとき。 

二 当事者が婚姻の届出をしないとき。ただし、 
その届出が第739条第２項に定める方式を欠
くだけであるときは、婚姻は、そのためにそ
の効力を妨げられない。 

（不適法な婚姻の取消し）  
第744条 ①第731条、第732条及び第734条から第

736条までの規定に違反した婚姻は、各当事者、
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その親族又は検察官から、その取消しを家庭裁
判所に請求することができる。ただし、検察官
は、当事者の一方が死亡した後は、これを請求
することができない。 

②第732条の規定に違反した婚姻については、前
婚の配偶者も、その取消しを請求することがで
きる。 

（夫婦の氏）  
第750条 夫婦は、婚姻の際に定めるところに従
い、夫又は妻の氏を称する。 

（同居、協力及び扶助の義務）  
第752条 夫婦は同居し、互いに協力し扶助しな
ければならない。 

＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
第754条 削除 
 
（夫婦間の契約の取消権）  
第754条 夫婦間でした契約は、婚姻中、い
つでも、夫婦の一方からこれを取り消すこ
とができる。ただし、第三者の権利を害す
ることはできない。  

 
（夫婦の財産関係）  
第755条 夫婦が、婚姻の届出前に、その財産に
ついて別段の契約をしなかったときは、その財
産関係は、次款に定めるところによる。  

（夫婦財産契約の対抗要件）  
第756条 夫婦が法定財産制と異なる契約をした
ときは、婚姻の届出までにその登記をしなけれ
ば、これを夫婦の承継人及び第三者に対抗する
ことができない。 

（夫婦の財産関係の変更の制限等）  
第758条 ①夫婦の財産関係は、婚姻の届出後は、 
変更することができない。  

②夫婦の一方が、他の一方の財産を管理する場合
において、管理が失当であったことによってそ
の財産を危うくしたときは、他の一方は、自ら
その管理をすることを家庭裁判所に請求するこ
とができる。  

③共有財産については、前項の請求とともに、そ
の分割を請求することができる。 

（婚姻費用の分担）  
第760条 夫婦は、その資産、収入その他一切の
事情を考慮して、婚姻から生ずる費用を分担す
る。 

（日常の家事に関する債務の連帯責任）  
第761条 夫婦の一方が日常の家事に関して第三
者と法律行為をしたときは、他の一方は、これ
によって生じた債務について、連帯してその責
任を負う。ただし、第三者に対し責任を負わな
い旨を予告した場合は、この限りでない。  

（夫婦間における財産の帰属）  
第762条 ①夫婦の一方が婚姻前から有する財産
及び婚姻中自己の名で得た財産は、その特有財
産（夫婦の一方が単独で有する財産をいう。）と
する。  

②夫婦のいずれに属するか明らかでない財産は、
その共有に属するものと推定する。  

（協議上の離婚）  
第763条 夫婦は、その協議で、離婚をすること
ができる。 

（離婚による復氏等）  

第767条 ①婚姻によって氏を改めた夫又は妻は、 
協議上の離婚によって婚姻前の氏に復する。  

②前項の規定により婚姻前の氏に復した夫又は妻
は、離婚の日から３箇月以内に戸籍法の定める
ところにより届け出ることによって、離婚の際
に称していた氏を称することができる。  

＜第２項、第３項は2024（令和６）年５月24日か
ら２年以内に施行予定＞ 
（財産分与）  
第768条 ①協議上の離婚をした者の一方は、相
手方に対して財産の分与を請求することができ
る。  

②前項の規定による財産の分与について、当事者
間に協議が調わないとき、又は協議をすること
ができないときは、当事者は、家庭裁判所に対
して協議に代わる処分を請求することができる。
ただし、離婚の時から５年を経過したときは、
この限りでない。 

③前項の場合には、家庭裁判所は、離婚後の当事
者間の財産上の衡平を図るため、当事者双方が
その婚姻中に取得し、又は維持した財産の額及
びその取得又は維持についての各当事者の寄与
の程度、婚姻の期間、婚姻中の生活水準、婚姻
中の協力及び扶助の状況、各当事者の年齢、心
身の状況、職業及び収入その他一切の事情を考
慮して、分与をさせるべきかどうか並びに分与
の額及び方法を定める。この場合において、婚
姻中の財産の取得又は維持についての各当事者
の寄与の程度は、その程度が異なることが明ら
かでないときは、相等しいものとする。 

 
②前項の規定による財産の分与について、当
事者間に協議が調わないとき、又は協議を
することができないときは、当事者は、家
庭裁判所に対して協議に代わる処分を請
求することができる。ただし、離婚の時か
ら２年を経過したときは、この限りでない。  

③前項の場合には、家庭裁判所は、当事者双
方がその協力によって得た財産の額その
他一切の事情を考慮して、分与をさせるべ
きかどうか並びに分与の額及び方法を定
める。 

 
＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（裁判上の離婚） 
第770条 ①夫婦の一方は、次に掲げる場合に限
り、離婚の訴えを提起することができる。 
一 配偶者に不貞な行為があったとき。 
二 配偶者から悪意で遺棄されたとき。 
三 配偶者の生死が３年以上明らかでないとき。 
四 その他婚姻を継続し難い重大な事由がある
とき。 

②裁判所は、前項第１号から第３号までに掲げる
事由がある場合であっても、一切の事情を考慮
して婚姻の継続を相当と認めるときは、離婚の
請求を棄却することができる。 

 
（裁判上の離婚）  
第770条 ①夫婦の一方は、次に掲げる場合
に限り、離婚の訴えを提起することができ
る。  
一 配偶者に不貞な行為があったとき。  
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二 配偶者から悪意で遺棄されたとき。  
三 配偶者の生死が３年以上明らかでない
とき。 

四 配偶者が強度の精神病にかかり、回復
の見込みがないとき。  

五 その他婚姻を継続し難い重大な事由が
あるとき。  

②裁判所は、前項第１号から第４号までに掲
げる事由がある場合であっても、一切の事
情を考慮して婚姻の継続を相当と認める
ときは、離婚の請求を棄却することができ
る。 

 
（嫡出の推定） 
第772条 ①妻が婚姻中に懐胎した子は、当該婚
姻における夫の子と推定する。女が婚姻前に懐
胎した子であって、婚姻が成立した後に生まれ
たものも、同様とする。 

②前項の場合において、婚姻の成立の日から200
日以内に生まれた子は、婚姻前に懐胎したもの
と推定し、婚姻の成立の日から200日を経過し
た後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から
300日以内に生まれた子は、婚姻中に懐胎した
ものと推定する。 

③第１項の場合において、女が子を懐胎した時か
ら子の出生の時までの間に２以上の婚姻をして
いたときは、その子は、その出生の直近の婚姻
における夫の子と推定する。 

④前３項の規定により父が定められた子について、
第774条の規定によりその父の嫡出であること
が否認された場合における前項の規定の適用に
ついては、同項中「直近の婚姻」とあるのは、
「直近の婚姻（第774条の規定により子がその
嫡出であることが否認された夫との間の婚姻を
除く。）」とする。 

（父を定めることを目的とする訴え） 
第773条 第732条の規定に違反して婚姻をした女
が出産した場合において、前条の規定によりそ
の子の父を定めることができないときは、裁判
所が、これを定める。 

（嫡出の否認） 
第774条 ①第772条の規定により子の父が定めら
れる場合において、父又は子は、子が嫡出であ
ることを否認することができる。 

②前項の規定による子の否認権は、親権を行う母、
親権を行う養親又は未成年後見人が、子のため
に行使することができる。 

③第１項に規定する場合において、母は、子が嫡
出であることを否認することができる。ただし、
その否認権の行使が子の利益を害することが明
らかなときは、この限りでない。 

④第772条第３項の規定により子の父が定められ
る場合において、子の懐胎の時から出生の時ま
での間に母と婚姻していた者であって、子の父
以外のもの（以下「前夫」という。）は、子が嫡
出であることを否認することができる。ただし、
その否認権の行使が子の利益を害することが明
らかなときは、この限りでない。 

⑤前項の規定による否認権を行使し、第772条第
４項の規定により読み替えられた同条第３項の
規定により新たに子の父と定められた者は、第
１項の規定にかかわらず、子が自らの嫡出であ
ることを否認することができない。 

（嫡出否認の訴え） 
第775条 ①次の各号に掲げる否認権は、それぞ
れ当該各号に定める者に対する嫡出否認の訴え
によって行う。 
一 父の否認権 子又は親権を行う母 
二 子の否認権 父 
三 母の否認権 父 
四 前夫の否認権 父及び子又は親権を行う母 

②前項第１号又は第４号に掲げる否認権を親権を
行う母に対し行使しようとする場合において、
親権を行う母がないときは、家庭裁判所は、特
別代理人を選任しなければならない。 

（嫡出の承認） 
第776条 父又は母は、子の出生後において、そ
の嫡出であることを承認したときは、それぞれ
その否認権を失う。 

（認知）  
第779条 嫡出でない子は、その父又は母がこれ
を認知することができる。 

（認知の方式）  
第781条 ①認知は、戸籍法の定めるところによ
り届け出ることによってする。  

②認知は、遺言によっても、することができる。  
（成年の子の認知）  
第782条 成年の子は、その承諾がなければ、こ
れを認知することができない。 

（認知の効力）  
第784条 認知は、出生の時にさかのぼってその
効力を生ずる。ただし、第三者が既に取得した
権利を害することはできない。 

（認知の無効の訴え） 
第786条 ①次の各号に掲げる者は、それぞれ当
該各号に定める時（第783条第１項の規定によ
る認知がされた場合にあっては、子の出生の時）
から７年以内に限り、認知について反対の事実
があることを理由として、認知の無効の訴えを
提起することができる。ただし、第３号に掲げ
る者について、その認知の無効の主張が子の利
益を害することが明らかなときは、この限りで
ない。 
一 子又はその法定代理人 子又はその法定代
理人が認知を知った時 

二 認知をした者 認知の時 
三 子の母 子の母が認知を知った時 

②子は、その子を認知した者と認知後に継続して
同居した期間（当該期間が２以上あるときは、
そのうち最も長い期間）が３年を下回るときは、
前項（第１号に係る部分に限る。）の規定にかか
わらず、21歳に達するまでの間、認知の無効の
訴えを提起することができる。ただし、子によ
る認知の無効の主張が認知をした者による養育
の状況に照らして認知をした者の利益を著しく
害するときは、この限りでない。 

③前項の規定は、同項に規定する子の法定代理人
が第１項の認知の無効の訴えを提起する場合に
は、適用しない。 

④第１項及び第２項の規定により認知が無効とさ
れた場合であっても、子は、認知をした者が支
出した子の監護に要した費用を償還する義務を
負わない。 

（認知の訴え）  
第787条 子、その直系卑属又はこれらの者の法
定代理人は、認知の訴えを提起することができ
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る。ただし、父又は母の死亡の日から３年を経
過したときは、この限りでない。 

（準正）  
第789条 ①父が認知した子は、その父母の婚姻
によって嫡出子の身分を取得する。  

②婚姻中父母が認知した子は、その認知の時から、
嫡出子の身分を取得する。  

③前２項の規定は、子が既に死亡していた場合に
ついて準用する。  

（子の氏）  
第790条 ①嫡出である子は、父母の氏を称する。 
ただし、子の出生前に父母が離婚したときは、
離婚の際における父母の氏を称する。  

②嫡出でない子は、母の氏を称する。  
（子の氏の変更）  
第791条 ①子が父又は母と氏を異にする場合に
は、子は、家庭裁判所の許可を得て、戸籍法の
定めるところにより届け出ることによって、そ
の父又は母の氏を称することができる。  

②父又は母が氏を改めたことにより子が父母と氏
を異にする場合には、子は、父母の婚姻中に限
り、前項の許可を得ないで、戸籍法の定めると
ころにより届け出ることによって、その父母の
氏を称することができる。  

③子が15歳未満であるときは、その法定代理人が、
これに代わって、前２項の行為をすることがで
きる。  

④前３項の規定により氏を改めた未成年の子は、
成年に達した時から１年以内に戸籍法の定める
ところにより届け出ることによって、従前の氏
に復することができる。  

（養親となる者の年齢） 
第792条 20歳に達した者は、養子をすることが
できる。 

（尊属又は年長者を養子とすることの禁止）  
第793条 尊属又は年長者は、これを養子とする
ことができない。  

（後見人が被後見人を養子とする縁組）  
第794条 後見人が被後見人（未成年被後見人及
び成年被後見人をいう。以下同じ。）を養子とす
るには、家庭裁判所の許可を得なければならな
い。後見人の任務が終了した後、まだその管理
の計算が終わらない間も、同様とする。  

（配偶者のある者が未成年者を養子とする縁組）  
第795条 配偶者のある者が未成年者を養子とす
るには、配偶者とともにしなければならない。
ただし、配偶者の嫡出である子を養子とする場
合又は配偶者がその意思を表示することができ
ない場合は、この限りでない。  

（配偶者のある者の縁組）  
第796条 配偶者のある者が縁組をするには、そ
の配偶者の同意を得なければならない。ただし、
配偶者とともに縁組をする場合又は配偶者がそ
の意思を表示することができない場合は、この
限りでない。  

＜第３項、第４項については2024（令和６）年５
月24日から２年以内に施行（新設）予定＞ 
（15歳未満の者を養子とする縁組）  
第797条 ①養子となる者が15歳未満であるとき
は、その法定代理人が、これに代わって、縁組
の承諾をすることができる。 

②法定代理人が前項の承諾をするには、養子とな
る者の父母でその監護をすべき者であるものが

他にあるときは、その同意を得なければならな
い。養子となる者の父母で親権を停止されてい
るものがあるときも、同様とする。 

③第１項の縁組をすることが子の利益のため特に
必要であるにもかかわらず、養子となる者の父
母でその監護をすべき者であるものが縁組の同
意をしないときは、家庭裁判所は、養子となる
者の法定代理人の請求により、その同意に代わ
る許可を与えることができる。同項の縁組をす
ることが子の利益のため特に必要であるにもか
かわらず、養子となる者の父母で親権を停止さ
れているものが縁組の同意をしないときも、同
様とする。 

④第１項の承諾に係る親権の行使について第824
条の２第３項に規定する請求を受けた家庭裁判
所は、第１項の縁組をすることが子の利益のた
め特に必要であると認めるときに限り、同条第
３項の規定による審判をすることができる。 

（未成年者を養子とする縁組）  
第798条 未成年者を養子とするには、家庭裁判
所の許可を得なければならない。ただし、自己
又は配偶者の直系卑属を養子とする場合は、こ
の限りでない。  

（婚姻の規定の準用）  
第799条 第738条及び第739条の規定は、縁組に
ついて準用する。 

（縁組の届出の受理） 
第800条 縁組の届出は、その縁組が第792条から
前条までの規定その他の法令の規定に違反しな
いことを認めた後でなければ、受理することが
できない。 

（縁組の無効）  
第802条 縁組は、次に掲げる場合に限り、無効
とする。 
一 人違いその他の事由によって当事者間に縁
組をする意思がないとき。  

二 当事者が縁組の届出をしないとき。ただし、 
その届出が第799条において準用する第739
条第２項に定める方式を欠くだけであると
きは、縁組は、そのためにその効力を妨げら
れない。 

（嫡出子の身分の取得）  
第809条 養子は、縁組の日から、養親の嫡出子
の身分を取得する。  

（養子の氏）  
第810条 養子は、養親の氏を称する。ただし、
婚姻によって氏を改めた者については、婚姻の
際に定めた氏を称すべき間は、この限りでない。  

（協議上の離縁等）  
第811条 ①縁組の当事者は、その協議で、離縁
をすることができる。  

②養子が15歳未満であるときは、その離縁は、養
親と養子の離縁後にその法定代理人となるべき
者との協議でこれをする。 

 （以下省略） 
（裁判上の離縁）  
第814条 ①縁組の当事者の一方は、次に掲げる
場合に限り、離縁の訴えを提起することができ
る。  
一 他の一方から悪意で遺棄されたとき。  
二 他の一方の生死が３年以上明らかでないと
き。 

三 その他縁組を継続し難い重大な事由がある
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とき。  
②第770条第２項の規定は、前項第１号及び第２
号に掲げる場合について準用する。  

（養子が15歳未満である場合の離縁の訴えの当事者） 
第815条 養子が15歳に達しない間は、第811条の
規定により養親と離縁の協議をすることができ
る者から、又はこれに対して、離縁の訴えを提
起することができる。  

（離縁による復氏等）  
第816条 ①養子は、離縁によって縁組前の氏に
復する。ただし、配偶者とともに養子をした養
親の一方のみと離縁をした場合は、この限りで
ない。 

②縁組の日から７年を経過した後に前項の規定に
より縁組前の氏に復した者は、離縁の日から３
箇月以内に戸籍法の定めるところにより届け出
ることによって、離縁の際に称していた氏を称
することができる。 

（特別養子縁組の成立）  
第817条の２ ①家庭裁判所は、次条から第817条
の７までに定める要件があるときは、養親とな
る者の請求により、実方の血族との親族関係が
終了する縁組（以下この款において「特別養子
縁組」という。）を成立させることができる。  

②前項に規定する請求をするには、第794条又は
第798条の許可を得ることを要しない。 

（養親の夫婦共同縁組） 
第817条の３ ①養親となる者は、配偶者のある
者でなければならない。 

②夫婦の一方は、他の一方が養親とならないとき
は、養親となることができない。ただし、夫婦
の一方が他の一方の嫡出である子（特別養子縁
組以外の縁組による養子を除く。）の養親となる
場合は、この限りでない。 

（養親となる者の年齢） 
第817条の４ 25歳に達しない者は、養親となる
ことができない。ただし、養親となる夫婦の一
方が25歳に達していない場合においても、その
者が20歳に達しているときは、この限りでない。 

（養子となる者の年齢） 
第817条の５ ①第817条の２に規定する請求の時
に15歳に達している者は、養子となることがで
きない。特別養子縁組が成立するまでに18歳に
達した者についても、同様とする。 

②前項前段の規定は、養子となる者が15歳に達す
る前から引き続き養親となる者に監護されてい
る場合において、15歳に達するまでに第817条
の２に規定する請求がされなかったことについ
てやむを得ない事由があるときは、適用しない。 

③養子となる者が15歳に達している場合におい
ては、特別養子縁組の成立には、その者の同意
がなければならない。 

（実方との親族関係の終了） 
第817条の９ 養子と実方の父母及びその血族と
の親族関係は、特別養子縁組によって終了する。
ただし、第817条の３第２項ただし書に規定す
る他の一方及びその血族との親族関係について
は、この限りでない。 

＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（親権） 
第818条 ①親権は、成年に達しない子について、
その子の利益のために行使しなければならない。 

②父母の婚姻中はその双方を親権者とする。 
③子が養子であるときは、次に掲げる者を親権者
とする。 
一 養親（当該子を養子とする縁組が２以上あ
るときは、直近の縁組により養親となった者
に限る。） 

二 子の父母であって、前号に掲げる養親の配
偶者であるもの 

 
（親権者） 
第818条 ①成年に達しない子は、父母の親
権に服する。 

②子が養子であるときは、養親の親権に服す
る。 

③親権は、父母の婚姻中は、父母が共同して
行う。ただし、父母の一方が親権を行うこ
とができないときは、他の一方が行う。 

 
＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（離婚又は認知の場合の親権者） 
第819条 ①父母が協議上の離婚をするときは、そ
の協議で、その双方又は一方を親権者と定める。 

②裁判上の離婚の場合には、裁判所は、父母の双
方又は一方を親権者と定める。 

③子の出生前に父母が離婚した場合には、親権は、
母が行う。ただし、子の出生後に、父母の協議
で、父母の双方又は父を親権者と定めることが
できる。 

④父が認知した子に対する親権は、母が行う。た
だし、父母の協議で、父母の双方又は父を親権
者と定めることができる。 

⑤第１項、第３項又は前項の協議が調わないとき、
又は協議をすることができないときは、家庭裁
判所は、父又は母の請求によって、協議に代わ
る審判をすることができる。 

⑥子の利益のため必要があると認めるときは、家
庭裁判所は、子又はその親族の請求によって、
親権者を変更することができる。 

⑦裁判所は、第２項又は前２項の裁判において、父
母の双方を親権者と定めるかその一方を親権者
と定めるかを判断するに当たっては、子の利益の
ため、父母と子との関係、父と母との関係その他
一切の事情を考慮しなければならない。この場合
において、次の各号のいずれかに該当するときそ
の他の父母の双方を親権者と定めることにより
子の利益を害すると認められるときは、父母の一
方を親権者と定めなければならない。 
一 父又は母が子の心身に害悪を及ぼすおそれ
があると認められるとき。 

二 父母の一方が他の一方から身体に対する暴
力その他の心身に有害な影響を及ぼす言動
（次項において「暴力等」という。）を受け
るおそれの有無、第１項、第３項又は第４項
の協議が調わない理由その他の事情を考慮
して、父母が共同して親権を行うことが困難
であると認められるとき。 

⑧第６項の場合において、家庭裁判所は、父母の
協議により定められた親権者を変更することが
子の利益のため必要であるか否かを判断するに
当たっては、当該協議の経過、その後の事情の
変更その他の事情を考慮するものとする。この
場合において、当該協議の経過を考慮するに当
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たっては、父母の一方から他の一方への暴力等
の有無、家事事件手続法による調停の有無又は
裁判外紛争解決手続（裁判外紛争解決手続の利
用の促進に関する法律（平成16年法律第151号）
第１条に規定する裁判外紛争解決手続をいう。）
の利用の有無、協議の結果についての公正証書
の作成の有無その他の事情をも勘案するものと
する。 

 
（離婚又は認知の場合の親権者）  
第819条 ①父母が協議上の離婚をするとき
は、その協議で、その一方を親権者と定め
なければならない。  

②裁判上の離婚の場合には、裁判所は、父母
の一方を親権者と定める。  

③子の出生前に父母が離婚した場合には、親
権は、母が行う。ただし、子の出生後に、
父母の協議で、父を親権者と定めることが
できる。  

④父が認知した子に対する親権は、父母の協
議で父を親権者と定めたときに限り、父が
行う。  

⑤第１項、第３項又は前項の協議が調わない
とき、又は協議をすることができないとき
は、家庭裁判所は、父又は母の請求によっ
て、協議に代わる審判をすることができる。  

⑥子の利益のため必要があると認めるとき
は、家庭裁判所は、子の親族の請求によっ
て、親権者を他の一方に変更することがで
きる。  

 
（監護及び教育の権利義務）  
第820条 親権を行う者は、子の利益のために子
の監護及び教育をする権利を有し、義務を負う。 

（財産の管理及び代表）  
第824条 親権を行う者は、子の財産を管理し、
かつ、その財産に関する法律行為についてその
子を代表する。ただし、その子の行為を目的と
する債務を生ずべき場合には、本人の同意を得
なければならない。 

＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（親権の行使方法等） 
第824条の２ ①親権は、父母が共同して行う。
ただし、次に掲げるときは、その一方が行う。 
一 その一方のみが親権者であるとき。 
二 他の一方が親権を行うことができないとき。 
三 子の利益のため急迫の事情があるとき。 

②父母は、その双方が親権者であるときであって
も、前項本文の規定にかかわらず、監護及び教
育に関する日常の行為に係る親権の行使を単独
ですることができる。 

③特定の事項に係る親権の行使（第１項ただし書
又は前項の規定により父母の一方が単独で行う
ことができるものを除く。）について、父母間に
協議が調わない場合であって、子の利益のため
必要があると認めるときは、家庭裁判所は、父
又は母の請求により、当該事項に係る親権の行
使を父母の一方が単独ですることができる旨を
定めることができる。 

＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（監護者の権利義務） 

第824条の３ ①第766条（第749条、第771条及び
第788条において準用する場合を含む。）の規定
により定められた子の監護をすべき者は、第
820条から第823条までに規定する事項につい
て、親権を行う者と同一の権利義務を有する。
この場合において、子の監護をすべき者は、単
独で、子の監護及び教育、居所の指定及び変更
並びに営業の許可、その許可の取消し及びその
制限をすることができる。 

 （以下省略） 
（利益相反行為）  
第826条 ①親権を行う父又は母とその子との利
益が相反する行為については、親権を行う者は、
その子のために特別代理人を選任することを家
庭裁判所に請求しなければならない。  

②親権を行う者が数人の子に対して親権を行う場
合において、その１人と他の子との利益が相反
する行為については、親権を行う者は、その一
方のために特別代理人を選任することを家庭裁
判所に請求しなければならない。 

（第三者が無償で子に与えた財産の管理） 
第830条 ①無償で子に財産を与える第三者が、
親権を行う父又は母にこれを管理させない意思
を表示したときは、その財産は、父又は母の管
理に属しないものとする。 

②前項の財産につき父母が共に管理権を有しない
場合において、第三者が管理者を指定しなかっ
たときは、家庭裁判所は、子、その親族又は検
察官の請求によって、その管理者を選任する。 

③第三者が管理者を指定したときであっても、そ
の管理者の権限が消滅し、又はこれを改任する
必要がある場合において、第三者が更に管理者
を指定しないときも、前項と同様とする。 

④第27条から第29条までの規定は、前２項の場合
について準用する。 

＜2024（令和６）年５月24日から２年以内に施行
予定＞ 
（子に代わる親権の行使） 
第833条 父又は母が成年に達しない子であると
きは、当該子について親権を行う者が当該子に
代わって親権を行う。 

 
（子に代わる親権の行使）  
第833条 親権を行う者は、その親権に服す
る子に代わって親権を行う。 

 
（未成年後見人の指定）  
第839条 ①未成年者に対して最後に親権を行う
者は、遺言で、未成年後見人を指定することが
できる。ただし、管理権を有しない者は、この
限りでない。  

②親権を行う父母の一方が管理権を有しないとき
は、他の一方は、前項の規定により未成年後見
人の指定をすることができる。 

（未成年後見監督人の指定）  
第848条 未成年後見人を指定することができる
者は、遺言で、未成年後見監督人を指定するこ
とができる。 

（未成年被後見人の身上の監護に関する権利義務） 
第857条 未成年後見人は、第820条から第823条
までに規定する事項について、親権を行う者と
同一の権利義務を有する。ただし、親権を行う
者が定めた教育の方法及び居所を変更し、営業
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を許可し、その許可を取り消し、又はこれを制
限するには、未成年後見監督人があるときは、
その同意を得なければならない。 

（成年被後見人の意思の尊重及び身上の配慮） 
第858条 成年後見人は、成年被後見人の生活、
療養看護及び財産の管理に関する事務を行うに
当たっては、成年被後見人の意思を尊重し、か
つ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しな
ければならない。 

（未成年被後見人に代わる親権の行使）  
第867条 ①未成年後見人は、未成年被後見人に
代わって親権を行う。  

②第853条から第857条まで及び第861条から前条
までの規定は、前項の場合について準用する。 

（委任及び親権の規定の準用） 
第869条 第644条及び第830条の規定は、後見に
ついて準用する。 

（扶養義務者） 
第877条 ①直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶
養をする義務がある。 

②家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項
に規定する場合のほか、３親等内の親族間にお
いても扶養の義務を負わせることができる。 

③前項の規定による審判があった後事情に変更を
生じたときは、家庭裁判所は、その審判を取り
消すことができる。 

（扶養請求権の処分の禁止） 
第881条 扶養を受ける権利は、処分することが
できない。 

（相続開始の原因）  
第882条 相続は、死亡によって開始する。  
（相続開始の場所）  
第883条 相続は、被相続人の住所において開始
する。 

（相続財産に関する費用） 
第885条 相続財産に関する費用は、その財産の
中から支弁する。ただし、相続人の過失による
ものは、この限りでない。 

（相続に関する胎児の権利能力）  
第886条 ①胎児は、相続については、既に生ま
れたものとみなす。  

②前項の規定は、胎児が死体で生まれたときは、
適用しない。  

（子及びその代襲者等の相続権）  
第887条 ①被相続人の子は、相続人となる。  
②被相続人の子が、相続の開始以前に死亡したと
き、又は第891条の規定に該当し、若しくは廃
除によって、その相続権を失ったときは、その
者の子がこれを代襲して相続人となる。ただし、
被相続人の直系卑属でない者は、この限りでな
い。  

③前項の規定は、代襲者が、相続の開始以前に死
亡し、又は第891条の規定に該当し、若しくは
廃除によって、その代襲相続権を失った場合に
ついて準用する。 

（直系尊属及び兄弟姉妹の相続権）  
第889条 ①次に掲げる者は、第887条の規定によ
り相続人となるべき者がない場合には、次に掲
げる順序の順位に従って相続人となる。  
一 被相続人の直系尊属。ただし、親等の異な
る者の間では、その近い者を先にする。  

二 被相続人の兄弟姉妹  
②第887条第２項の規定は、前項第２号の場合に

ついて準用する。  
（配偶者の相続権）  
第890条 被相続人の配偶者は、常に相続人とな
る。この場合において、第887条又は前条の規
定により相続人となるべき者があるときは、そ
の者と同順位とする。  

（相続人の欠格事由）  
第891条 次に掲げる者は、相続人となることが
できない。  
一 故意に被相続人又は相続について先順位若し
くは同順位にある者を死亡するに至らせ、又は
至らせようとしたために、刑に処せられた者  

二 被相続人の殺害されたことを知って、これ
を告発せず、又は告訴しなかった者。ただし、
その者に是非の弁別がないとき、又は殺害者
が自己の配偶者若しくは直系血族であった
ときは、この限りでない。  

三 詐欺又は強迫によって、被相続人が相続に
関する遺言をし、撤回し、取り消し、又は変
更することを妨げた者  

四 詐欺又は強迫によって、被相続人に相続に
関する遺言をさせ、撤回させ、取り消させ、
又は変更させた者 

五 相続に関する被相続人の遺言書を偽造し、
変造し、破棄し、又は隠匿した者  

（推定相続人の廃除）  
第892条 遺留分を有する推定相続人（相続が開
始した場合に相続人となるべき者をいう。以下
同じ。）が、被相続人に対して虐待をし、若しく
はこれに重大な侮辱を加えたとき、又は推定相
続人にその他の著しい非行があったときは、被
相続人は、その推定相続人の廃除を家庭裁判所
に請求することができる。  

（遺言による推定相続人の廃除）  
第893条 被相続人が遺言で推定相続人を廃除す
る意思を表示したときは、遺言執行者は、その
遺言が効力を生じた後、遅滞なく、その推定相
続人の廃除を家庭裁判所に請求しなければなら
ない。この場合において、その推定相続人の廃
除は、被相続人の死亡の時にさかのぼってその
効力を生ずる。  

（推定相続人の廃除の取消し）  
第894条 ①被相続人は、いつでも、推定相続人
の廃除の取消しを家庭裁判所に請求することが
できる。  

②前条の規定は、推定相続人の廃除の取消しにつ
いて準用する。 

（相続の一般的効力）  
第896条 相続人は、相続開始の時から、被相続
人の財産に属した一切の権利義務を承継する。
ただし、被相続人の一身に専属したものは、こ
の限りでない。  

（祭祀に関する権利の承継）  
第897条 ①系譜、祭具及び墳墓の所有権は、前
条の規定にかかわらず、慣習に従って祖先の祭
祀を主宰すべき者が承継する。ただし、被相続
人の指定に従って祖先の祭祀を主宰すべき者が
あるときは、その者が承継する。  

②前項本文の場合において慣習が明らかでないと
きは、同項の権利を承継すべき者は、家庭裁判
所が定める。  

（共同相続の効力）  
第898条 ①相続人が数人あるときは、相続財産
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は、その共有に属する。 
 （以下省略）  
第899条 各共同相続人は、その相続分に応じて
被相続人の権利義務を承継する。 

（共同相続における権利の承継の対抗要件） 
第899条の２ ①相続による権利の承継は、遺産
の分割によるものかどうかにかかわらず、次条
及び第901条の規定により算定した相続分を超
える部分については、登記、登録その他の対抗
要件を備えなければ、第三者に対抗することが
できない。 

 （以下省略） 
（法定相続分）  
第900条 同順位の相続人が数人あるときは、そ
の相続分は、次の各号の定めるところによる。  
一 子及び配偶者が相続人であるときは、子の
相続分及び配偶者の相続分は、各２分の１と
する。 

二 配偶者及び直系尊属が相続人であるときは、 
配偶者の相続分は、３分の２とし、直系尊属
の相続分は、３分の１とする。 

三 配偶者及び兄弟姉妹が相続人であるときは、 
配偶者の相続分は、４分の３とし、兄弟姉妹
の相続分は、４分の１とする。  

四 子、直系尊属又は兄弟姉妹が数人あるとき
は、各自の相続分は、相等しいものとする。
ただし、父母の一方のみを同じくする兄弟姉
妹の相続分は、父母の双方を同じくする兄弟
姉妹の相続分の２分の１とする。 

（代襲相続人の相続分）  
第901条 ①第887条第２項又は第３項の規定によ
り相続人となる直系卑属の相続分は、その直系
尊属が受けるべきであったものと同じとする。
ただし、直系卑属が数人あるときは、その各自
の直系尊属が受けるべきであった部分について、
前条の規定に従ってその相続分を定める。  

②前項の規定は、第889条第２項の規定により兄
弟姉妹の子が相続人となる場合について準用す
る。  

（遺言による相続分の指定）  
第902条 ①被相続人は、前２条の規定にかかわ
らず、遺言で、共同相続人の相続分を定め、又
はこれを定めることを第三者に委託することが
できる。 

②被相続人が、共同相続人中の１人若しくは数人
の相続分のみを定め、又はこれを第三者に定め
させたときは、他の共同相続人の相続分は、前
２条の規定により定める。  

（相続分の指定がある場合の債権者の権利の行
使） 
第902条の２ 被相続人が相続開始の時において
有した債務の債権者は、前条の規定による相続
分の指定がされた場合であっても、各共同相続
人に対し、第900条及び第901条の規定により算
定した相続分に応じてその権利を行使すること
ができる。ただし、その債権者が共同相続人の
１人に対してその指定された相続分に応じた債
務の承継を承認したときは、この限りでない。 

（特別受益者の相続分） 
第903条 ①共同相続人中に、被相続人から、遺
贈を受け、又は婚姻若しくは養子縁組のため若
しくは生計の資本として贈与を受けた者がある
ときは、被相続人が相続開始の時において有し

た財産の価額にその贈与の価額を加えたものを
相続財産とみなし、第900条から第902条までの
規定により算定した相続分の中からその遺贈又
は贈与の価額を控除した残額をもってその者の
相続分とする。 

②遺贈又は贈与の価額が、相続分の価額に等しく、
又はこれを超えるときは、受遺者又は受贈者は、
その相続分を受けることができない。 

③被相続人が前２項の規定と異なった意思を表示
したときは、その意思に従う。 

④婚姻期間が20年以上の夫婦の一方である被相
続人が、他の一方に対し、その居住の用に供す
る建物又はその敷地について遺贈又は贈与をし
たときは、当該被相続人は、その遺贈又は贈与
について第１項の規定を適用しない旨の意思を
表示したものと推定する。 

（寄与分）  
第904条の２ ①共同相続人中に、被相続人の事
業に関する労務の提供又は財産上の給付、被相
続人の療養看護その他の方法により被相続人の
財産の維持又は増加について特別の寄与をした
者があるときは、被相続人が相続開始の時にお
いて有した財産の価額から共同相続人の協議で
定めたその者の寄与分を控除したものを相続財
産とみなし、第900条から第902条までの規定に
より算定した相続分に寄与分を加えた額をもっ
てその者の相続分とする。  

②前項の協議が調わないとき、又は協議をするこ
とができないときは、家庭裁判所は、同項に規
定する寄与をした者の請求により、寄与の時期、
方法及び程度、相続財産の額その他一切の事情
を考慮して、寄与分を定める。  

③寄与分は、被相続人が相続開始の時において有
した財産の価額から遺贈の価額を控除した残額
を超えることができない。  

④第２項の請求は、第907条第２項の規定による
請求があった場合又は第910条に規定する場合
にすることができる。  

（相続分の取戻権）  
第905条 ①共同相続人の１人が遺産の分割前に
その相続分を第三者に譲り渡したときは、他の
共同相続人は、その価額及び費用を償還して、
その相続分を譲り受けることができる。  

②前項の権利は、１箇月以内に行使しなければな
らない。  

（遺産の分割の基準）  
第906条 遺産の分割は、遺産に属する物又は権
利の種類及び性質、各相続人の年齢、職業、心
身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考
慮してこれをする。 

（遺産の分割前に遺産に属する財産が処分された
場合の遺産の範囲） 
第906条の２ ①遺産の分割前に遺産に属する財
産が処分された場合であっても、共同相続人は、
その全員の同意により、当該処分された財産が
遺産の分割時に遺産として存在するものとみな
すことができる。 

②前項の規定にかかわらず、共同相続人の１人又
は数人により同項の財産が処分されたときは、
当該共同相続人については、同項の同意を得る
ことを要しない。 

（遺産の分割の協議又は審判等） 
第907条 ①共同相続人は、次条第１項の規定に
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より被相続人が遺言で禁じた場合又は同条第２
項の規定により分割をしない旨の契約をした場
合を除き、いつでも、その協議で、遺産の全部
又は一部の分割をすることができる。 

②遺産の分割について、共同相続人間に協議が調
わないとき、又は協議をすることができないと
きは、各共同相続人は、その全部又は一部の分
割を家庭裁判所に請求することができる。ただ
し、遺産の一部を分割することにより他の共同
相続人の利益を害するおそれがある場合におけ
るその一部の分割については、この限りでない。 

（遺産の分割の方法の指定及び遺産の分割の禁
止） 
第908条 ①被相続人は、遺言で、遺産の分割の
方法を定め、若しくはこれを定めることを第三
者に委託し、又は相続開始の時から５年を超え
ない期間を定めて、遺産の分割を禁ずることが
できる。 
（以下省略） 

（遺産の分割の効力）  
第909条 遺産の分割は、相続開始の時にさかの
ぼってその効力を生ずる。ただし、第三者の権
利を害することはできない。 

（遺産の分割前における預貯金債権の行使） 
第909条の２ 各共同相続人は、遺産に属する預
貯金債権のうち相続開始の時の債権額の３分の
１に第900条及び第901条の規定により算定し
た当該共同相続人の相続分を乗じた額（標準的
な当面の必要生計費、平均的な葬式の費用の額
その他の事情を勘案して預貯金債権の債務者ご
とに法務省令で定める額を限度とする。）につい
ては、単独でその権利を行使することができる。
この場合において、当該権利の行使をした預貯
金債権については、当該共同相続人が遺産の一
部の分割によりこれを取得したものとみなす。 

（相続の開始後に認知された者の価額の支払請求権） 
第910条 相続の開始後認知によって相続人とな
った者が遺産の分割を請求しようとする場合に
おいて、他の共同相続人が既にその分割その他
の処分をしたときは、価額のみによる支払の請
求権を有する。  

（共同相続人間の担保責任）  
第911条 各共同相続人は、他の共同相続人に対
して、売主と同じく、その相続分に応じて担保
の責任を負う。 

（遺言による担保責任の定め）  
第914条 前３条の規定は、被相続人が遺言で別
段の意思を表示したときは、適用しない。 

（相続の承認又は放棄をすべき期間）  
第915条 ①相続人は、自己のために相続の開始
があったことを知った時から３箇月以内に、相
続について、単純若しくは限定の承認又は放棄
をしなければならない。ただし、この期間は、
利害関係人又は検察官の請求によって、家庭裁
判所において伸長することができる。  

②相続人は、相続の承認又は放棄をする前に、相
続財産の調査をすることができる。 

第916条 相続人が相続の承認又は放棄をしない
で死亡したときは、前条第１項の期間は、その
者の相続人が自己のために相続の開始があった
ことを知った時から起算する。 

第917条 相続人が未成年者又は成年被後見人で
あるときは、第915条第１項の期間は、その法

定代理人が未成年者又は成年被後見人のために
相続の開始があったことを知った時から起算す
る。 

（単純承認の効力）  
第920条 相続人は、単純承認をしたときは、無
限に被相続人の権利義務を承継する。  

（法定単純承認）  
第921条 次に掲げる場合には、相続人は、単純
承認をしたものとみなす。  
一 相続人が相続財産の全部又は一部を処分し
たとき。ただし、保存行為及び第602条に定
める期間を超えない賃貸をすることは、この
限りでない。  

二 相続人が第915条第１項の期間内に限定承
認又は相続の放棄をしなかったとき。  

三 相続人が、限定承認又は相続の放棄をした
後であっても、相続財産の全部若しくは一部
を隠匿し、私にこれを消費し、又は悪意でこ
れを相続財産の目録中に記載しなかったと
き。ただし、その相続人が相続の放棄をした
ことによって相続人となった者が相続の承
認をした後は、この限りでない。  

（限定承認）  
第922条 相続人は、相続によって得た財産の限
度においてのみ被相続人の債務及び遺贈を弁済
すべきことを留保して、相続の承認をすること
ができる。  

（共同相続人の限定承認）  
第923条 相続人が数人あるときは、限定承認は、 
共同相続人の全員が共同してのみこれをするこ
とができる。  

（限定承認の方式）  
第924条 相続人は、限定承認をしようとすると
きは、第915条第１項の期間内に、相続財産の
目録を作成して家庭裁判所に提出し、限定承認
をする旨を申述しなければならない。  

（限定承認をしたときの権利義務）  
第925条 相続人が限定承認をしたときは、その
被相続人に対して有した権利義務は、消滅しな
かったものとみなす。  

（限定承認者による管理）  
第926条 ①限定承認者は、その固有財産におけ
るのと同一の注意をもって、相続財産の管理を
継続しなければならない。  

②第645条、第646条並びに第650条第１項及び第
２項の規定は、前項の場合について準用する。 

（相続債権者及び受遺者に対する公告及び催告）  
第927条 ①限定承認者は、限定承認をした後５
日以内に、すべての相続債権者（相続財産に属
する債務の債権者をいう。以下同じ。）及び受遺
者に対し、限定承認をしたこと及び一定の期間
内にその請求の申出をすべき旨を公告しなけれ
ばならない。この場合において、その期間は、
２箇月を下ることができない。  

②前項の規定による公告には、相続債権者及び受
遺者がその期間内に申出をしないときは弁済か
ら除斥されるべき旨を付記しなければならない。
ただし、限定承認者は、知れている相続債権者
及び受遺者を除斥することができない。 

③限定承認者は、知れている相続債権者及び受遺
者には、各別にその申出の催告をしなければな
らない。 

④第１項の規定による公告は、官報に掲載してす
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る。  
（公告期間満了前の弁済の拒絶）  
第928条 限定承認者は、前条第１項の期間の満
了前には、相続債権者及び受遺者に対して弁済
を拒むことができる。  

（公告期間満了後の弁済）  
第929条 第927条第１項の期間が満了した後は、
限定承認者は、相続財産をもって、その期間内
に同項の申出をした相続債権者その他知れてい
る相続債権者に、それぞれその債権額の割合に
応じて弁済をしなければならない。ただし、優
先権を有する債権者の権利を害することはでき
ない。 

（受遺者に対する弁済）  
第931条 限定承認者は、前２条の規定に従って
各相続債権者に弁済をした後でなければ、受遺
者に弁済をすることができない。 

（不当な弁済をした限定承認者の責任等）  
第934条 ①限定承認者は、第927条の公告若しく
は催告をすることを怠り、又は同条第１項の期
間内に相続債権者若しくは受遺者に弁済をした
ことによって他の相続債権者若しくは受遺者に
弁済をすることができなくなったときは、これ
によって生じた損害を賠償する責任を負う。第
929条から第931条までの規定に違反して弁済
をしたときも、同様とする。  

②前項の規定は、情を知って不当に弁済を受けた
相続債権者又は受遺者に対する他の相続債権者
又は受遺者の求償を妨げない。  

③第724条の規定は、前２項の場合について準用
する。 

（法定単純承認の事由がある場合の相続債権者） 
第937条 限定承認をした共同相続人の１人又は
数人について第921条第１号又は第３号に掲げ
る事由があるときは、相続債権者は、相続財産
をもって弁済を受けることができなかった債権
額について、当該共同相続人に対し、その相続
分に応じて権利を行使することができる。  

（相続の放棄の方式）  
第938条 相続の放棄をしようとする者は、その
旨を家庭裁判所に申述しなければならない。  

（相続の放棄の効力）  
第939条 相続の放棄をした者は、その相続に関
しては、初めから相続人とならなかったものと
みなす。 

（相続財産法人の成立）  
第951条 相続人のあることが明らかでないとき
は、相続財産は、法人とする。  

（相続財産の清算人の選任） 
第952条 ①前条の場合には、家庭裁判所は、利
害関係人又は検察官の請求によって、相続財産
の清算人を選任しなければならない。 

②前項の規定により相続財産の清算人を選任した
ときは、家庭裁判所は、遅滞なく、その旨及び
相続人があるならば一定の期間内にその権利を
主張すべき旨を公告しなければならない。この
場合において、その期間は、６箇月を下ること
ができない。 

（相続債権者及び受遺者に対する弁済）  
第957条 ①第952条第２項の公告があったとき 
 は、相続財産の清算人は、全ての相続債権者及
び受遺者に対し、２箇月以上の期間を定めて、
その期間内にその請求の申出をすべき旨を公告

しなければならない。この場合において、その
期間は、同項の規定により相続人が権利を主張
すべき期間として家庭裁判所が公告した期間内
に満了するものでなければならない。 

②第927条第２項から第４項まで及び第928条か
ら第935条まで（第932条ただし書を除く。）の
規定は、前項の場合について準用する。 

（権利を主張する者がない場合） 
第958条 第952条第２項の期間内に相続人として
の権利を主張する者がないときは、相続人並び
に相続財産の清算人に知れなかった相続債権者
及び受遺者は、その権利を行使することができ
ない。 

（特別縁故者に対する相続財産の分与）  
第958条の２ ①前条の場合において、相当と認
めるときは、家庭裁判所は、被相続人と生計を
同じくしていた者、被相続人の療養看護に努め
た者その他被相続人と特別の縁故があった者の
請求によって、これらの者に、清算後残存すべ
き相続財産の全部又は一部を与えることができ
る。  

②前項の請求は、第952条第２項の期間の満了後
３箇月以内にしなければならない。 

（残余財産の国庫への帰属）  
第959条 前条の規定により処分されなかった相
続財産は、国庫に帰属する。この場合において
は、第956条第２項の規定を準用する。  

（遺言の方式）  
第960条 遺言は、この法律に定める方式に従わ
なければ、することができない。  

（遺言能力）  
第961条 15歳に達した者は、遺言をすることが
できる。  

第962条 第５条、第９条、第13条及び第17条の
規定は、遺言については、適用しない。 

（包括遺贈及び特定遺贈）  
第964条 遺言者は、包括又は特定の名義で、そ
の財産の全部又は一部を処分することができる。
（相続人に関する規定の準用）  

第965条 第886条及び第891条の規定は、受遺者
について準用する。 

（普通の方式による遺言の種類） 
第967条 遺言は、自筆証書、公正証書又は秘密
証書によってしなければならない。ただし、特
別の方式によることを許す場合は、この限りで
ない。 

（自筆証書遺言） 
第968条 ①自筆証書によって遺言をするには、
遺言者が、その全文、日付及び氏名を自書し、
これに印を押さなければならない。 

②前項の規定にかかわらず、自筆証書にこれと一
体のものとして相続財産（第997条第１項に規
定する場合における同項に規定する権利を含
む。）の全部又は一部の目録を添付する場合には、
その目録については、自書することを要しない。
この場合において、遺言者は、その目録の毎葉
（自書によらない記載がその両面にある場合に
あっては、その両面）に署名し、印を押さなけ
ればならない。 

③自筆証書（前項の目録を含む。）中の加除その他
の変更は、遺言者が、その場所を指示し、これ
を変更した旨を付記して特にこれに署名し、か
つ、その変更の場所に印を押さなければ、その
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効力を生じない。 
（公正証書遺言）  
第969条 公正証書によって遺言をするには、次
に掲げる方式に従わなければならない。  
一 証人２人以上の立会いがあること。  
二 遺言者が遺言の趣旨を公証人に口授するこ
と。  

三 公証人が、遺言者の口述を筆記し、これを
遺言者及び証人に読み聞かせ、又は閲覧させ
ること。  

四 遺言者及び証人が、筆記の正確なことを承
認した後、各自これに署名し、印を押すこと。
ただし、遺言者が署名することができない場
合は、公証人がその事由を付記して、署名に
代えることができる。  

五 公証人が、その証書は前各号に掲げる方式
に従って作ったものである旨を付記して、こ
れに署名し、印を押すこと。 

（秘密証書遺言）  
第970条 ①秘密証書によって遺言をするには、
次に掲げる方式に従わなければならない。  
一 遺言者が、その証書に署名し、印を押すこ
と。  

二 遺言者が、その証書を封じ、証書に用いた
印章をもってこれに封印すること。  

三 遺言者が、公証人１人及び証人２人以上の
前に封書を提出して、自己の遺言書である旨
並びにその筆者の氏名及び住所を申述する
こと。  

四 公証人が、その証書を提出した日付及び遺
言者の申述を封紙に記載した後、遺言者及び
証人とともにこれに署名し、印を押すこと。  

②第968条第３項の規定は、秘密証書による遺言
について準用する。 

（成年被後見人の遺言）  
第973条 ①成年被後見人が事理を弁識する能力
を一時回復した時において遺言をするには、医
師２人以上の立会いがなければならない。  

②遺言に立ち会った医師は、遺言者が遺言をする
時において精神上の障害により事理を弁識する
能力を欠く状態になかった旨を遺言書に付記し
て、これに署名し、印を押さなければならない。
ただし、秘密証書による遺言にあっては、その
封紙にその旨の記載をし、署名し、印を押さな
ければならない。  

（証人及び立会人の欠格事由）  
第974条 次に掲げる者は、遺言の証人又は立会
人となることができない。  
一 未成年者  
二 推定相続人及び受遺者並びにこれらの配偶
者及び直系血族  

三 公証人の配偶者、４親等内の親族、書記及
び使用人 

（共同遺言の禁止） 
第975条 遺言は、２人以上の者が同一の証書で
することができない。 

（死亡の危急に迫った者の遺言）  
第976条 ①疾病その他の事由によって死亡の危
急に迫った者が遺言をしようとするときは、証
人３人以上の立会いをもって、その１人に遺言
の趣旨を口授して、これをすることができる。
この場合においては、その口授を受けた者が、
これを筆記して、遺言者及び他の証人に読み聞

かせ、又は閲覧させ、各証人がその筆記の正確
なことを承認した後、これに署名し、印を押さ
なければならない。  

②口がきけない者が前項の規定により遺言をする
場合には、遺言者は、証人の前で、遺言の趣旨
を通訳人の通訳により申述して、同項の口授に
代えなければならない。  

③第１項後段の遺言者又は他の証人が耳が聞こえ
ない者である場合には、遺言の趣旨の口授又は
申述を受けた者は、同項後段に規定する筆記し
た内容を通訳人の通訳によりその遺言者又は他
の証人に伝えて、同項後段の読み聞かせに代え
ることができる。  

④前３項の規定によりした遺言は、遺言の日から
20日以内に、証人の１人又は利害関係人から家
庭裁判所に請求してその確認を得なければ、そ
の効力を生じない。  

⑤家庭裁判所は、前項の遺言が遺言者の真意に出
たものであるとの心証を得なければ、これを確
認することができない。  

（伝染病隔離者の遺言）  
第977条 伝染病のため行政処分によって交通を
断たれた場所に在る者は、警察官１人及び証人
１人以上の立会いをもって遺言書を作ることが
できる。  

（在船者の遺言）  
第978条 船舶中に在る者は、船長又は事務員１
人及び証人２人以上の立会いをもって遺言書を
作ることができる。  

（船舶遭難者の遺言）  
第979条 ①船舶が遭難した場合において、当該
船舶中に在って死亡の危急に迫った者は、証人
２人以上の立会いをもって口頭で遺言をするこ
とができる。  

②口がきけない者が前項の規定により遺言をする
場合には、遺言者は、通訳人の通訳によりこれ
をしなければならない。  

③前２項の規定に従ってした遺言は、証人が、そ
の趣旨を筆記して、これに署名し、印を押し、
かつ、証人の１人又は利害関係人から遅滞なく
家庭裁判所に請求してその確認を得なければ、
その効力を生じない。  

④第976条第５項の規定は、前項の場合について
準用する。 

（普通の方式による遺言の規定の準用）  
第982条 第968条第３項及び第973条から第975条
までの規定は、第976条から前条までの規定に
よる遺言について準用する。 

（遺言の効力の発生時期）  
第985条 ①遺言は、遺言者の死亡の時からその
効力を生ずる。  

②遺言に停止条件を付した場合において、その条
件が遺言者の死亡後に成就したときは、遺言は、
条件が成就した時からその効力を生ずる。  

（遺贈の放棄）  
第986条 ①受遺者は、遺言者の死亡後、いつで
も、遺贈の放棄をすることができる。  

②遺贈の放棄は、遺言者の死亡の時にさかのぼっ
てその効力を生ずる。 

（包括受遺者の権利義務）  
第990条 包括受遺者は、相続人と同一の権利義
務を有する。 

（受遺者の死亡による遺贈の失効）  
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第994条 ①遺贈は、遺言者の死亡以前に受遺者
が死亡したときは、その効力を生じない。  

②停止条件付きの遺贈については、受遺者がその
条件の成就前に死亡したときも、前項と同様と
する。ただし、遺言者がその遺言に別段の意思
を表示したときは、その意思に従う。 

（遺贈義務者の引渡義務） 
第998条 遺贈義務者は、遺贈の目的である物又
は権利を、相続開始の時（その後に当該物又は
権利について遺贈の目的として特定した場合に
あっては、その特定した時）の状態で引き渡し、
又は移転する義務を負う。ただし、遺言者がそ
の遺言に別段の意思を表示したときは、その意
思に従う。 

（遺贈の物上代位）  
第999条 ①遺言者が、遺贈の目的物の滅失若し
くは変造又はその占有の喪失によって第三者に
対して償金を請求する権利を有するときは、そ
の権利を遺贈の目的としたものと推定する。  

②遺贈の目的物が、他の物と付合し、又は混和し
た場合において、遺言者が第243条から第245条
までの規定により合成物又は混和物の単独所有
者又は共有者となったときは、その全部の所有
権又は持分を遺贈の目的としたものと推定する。 

（負担付遺贈）  
第1002条 ①負担付遺贈を受けた者は、遺贈の目
的の価額を超えない限度においてのみ、負担し
た義務を履行する責任を負う。  

②受遺者が遺贈の放棄をしたときは、負担の利益
を受けるべき者は、自ら受遺者となることがで
きる。ただし、遺言者がその遺言に別段の意思
を表示したときは、その意思に従う。 

（遺言書の検認）  
第1004条 ①遺言書の保管者は、相続の開始を知
った後、遅滞なく、これを家庭裁判所に提出し
て、その検認を請求しなければならない。遺言
書の保管者がない場合において、相続人が遺言
書を発見した後も、同様とする。  

②前項の規定は、公正証書による遺言については、
適用しない。  

③封印のある遺言書は、家庭裁判所において相続
人又はその代理人の立会いがなければ、開封す
ることができない。 

（遺言執行者の指定）  
第1006条 ①遺言者は、遺言で、１人又は数人の
遺言執行者を指定し、又はその指定を第三者に
委託することができる。  

②遺言執行者の指定の委託を受けた者は、遅滞な
く、その指定をして、これを相続人に通知しな
ければならない。  

③遺言執行者の指定の委託を受けた者がその委託
を辞そうとするときは、遅滞なくその旨を相続
人に通知しなければならない。 

（遺言執行者の選任）  
第1010条 遺言執行者がないとき、又はなくなっ
たときは、家庭裁判所は、利害関係人の請求に
よって、これを選任することができる。  

（相続財産の目録の作成）  
第1011条 ①遺言執行者は、遅滞なく、相続財産
の目録を作成して、相続人に交付しなければな
らない。 

②遺言執行者は、相続人の請求があるときは、そ
の立会いをもって相続財産の目録を作成し、又

は公証人にこれを作成させなければならない。  
（遺言執行者の権利義務）  
第1012条 ①遺言執行者は、遺言の内容を実現す
るため、相続財産の管理その他遺言の執行に必
要な一切の行為をする権利義務を有する。 

②遺言執行者がある場合には、遺贈の履行は、遺
言執行者のみが行うことができる。 

③第644条、第645条から第647条まで及び第650条
の規定は、遺言執行者について準用する。 

（遺言の執行の妨害行為の禁止） 
第1013条 ①遺言執行者がある場合には、相続人
は、相続財産の処分その他遺言の執行を妨げる
べき行為をすることができない。 

②前項の規定に違反してした行為は、無効とする。
ただし、これをもって善意の第三者に対抗する
ことができない。 

③前２項の規定は、相続人の債権者（相続債権者
を含む。）が相続財産についてその権利を行使す
ることを妨げない。 

（遺言執行者の行為の効果） 
第1015条 遺言執行者がその権限内において遺言
執行者であることを示してした行為は、相続人
に対して直接にその効力を生ずる。 

（遺言の執行に関する費用の負担） 
第1021条 遺言の執行に関する費用は、相続財産
の負担とする。ただし、これによって遺留分を
減ずることができない。 

（遺言の撤回）  
第1022条 遺言者は、いつでも、遺言の方式に従
って、その遺言の全部又は一部を撤回すること
ができる。  

（前の遺言と後の遺言との抵触等）  
第1023条 ①前の遺言が後の遺言と抵触するとき
は、その抵触する部分については、後の遺言で
前の遺言を撤回したものとみなす。  

②前項の規定は、遺言が遺言後の生前処分その他
の法律行為と抵触する場合について準用する。 

（配偶者居住権） 
第1028条 ①被相続人の配偶者（以下この章にお
いて単に「配偶者」という。）は、被相続人の財
産に属した建物に相続開始の時に居住していた
場合において、次の各号のいずれかに該当する
ときは、その居住していた建物（以下この節に
おいて「居住建物」という。）の全部について無
償で使用及び収益をする権利（以下この章にお
いて「配偶者居住権」という。）を取得する。た
だし、被相続人が相続開始の時に居住建物を配
偶者以外の者と共有していた場合にあっては、
この限りでない。 

一 遺産の分割によって配偶者居住権を取得する
ものとされたとき。 

二 配偶者居住権が遺贈の目的とされたとき。 
② 居住建物が配偶者の財産に属することとなっ
た場合であっても、他の者がその共有持分を有
するときは、配偶者居住権は、消滅しない。 

③ 第903条第４項の規定は、配偶者居住権の遺
贈について準用する。 

（審判による配偶者居住権の取得） 
第1029条 遺産の分割の請求を受けた家庭裁判所
は、次に掲げる場合に限り、配偶者が配偶者居
住権を取得する旨を定めることができる。 

一 共同相続人間に配偶者が配偶者居住権を取得
することについて合意が成立しているとき。 
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二 配偶者が家庭裁判所に対して配偶者居住権の
取得を希望する旨を申し出た場合において、居
住建物の所有者の受ける不利益の程度を考慮し
てもなお配偶者の生活を維持するために特に必
要があると認めるとき（前号に掲げる場合を除
く。）。 

（配偶者居住権の存続期間） 
第1030条 配偶者居住権の存続期間は、配偶者の
終身の間とする。ただし、遺産の分割の協議若
しくは遺言に別段の定めがあるとき、又は家庭
裁判所が遺産の分割の審判において別段の定め
をしたときは、その定めるところによる。 

（配偶者居住権の登記等） 
第1031条 ①居住建物の所有者は、配偶者（配偶
者居住権を取得した配偶者に限る。以下この節
において同じ。）に対し、配偶者居住権の設定の
登記を備えさせる義務を負う。 

②第605条の規定は配偶者居住権について、第605
条の４の規定は配偶者居住権の設定の登記を備
えた場合について準用する。 

（配偶者による使用及び収益） 
第1032条 ①配偶者は、従前の用法に従い、善良
な管理者の注意をもって、居住建物の使用及び
収益をしなければならない。ただし、従前居住
の用に供していなかった部分について、これを
居住の用に供することを妨げない。 

②配偶者居住権は、譲渡することができない。 
③配偶者は、居住建物の所有者の承諾を得なけれ
ば、居住建物の改築若しくは増築をし、又は第
三者に居住建物の使用若しくは収益をさせるこ
とができない。 

④配偶者が第１項又は前項の規定に違反した場合
において、居住建物の所有者が相当の期間を定
めてその是正の催告をし、その期間内に是正が
されないときは、居住建物の所有者は、当該配
偶者に対する意思表示によって配偶者居住権を
消滅させることができる。 

（居住建物の修繕等） 
第1033条 ①配偶者は、居住建物の使用及び収益
に必要な修繕をすることができる。 

②居住建物の修繕が必要である場合において、配
偶者が相当の期間内に必要な修繕をしないとき
は、居住建物の所有者は、その修繕をすること
ができる。 

③居住建物が修繕を要するとき（第１項の規定に
より配偶者が自らその修繕をするときを除く。）、
又は居住建物について権利を主張する者がある
ときは、配偶者は、居住建物の所有者に対し、
遅滞なくその旨を通知しなければならない。た
だし、居住建物の所有者が既にこれを知ってい
るときは、この限りでない。 

（居住建物の費用の負担） 
第1034条 ①配偶者は、居住建物の通常の必要費
を負担する。 

②第583条第２項の規定は、前項の通常の必要費
以外の費用について準用する。 

（居住建物の返還等） 
第1035条 ①配偶者は、配偶者居住権が消滅した
ときは、居住建物の返還をしなければならない。
ただし、配偶者が居住建物について共有持分を
有する場合は、居住建物の所有者は、配偶者居
住権が消滅したことを理由としては、居住建物
の返還を求めることができない。 

②第599条第１項及び第２項並びに第621条の規
定は、前項本文の規定により配偶者が相続の開
始後に附属させた物がある居住建物又は相続の
開始後に生じた損傷がある居住建物の返還をす
る場合について準用する。 

（使用貸借及び賃貸借の規定の準用） 
第1036条 第597条第１項及び第３項、第600条、
第613条並びに第616条の２の規定は、配偶者居
住権について準用する。 

（配偶者短期居住権） 
第1037条 ①配偶者は、被相続人の財産に属した
建物に相続開始の時に無償で居住していた場合
には、次の各号に掲げる区分に応じてそれぞれ
当該各号に定める日までの間、その居住してい
た建物（以下この節において「居住建物」とい
う。）の所有権を相続又は遺贈により取得した者
（以下この節において「居住建物取得者」とい
う。）に対し、居住建物について無償で使用する
権利（居住建物の一部のみを無償で使用してい
た場合にあっては、その部分について無償で使
用する権利。以下この節において「配偶者短期
居住権」という。）を有する。ただし、配偶者が、
相続開始の時において居住建物に係る配偶者居
住権を取得したとき、又は第891条の規定に該
当し若しくは廃除によってその相続権を失った
ときは、この限りでない。 
一 居住建物について配偶者を含む共同相続人
間で遺産の分割をすべき場合 
遺産の分割により居住建物の帰属が確定し
た日又は相続開始の時から６箇月を経過す
る日のいずれか遅い日 

二 前号に掲げる場合以外の場合 
第３項の申入れの日から６箇月を経過する
日 

②前項本文の場合においては、居住建物取得者は、
第三者に対する居住建物の譲渡その他の方法に
より配偶者の居住建物の使用を妨げてはならな
い。 

③居住建物取得者は、第１項第１号に掲げる場合
を除くほか、いつでも配偶者短期居住権の消滅
の申入れをすることができる。 

（配偶者による使用） 
第1038条 ①配偶者（配偶者短期居住権を有する
配偶者に限る。以下この節において同じ。）は、
従前の用法に従い、善良な管理者の注意をもっ
て、居住建物の使用をしなければならない。 

②配偶者は、居住建物取得者の承諾を得なければ、
第三者に居住建物の使用をさせることができな
い。 

③配偶者が前２項の規定に違反したときは、居住
建物取得者は、当該配偶者に対する意思表示に
よって配偶者短期居住権を消滅させることがで
きる。 

（配偶者居住権の取得による配偶者短期居住権の
消滅） 
第1039条 配偶者が居住建物に係る配偶者居住権
を取得したときは、配偶者短期居住権は、消滅
する。 

（居住建物の返還等） 
第1040条 ①配偶者は、前条に規定する場合を除
き、配偶者短期居住権が消滅したときは、居住
建物の返還をしなければならない。ただし、配
偶者が居住建物について共有持分を有する場合
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は、居住建物取得者は、配偶者短期居住権が消
滅したことを理由としては、居住建物の返還を
求めることができない。 

②第599条第１項及び第２項並びに第621条の規
定は、前項本文の規定により配偶者が相続の開
始後に附属させた物がある居住建物又は相続の
開始後に生じた損傷がある居住建物の返還をす
る場合について準用する。 

（使用貸借等の規定の準用） 
第1041条 第597条第３項、第600条、第616条の
２、第1032条第２項、第1033条及び第1034条の
規定は、配偶者短期居住権について準用する。 

（遺留分の帰属及びその割合） 
第1042条 ①兄弟姉妹以外の相続人は、遺留分と
して、次条第１項に規定する遺留分を算定する
ための財産の価額に、次の各号に掲げる区分に
応じてそれぞれ当該各号に定める割合を乗じた
額を受ける。 
一 直系尊属のみが相続人である場合 ３分の
１ 

二 前号に掲げる場合以外の場合 ２分の１ 
②相続人が数人ある場合には、前項各号に定める
割合は、これらに第900条及び第901条の規定に
より算定したその各自の相続分を乗じた割合と
する。 

（遺留分を算定するための財産の価額） 
第1043条 ①遺留分を算定するための財産の価額
は、被相続人が相続開始の時において有した財
産の価額にその贈与した財産の価額を加えた額
から債務の全額を控除した額とする。 

 （以下省略） 
第1044条 ①贈与は、相続開始前の１年間にした
ものに限り、前条の規定によりその価額を算入
する。当事者双方が遺留分権利者に損害を加え
ることを知って贈与をしたときは、１年前の日
より前にしたものについても、同様とする。 

②第904条の規定は、前項に規定する贈与の価額
について準用する。 

③相続人に対する贈与についての第１項の規定の
適用については、同項中「１年」とあるのは「10
年」と、「価額」とあるのは「価額（婚姻若しく
は養子縁組のため又は生計の資本として受けた
贈与の価額に限る。）」とする。 

第1045条 ①負担付贈与がされた場合における第
1043条第１項に規定する贈与した財産の価額
は、その目的の価額から負担の価額を控除した
額とする。 

②不相当な対価をもってした有償行為は、当事者
双方が遺留分権利者に損害を加えることを知っ
てしたものに限り、当該対価を負担の価額とす
る負担付贈与とみなす。 

（遺留分侵害額の請求） 
第1046条 ①遺留分権利者及びその承継人は、受
遺者（特定財産承継遺言により財産を承継し又
は相続分の指定を受けた相続人を含む。以下こ
の章において同じ。）又は受贈者に対し、遺留分
侵害額に相当する金銭の支払を請求することが
できる。 

②遺留分侵害額は、第1042条の規定による遺留分
から第１号及び第２号に掲げる額を控除し、こ
れに第３号に掲げる額を加算して算定する。 
一 遺留分権利者が受けた遺贈又は第903条第
１項に規定する贈与の価額 

二 第900条から第902条まで、第903条及び第
904条の規定により算定した相続分に応じて
遺留分権利者が取得すべき遺産の価額 

三 被相続人が相続開始の時において有した債
務のうち、第899条の規定により遺留分権利
者が承継する債務（次条第３項において「遺
留分権利者承継債務」という。）の額 

（受遺者又は受贈者の負担額） 
第1047条 ①受遺者又は受贈者は、次の各号の定
めるところに従い、遺贈（特定財産承継遺言に
よる財産の承継又は相続分の指定による遺産の
取得を含む。以下この章において同じ。）又は贈
与（遺留分を算定するための財産の価額に算入
されるものに限る。以下この章において同じ。）
の目的の価額（受遺者又は受贈者が相続人であ
る場合にあっては、当該価額から第1042条の規
定による遺留分として当該相続人が受けるべき
額を控除した額）を限度として、遺留分侵害額
を負担する。 
一 受遺者と受贈者とがあるときは、受遺者が
先に負担する。 

二 受遺者が複数あるとき、又は受贈者が複数
ある場合においてその贈与が同時にされた
ものであるときは、受遺者又は受贈者がその
目的の価額の割合に応じて負担する。ただし、
遺言者がその遺言に別段の意思を表示した
ときは、その意思に従う。 

三 受贈者が複数あるとき（前号に規定する場
合を除く。）は、後の贈与に係る受贈者から
順次前の贈与に係る受贈者が負担する。 

②第904条、第1043条第２項及び第1045条の規定
は、前項に規定する遺贈又は贈与の目的の価額
について準用する。 

③前条第１項の請求を受けた受遺者又は受贈者は、
遺留分権利者承継債務について弁済その他の債
務を消滅させる行為をしたときは、消滅した債
務の額の限度において、遺留分権利者に対する
意思表示によって第１項の規定により負担する
債務を消滅させることができる。この場合にお
いて、当該行為によって遺留分権利者に対して
取得した求償権は、消滅した当該債務の額の限
度において消滅する。 

④受遺者又は受贈者の無資力によって生じた損失
は、遺留分権利者の負担に帰する。 

⑤裁判所は、受遺者又は受贈者の請求により、第
１項の規定により負担する債務の全部又は一部
の支払につき相当の期限を許与することができ
る。 

（遺留分侵害額請求権の期間の制限）  
第1048条 遺留分侵害額の請求権は、遺留分権利
者が、相続の開始及び遺留分を侵害する贈与又
は遺贈があったことを知った時から１年間行使
しないときは、時効によって消滅する。相続開
始の時から10年を経過したときも、同様とする。  

（遺留分の放棄）  
第1049条 ①相続の開始前における遺留分の放棄
は、家庭裁判所の許可を受けたときに限り、そ
の効力を生ずる。  

②共同相続人の１人のした遺留分の放棄は、他の
各共同相続人の遺留分に影響を及ぼさない。  

（特別の寄与） 
第1050条 ①被相続人に対して無償で療養看護そ
の他の労務の提供をしたことにより被相続人の
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財産の維持又は増加について特別の寄与をした
被相続人の親族（相続人、相続の放棄をした者
及び第891条の規定に該当し又は廃除によって
その相続権を失った者を除く。以下この条にお
いて「特別寄与者」という。）は、相続の開始後、
相続人に対し、特別寄与者の寄与に応じた額の
金銭（以下この条において「特別寄与料」とい
う。）の支払を請求することができる。 

 （以下省略） 
 

 ７．民法施行法            

（確定日付のある証書） 
第５条 ①証書ハ左ノ場合ニ限リ確定日付アルモ
ノトス 
一 公正証書ナルトキハ其日付ヲ以テ確定日付
トス 

二 登記所又ハ公証人役場ニ於テ私署証書ニ日
付アル印章ヲ押捺シタルトキハ其印章ノ日
付ヲ以テ確定日付トス 

三 私署証書ノ署名者中ニ死亡シタル者アルト
キハ其死亡ノ日ヨリ確定日付アルモノトス 

四 確定日付アル証書中ニ私署証書ヲ引用シタ
ルトキハ其証書ノ日付ヲ以テ引用シタル私
署証書ノ確定日付トス 

五 官庁又ハ公署ニ於テ私署証書ニ或事項ヲ記
入シ之ニ日付ヲ記載シタルトキハ其日付ヲ
以テ其証書ノ確定日付トス 

六 郵便認証司（郵便法（昭和22年法律第165
号）第59条第１項ニ規定スル郵便認証司ヲ謂
フ）ガ同法第58条第１号ニ規定スル内容証明
ノ取扱ニ係ル認証ヲ為シタルトキハ同号ノ
規定ニ従ヒテ記載シタル日付ヲ以テ確定日
付トス 

②指定公証人（公証人法（明治41年法律第53号）
第７条ノ２第１項ニ規定スル指定公証人ヲ謂フ
以下之ニ同ジ）ガ其設ケタル公証人役場ニ於テ
請求ニ基キ法務省令ノ定ムル方法ニ依リ電磁的
記録（電子的方式、磁気的方式其他人ノ知覚ヲ
以テ認識スルコト能ハザル方式（以下電磁的方
式ト称ス）ニ依リ作ラルル記録ニシテ電子計算
機ニ依ル情報処理ノ用ニ供セラルルモノヲ謂フ
以下之ニ同ジ）ニ記録セラレタル情報ニ日付ヲ
内容トスル情報（以下日付情報ト称ス）ヲ電磁
的方式ニ依リ付シタルトキハ当該電磁的記録ニ
記録セラレタル情報ハ確定日付アル証書ト看做
ス但公務員ガ職務上作成シタル電磁的記録以外
ノモノニ付シタルトキニ限ル 

③前項ノ場合ニ於テハ日付情報ノ日付ヲ以テ確定
日付トス 

 

 ８．刑法               

（懲役） 
第12条 ①懲役は、無期及び有期とし、有期懲役
は、１月以上20年以下とする。 

（第２項は省略） 
（正当行為） 
第35条 法令又は正当な業務による行為は、罰し
ない。 

（正当防衛） 
第36条 ①急迫不正の侵害に対して、自己又は他
人の権利を防衛するため、やむを得ずにした行

為は、罰しない。 
②防衛の程度を超えた行為は、情状により、その
刑を減軽し、又は免除することができる。 

（緊急避難） 
第37条 ①自己又は他人の生命、身体、自由又は
財産に対する現在の危難を避けるため、やむを
得ずにした行為は、これによって生じた害が避
けようとした害の程度を超えなかった場合に限
り、罰しない。ただし、その程度を超えた行為
は、情状により、その刑を減軽し、又は免除す
ることができる。 

②前項の規定は、業務上特別の義務がある者には、
適用しない。 

（住居侵入等） 
第130条 正当な理由がないのに、人の住居若し
くは人の看守する邸宅、建造物若しくは艦船に
侵入し、又は要求を受けたにもかかわらずこれ
らの場所から退去しなかった者は、３年以下の
懲役又は10万円以下の罰金に処する。 

（不正指令電磁的記録作成等） 
第168条の２ ①正当な理由がないのに、人の電
子計算機における実行の用に供する目的で、次
に掲げる電磁的記録その他の記録を作成し、又
は提供した者は、３年以下の懲役又は50万円以
下の罰金に処する。 
一 人が電子計算機を使用するに際してその意
図に沿うべき動作をさせず、又はその意図に
反する動作をさせるべき不正な指令を与え
る電磁的記録 

二 前号に掲げるもののほか、同号の不正な指
令を記述した電磁的記録その他の記録 

② 正当な理由がないのに、前項第１号に掲げる
電磁的記録を人の電子計算機における実行の用
に供した者も、同項と同様とする。 

③ 前項の罪の未遂は、罰する。 
（不正指令電磁的記録取得等） 
第168条の３ 正当な理由がないのに、前条第１
項の目的で、同項各号に掲げる電磁的記録その
他の記録を取得し、又は保管した者は、２年以
下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。  

（自殺関与及び同意殺人） 
第202条 人を教唆し若しくは幇助して自殺させ、 
又は人をその嘱託を受け若しくはその承諾を得
て殺した者は、６月以上７年以下の懲役又は禁
錮に処する。 

（業務上過失致死傷等） 
第211条 業務上必要な注意を怠り、よって人を
死傷させた者は、５年以下の懲役若しくは禁錮
又は100万円以下の罰金に処する。重大な過失
により人を死傷させた者も、同様とする。 

（窃盗） 
第235条 他人の財物を窃取した者は、窃盗の罪
とし、10年以下の懲役又は50万円以下の罰金に
処する。 

（詐欺） 
第246条 ①人を欺いて財物を交付させた者は、

10年以下の懲役に処する。 
②前項の方法により、財産上不法の利益を得、又は
他人にこれを得させた者も、同項と同様とする。 

（器物損壊等） 
第261条 前３条に規定するもののほか、他人の物
を損壊し、又は傷害した者は、３年以下の懲役
又は30万円以下の罰金若しくは科料に処する。 
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９．自動車の運転により人を死傷させ

る行為等の処罰に関する法律（自

動車運転死傷行為処罰法） 

（危険運転致死傷） 
第２条 次に掲げる行為を行い、よって、人を負
傷させた者は15年以下の懲役に処し、人を死亡
させた者は１年以上の有期懲役に処する。 
一 アルコール又は薬物の影響により正常な運
転が困難な状態で自動車を走行させる行為 

二 その進行を制御することが困難な高速度で
自動車を走行させる行為 

三 その進行を制御する技能を有しないで自動
車を走行させる行為 

四 人又は車の通行を妨害する目的で、走行中
の自動車の直前に進入し、その他通行中の人
又は車に著しく接近し、かつ、重大な交通の
危険を生じさせる速度で自動車を運転する
行為 

五 車の通行を妨害する目的で、走行中の車 
 （重大な交通の危険が生じることとなる速度
で走行中のものに限る。）の前方で停止し、
その他これに著しく接近することとなる方
法で自動車を運転する行為 

六 高速自動車国道（高速自動車国道法（昭和
32年法律第79号）第４条第１項に規定する道
路をいう。）又は自動車専用道路（道路法（昭
和27年法律第180号）第48条の４に規定する
自動車専用道路をいう。）において、自動車
の通行を妨害する目的で、走行中の自動車の
前方で停止し、その他これに著しく接近する
こととなる方法で自動車を運転することに
より、走行中の自動車に停止又は徐行（自動
車が直ちに停止することができるような速
度で進行することをいう。）をさせる行為 

七 赤色信号又はこれに相当する信号を殊更に
無視し、かつ、重大な交通の危険を生じさせ
る速度で自動車を運転する行為 

八 通行禁止道路（道路標識若しくは道路標示
により、又はその他法令の規定により自動車
の通行が禁止されている道路又はその部分
であって、これを通行することが人又は車に
交通の危険を生じさせるものとして政令で
定めるものをいう。）を進行し、かつ、重大
な交通の危険を生じさせる速度で自動車を
運転する行為 

第３条 ①アルコール又は薬物の影響により、そ
の走行中に正常な運転に支障が生じるおそれが
ある状態で、自動車を運転し、よって、そのア
ルコール又は薬物の影響により正常な運転が困
難な状態に陥り、人を負傷させた者は12年以下
の懲役に処し、人を死亡させた者は15年以下の
懲役に処する。 

②自動車の運転に支障を及ぼすおそれがある病気
として政令で定めるものの影響により、その走
行中に正常な運転に支障が生じるおそれがある
状態で、自動車を運転し、よって、その病気の
影響により正常な運転が困難な状態に陥り、人
を死傷させた者も、前項と同様とする。 

（過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱） 
第４条 アルコール又は薬物の影響によりその走
行中に正常な運転に支障が生じるおそれがある

状態で自動車を運転した者が、運転上必要な注
意を怠り、よって人を死傷させた場合において、
その運転の時のアルコール又は薬物の影響の有
無又は程度が発覚することを免れる目的で、更
にアルコール又は薬物を摂取すること、その場
を離れて身体に保有するアルコール又は薬物の
濃度を減少させることその他その影響の有無又
は程度が発覚することを免れるべき行為をした
ときは、12年以下の懲役に処する。 

（過失運転致死傷） 
第５条 自動車の運転上必要な注意を怠り、よっ
て人を死傷させた者は、７年以下の懲役若しく
は禁錮又は100万円以下の罰金に処する。ただ
し、その傷害が軽いときは、情状により、その
刑を免除することができる。 

（無免許運転による加重） 
第６条 ①第２条（第３号を除く。）の罪を犯した
者（人を負傷させた者に限る。）が、その罪を犯
した時に無免許運転をしたものであるときは、
６月以上の有期懲役に処する。 

②第３条の罪を犯した者が、その罪を犯した時に
無免許運転をしたものであるときは、人を負傷
させた者は15年以下の懲役に処し、人を死亡さ
せた者は６月以上の有期懲役に処する。 

③第４条の罪を犯した者が、その罪を犯した時に
無免許運転をしたものであるときは、15年以下
の懲役に処する。 

④前条の罪を犯した者が、その罪を犯した時に無
免許運転をしたものであるときは、10年以下の
懲役に処する。 

 

 10．自動車損害賠償保障法（自賠法）  

（定義） 
第２条 ①この法律で「自動車」とは、道路運送
車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項
に規定する自動車（農耕作業の用に供すること
を目的として製作した小型特殊自動車を除く。）
及び同条第３項に規定する原動機付自転車をい
う。 

②この法律で「運行」とは、人又は物を運送する
としないとにかかわらず、自動車を当該装置の
用い方に従い用いることをいう。 

③この法律で「保有者」とは、自動車の所有者そ
の他自動車を使用する権利を有する者で、自己
のために自動車を運行の用に供するものをいう。 

④この法律で「運転者」とは、他人のために自動
車の運転又は運転の補助に従事する者をいう。 

（自動車損害賠償責任） 
第３条 自己のために自動車を運行の用に供する
者は、その運行によつて他人の生命又は身体を
害したときは、これによつて生じた損害を賠償
する責に任ずる。ただし、自己及び運転者が自
動車の運行に関し注意を怠らなかつたこと、被
害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失が
あつたこと並びに自動車に構造上の欠陥又は機
能の障害がなかつたことを証明したときは、こ
の限りでない。 

（責任保険又は責任共済の契約の締結強制） 
第５条 自動車は、これについてこの法律で定め
る自動車損害賠償責任保険（以下「責任保険」
という。）又は自動車損害賠償責任共済（以下「責
任共済」という。）の契約が締結されているもの
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でなければ、運行の用に供してはならない。 
（免責） 
第14条 保険会社は、第82条の３に規定する場合
を除き、保険契約者又は被保険者の悪意によつ
て生じた損害についてのみ、てん補の責めを免
れる。 

（保険会社に対する損害賠償額の請求） 
第16条 ①第３条の規定による保有者の損害賠償
の責任が発生したときは、被害者は、政令で定
めるところにより、保険会社に対し、保険金額
の限度において、損害賠償額の支払をなすべき
ことを請求することができる。 

②被保険者が被害者に損害の賠償をした場合にお
いて、保険会社が被保険者に対してその損害を
てん補したときは、保険会社は、そのてん補し
た金額の限度において、被害者に対する前項の
支払の義務を免かれる。 

③第１項の規定により保険会社が被害者に対して
損害賠償額の支払をしたときは、保険契約者又
は被保険者の悪意によつて損害が生じた場合を
除き、保険会社が、責任保険の契約に基づき被
保険者に対して損害をてん補したものとみなす。 

④保険会社は、保険契約者又は被保険者の悪意に
よつて損害が生じた場合において、第１項の規
定により被害者に対して損害賠償額の支払をし
たときは、その支払つた金額について、政府に
対して補償を求めることができる。 

（被害者に対する仮渡金） 
第17条 ①保有者が、責任保険の契約に係る自動
車の運行によつて他人の生命又は身体を害した
ときは、被害者は、政令で定めるところにより、
保険会社に対し、政令で定める金額を第16条第
１項の規定による損害賠償額の支払のための仮
渡金として支払うべきことを請求することがで
きる。 

②保険会社は、前項の請求があつたときは、遅滞
なく、請求に係る金額を支払わなければならな
い。 

③保険会社は、第１項の仮渡金の金額が支払うべ
き損害賠償額を超えた場合には、その超えた金
額の返還を請求することができる。 

④保険会社は、保有者の損害賠償の責任が発生し
なかつた場合において、第１項の仮渡金を支払
つたときは、その支払つた金額について、政府
に対して補償を求めることができる。 

（自動車損害賠償保障事業） 
第71条 政府は、この法律の規定により、自動車
事故対策事業として、次条第１項に規定する自
動車損害賠償保障事業及び第77条の２第１項
に規定する被害者保護増進等事業を行う。 

 

11．失火ノ責任ニ関スル法律（失火責

任法） 

民法第709条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用
セス但シ失火者ニ重大ナル過失アリタルトキハ
此ノ限ニ在ラス 

 

 12．製造物責任法（ＰＬ法）      

（目的） 
第１条 この法律は、製造物の欠陥により人の生
命、身体又は財産に係る被害が生じた場合にお
ける製造業者等の損害賠償の責任について定め
ることにより、被害者の保護を図り、もって国
民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄
与することを目的とする。 

（定義） 
第２条 ①この法律において「製造物」とは、製
造又は加工された動産をいう。 

②この法律において「欠陥」とは、当該製造物の
特性、その通常予見される使用形態、その製造
業者等が当該製造物を引き渡した時期その他の
当該製造物に係る事情を考慮して、当該製造物
が通常有すべき安全性を欠いていることをいう。 

③この法律において「製造業者等」とは、次のい
ずれかに該当する者をいう。 
一 当該製造物を業として製造、加工又は輸入
した者（以下単に「製造業者」という。） 

二 自ら当該製造物の製造業者として当該製造
物にその氏名、商号、商標その他の表示（以
下「氏名等の表示」という。）をした者又は
当該製造物にその製造業者と誤認させるよ
うな氏名等の表示をした者 

三 前号に掲げる者のほか､当該製造物の製造､ 
加工、輸入又は販売に係る形態その他の事情
からみて、当該製造物にその実質的な製造業
者と認めることができる氏名等の表示をし
た者 

（製造物責任） 
第３条 製造業者等は、その製造、加工、輸入又
は前条第３項第２号若しくは第３号の氏名等の
表示をした製造物であって、その引き渡したも
のの欠陥により他人の生命、身体又は財産を侵
害したときは、これによって生じた損害を賠償
する責めに任ずる。ただし、その損害が当該製
造物についてのみ生じたときは、この限りでな
い。 

（免責事由） 
第４条 前条の場合において、製造業者等は、次
の各号に掲げる事項を証明したときは、同条に
規定する賠償の責めに任じない。 
一 当該製造物をその製造業者等が引き渡した
時における科学又は技術に関する知見によ
っては、当該製造物にその欠陥があることを
認識することができなかったこと。 

二 当該製造物が他の製造物の部品又は原材料
として使用された場合において、その欠陥が
専ら当該他の製造物の製造業者が行った設
計に関する指示に従ったことにより生じ、か
つ、その欠陥が生じたことにつき過失がない
こと。 

（消滅時効） 
第５条 ①第３条に規定する損害賠償の請求権 
 は、次に掲げる場合には、時効によって消滅す
る。 
一 被害者又はその法定代理人が損害及び賠償
義務者を知った時から３年間行使しないと
き。 

二 その製造業者等が当該製造物を引き渡した
時から10年を経過したとき。 
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②人の生命又は身体を侵害した場合における損害
賠償の請求権の消滅時効についての前項第１号
の規定の適用については、同号中「３年間」と
あるのは、「５年間」とする。 

③第１項第２号の期間は、身体に蓄積した場合に
人の健康を害することとなる物質による損害又
は一定の潜伏期間が経過した後に症状が現れる
損害については、その損害が生じた時から起算
する。 

（民法の適用） 
第６条 製造物の欠陥による製造業者等の損害賠
償の責任については、この法律の規定によるほ
か、民法（明治29年法律第89号）の規定による。 

 

 13．日本国憲法            

（国及び公共団体の賠償責任） 
第17条 何人も、公務員の不法行為により、損害
を受けたときは、法律の定めるところにより、
国又は公共団体に、その賠償を求めることがで
きる。 

（生存権） 
第25条 ①すべて国民は、健康で文化的な最低限
度の生活を営む権利を有する。 

 （以下省略） 
 

 14．国家賠償法（国賠法）       

（公権力の行使に基づく損害の賠償責任、求償権） 
第１条 ①国又は公共団体の公権力の行使に当る
公務員が、その職務を行うについて、故意又は
過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、
国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。 

②前項の場合において、公務員に故意又は重大な
過失があつたときは、国又は公共団体は、その
公務員に対して求償権を有する。 

（公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく損害の賠
償責任、求償権） 
第２条 ①道路、河川その他の公の営造物の設置
又は管理に瑕疵があつたために他人に損害を生
じたときは、国又は公共団体は、これを賠償す
る責に任ずる。 

②前項の場合において、他に損害の原因について
責に任ずべき者があるときは、国又は公共団体
は、これに対して求償権を有する。 

 

 15．大気汚染防止法          

（無過失責任） 
第25条 ①工場又は事業場における事業活動に伴
う健康被害物質（ばい煙、特定物質又は粉じん
で、生活環境のみに係る被害を生ずるおそれが
ある物質として政令で定めるもの以外のものを
いう。以下この章において同じ。）の大気中への
排出（飛散を含む。以下この章において同じ。）
により、人の生命又は身体を害したときは、当
該排出に係る事業者は、これによつて生じた損
害を賠償する責めに任ずる。 

②一の物質が新たに健康被害物質となつた場合に
は、前項の規定は、その物質が健康被害物質と
なつた日以後の当該物質の排出による損害につ
いて適用する。 

 

 16．水質汚濁防止法          

（無過失責任） 
第19条 ①工場又は事業場における事業活動に伴
う有害物質の汚水又は廃液に含まれた状態での
排出又は地下への浸透により、人の生命又は身
体を害したときは、当該排出又は地下への浸透
に係る事業者は、これによつて生じた損害を賠
償する責めに任ずる。 

②一の物質が新たに有害物質となつた場合には、
前項の規定は、その物質が有害物質となつた日
以後の当該物質の汚水又は廃液に含まれた状態
での排出又は地下への浸透による損害について
適用する。 

 

 17．労働者災害補償保険法       

（保険給付） 
第７条 ①この法律による保険給付は、次に掲げ
る保険給付とする。 
一 労働者の業務上の負傷、疾病、障害又は死
亡（以下「業務災害」という。）に関する保
険給付 

二 複数事業労働者（これに類する者として厚
生労働省令で定めるものを含む。以下同じ。）
の２以上の事業の業務を要因とする負傷、疾
病、障害又は死亡（以下「複数業務要因災害」
という。）に関する保険給付（前号に掲げる
ものを除く。以下同じ。） 

三 労働者の通勤による負傷、疾病、障害又は
死亡（以下「通勤災害」という。）に関する
保険給付 

四 二次健康診断等給付 
②前項第３号の通勤とは、労働者が、就業に関し、
次に掲げる移動を、合理的な経路及び方法によ
り行うことをいい、業務の性質を有するものを
除くものとする。 
一 住居と就業の場所との間の往復 
二 厚生労働省令で定める就業の場所から他の
就業の場所への移動 

三 第１号に掲げる往復に先行し、又は後続す
る住居間の移動（厚生労働省令で定める要件
に該当するものに限る。） 

③労働者が、前項各号に掲げる移動の経路を逸脱
し、又は同項各号に掲げる移動を中断した場合
においては、当該逸脱又は中断の間及びその後
の同項各号に掲げる移動は、第１項第３号の通
勤としない。ただし、当該逸脱又は中断が、日
常生活上必要な行為であつて厚生労働省令で定
めるものをやむを得ない事由により行うための
最小限度のものである場合は、当該逸脱又は中
断の間を除き、この限りでない。 

 

 18．労働基準法            

（他の法律との関係） 
第84条 ①この法律に規定する災害補償の事由に
ついて、労働者災害補償保険法（昭和22年法律
第50号）又は厚生労働省令で指定する法令に基
づいてこの法律の災害補償に相当する給付が行
なわれるべきものである場合においては、使用
者は、補償の責を免れる。 

②使用者は、この法律による補償を行つた場合に
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おいては、同一の事由については、その価額の
限度において民法による損害賠償の責を免れる。 

 

 19．民事執行法            

（不動産執行の方法） 
第43条 ①不動産（登記することができない土地
の定着物を除く。以下この節において同じ。）に
対する強制執行（以下「不動産執行」という。）
は、強制競売又は強制管理の方法により行う。
これらの方法は、併用することができる。 

②金銭の支払を目的とする債権についての強制執
行については、不動産の共有持分、登記された
地上権及び永小作権並びにこれらの権利の共有
持分は、不動産とみなす。 

（開始決定等） 
第45条 ①執行裁判所は、強制競売の手続を開始
するには、強制競売の開始決定をし、その開始
決定において、債権者のために不動産を差し押
さえる旨を宣言しなければならない。 

②前項の開始決定は、債務者に送達しなければな
らない。 

③強制競売の申立てを却下する裁判に対しては、
執行抗告をすることができる。 

（債権執行の開始） 
第143条 金銭の支払又は船舶若しくは動産の引
渡しを目的とする債権（動産執行の目的となる
有価証券が発行されている債権を除く。以下こ
の節において「債権」という。）に対する強制執
行（第167条の２第２項に規定する少額訴訟債
権執行を除く。以下この節において「債権執行」
という。）は、執行裁判所の差押命令により開始
する。 

（不動産の引渡し等の強制執行） 
第168条 ①不動産等（不動産又は人の居住する
船舶等をいう。以下この条及び次条において同
じ。）の引渡し又は明渡しの強制執行は、執行官
が債務者の不動産等に対する占有を解いて債権
者にその占有を取得させる方法により行う。 

②執行官は、前項の強制執行をするため同項の不
動産等の占有者を特定する必要があるときは、
当該不動産等に在る者に対し、当該不動産等又
はこれに近接する場所において、質問をし、又
は文書の提示を求めることができる。 

③第１項の強制執行は、債権者又はその代理人が
執行の場所に出頭したときに限り、することが
できる。 

④執行官は、第１項の強制執行をするに際し、債
務者の占有する不動産等に立ち入り、必要があ
るときは、閉鎖した戸を開くため必要な処分を
することができる。 

⑤執行官は、第１項の強制執行においては、その
目的物でない動産を取り除いて、債務者、その
代理人又は同居の親族若しくは使用人その他の
従業者で相当のわきまえのあるものに引き渡さ
なければならない。この場合において、その動
産をこれらの者に引き渡すことができないとき
は、執行官は、最高裁判所規則で定めるところ
により、これを売却することができる。 

⑥執行官は、前項の動産のうちに同項の規定によ
る引渡し又は売却をしなかつたものがあるとき
は、これを保管しなければならない。この場合
においては、前項後段の規定を準用する。 

⑦前項の規定による保管の費用は、執行費用とす
る。 

⑧第５項（第６項後段において準用する場合を含
む。）の規定により動産を売却したときは、執行
官は、その売得金から売却及び保管に要した費
用を控除し、その残余を供託しなければならな
い。 

⑨第57条第５項の規定は、第１項の強制執行につ
いて準用する。 

（動産の引渡しの強制執行） 
第169条 ①第168条第１項に規定する動産以外の
動産（有価証券を含む。）の引渡しの強制執行は、
執行官が債務者からこれを取り上げて債権者に
引き渡す方法により行う。 

②第122条第２項、第123条第２項及び第168条第
５項から第８項までの規定は、前項の強制執行
について準用する。 

（代替執行） 
第171条 ①次の各号に掲げる強制執行は、執行
裁判所がそれぞれ当該各号に定める旨を命ずる
方法により行う。 
一 作為を目的とする債務についての強制執行 
債務者の費用で第三者に当該作為をさせる
こと。 

二 不作為を目的とする債務についての強制執
行 債務者の費用で、債務者がした行為の結
果を除去し、又は将来のため適当な処分をす
べきこと。 

 （以下省略） 
（間接強制） 
第172条 ①作為又は不作為を目的とする債務で
前条第１項の強制執行ができないものについて
の強制執行は、執行裁判所が、債務者に対し、
遅延の期間に応じ、又は相当と認める一定の期
間内に履行しないときは直ちに、債務の履行を
確保するために相当と認める一定の額の金銭を
債権者に支払うべき旨を命ずる方法により行う。 

②事情の変更があつたときは、執行裁判所は、申
立てにより、前項の規定による決定を変更する
ことができる。 

③執行裁判所は、前２項の規定による決定をする
場合には、申立ての相手方を審尋しなければな
らない。 

④第１項の規定により命じられた金銭の支払があ
つた場合において、債務不履行により生じた損
害の額が支払額を超えるときは、債権者は、そ
の超える額について損害賠償の請求をすること
を妨げられない。 

⑤第１項の強制執行の申立て又は第２項の申立て
についての裁判に対しては、執行抗告をするこ
とができる。 

⑥前条第２項の規定は、第１項の執行裁判所につ
いて準用する。 

 

 20．民事訴訟法            

（訴訟告知） 
第53条 ①当事者は、訴訟の係属中、参加するこ
とができる第三者にその訴訟の告知をすること
ができる。 

②訴訟告知を受けた者は、更に訴訟告知をするこ
とができる。 

③訴訟告知は、その理由及び訴訟の程度を記載し
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た書面を裁判所に提出してしなければならない。 
④訴訟告知を受けた者が参加しなかった場合にお
いても、第46条の規定の適用については、参加
することができた時に参加したものとみなす。 

＜第４項、第５項は2022（令和４）年５月25日か
ら４年以内に施行予定＞ 
（和解の試み等） 
第89条 ①裁判所は、訴訟がいかなる程度にある
かを問わず、和解を試み、又は受命裁判官若し
くは受託裁判官に和解を試みさせることができ
る。 

②裁判所は、相当と認めるときは、当事者の意見
を聴いて、最高裁判所規則で定めるところによ
り、裁判所及び当事者双方が音声の送受信によ
り同時に通話をすることができる方法によって、
和解の期日における手続を行うことができる。 

③前項の期日に出頭しないで同項の手続に関与し
た当事者は、その期日に出頭したものとみなす。 

④第148条、第150条、第154条及び第155条の規定
は、和解の手続について準用する。 

⑤受命裁判官又は受託裁判官が和解の試みを行う
場合には、第２項の規定並びに前項において準
用する第148条、第154条及び第155条の規定に
よる裁判所及び裁判長の職務は、その裁判官が
行う。 

（仮執行の宣言） 
第259条 ①財産権上の請求に関する判決につい
ては、裁判所は、必要があると認めるときは、
申立てにより又は職権で、担保を立てて、又は
立てないで仮執行をすることができることを宣
言することができる。 

②手形又は小切手による金銭の支払の請求及びこ
れに附帯する法定利率による損害賠償の請求に
関する判決については、裁判所は、職権で、担
保を立てないで仮執行をすることができること
を宣言しなければならない。ただし、裁判所が
相当と認めるときは、仮執行を担保を立てるこ
とに係らしめることができる。 

③裁判所は、申立てにより又は職権で、担保を立
てて仮執行を免れることができることを宣言す
ることができる。 

④仮執行の宣言は、判決の主文に掲げなければな
らない。前項の規定による宣言についても、同
様とする。 

⑤仮執行の宣言の申立てについて裁判をしなかっ
たとき、又は職権で仮執行の宣言をすべき場合
においてこれをしなかったときは、裁判所は、
申立てにより又は職権で、補充の決定をする。
第３項の申立てについて裁判をしなかったとき
も、同様とする。 

⑥第76条、第77条、第79条及び第80条の規定は、
第１項から第３項までの担保について準用する。 

（仮執行の宣言の失効及び原状回復等） 
第260条 ①仮執行の宣言は、その宣言又は本案
判決を変更する判決の言渡しにより、変更の限
度においてその効力を失う。 

②本案判決を変更する場合には、裁判所は、被告
の申立てにより、その判決において、仮執行の
宣言に基づき被告が給付したものの返還及び仮
執行により又はこれを免れるために被告が受け
た損害の賠償を原告に命じなければならない。  

③仮執行の宣言のみを変更したときは、後に本案
判決を変更する判決について、前項の規定を適

用する。 
（裁判所等が定める和解条項） 
第265条 ①裁判所又は受命裁判官若しくは受託
裁判官は、当事者の共同の申立てがあるときは、
事件の解決のために適当な和解条項を定めるこ
とができる。 

②前項の申立ては､書面でしなければならない｡ 
この場合においては、その書面に同項の和解条
項に服する旨を記載しなければならない。 

③第１項の規定による和解条項の定めは、口頭弁
論等の期日における告知その他相当と認める方
法による告知によってする。 

④当事者は、前項の告知前に限り、第１項の申立
てを取り下げることができる。この場合におい
ては、相手方の同意を得ることを要しない。 

⑤第３項の告知が当事者双方にされたときは、当
事者間に和解が調ったものとみなす。 

＜2022（令和４）年５月25日から４年以内に施行
予定＞ 
（和解等に係る電子調書の効力） 
第267条 ①裁判所書記官が、和解又は請求の放
棄若しくは認諾について電子調書を作成し、こ
れをファイルに記録したときは、その記録は、
確定判決と同一の効力を有する。 

②前項の規定によりファイルに記録された電子調
書は、当事者に送達しなければならない。この
場合においては、第255条第２項の規定を準用
する。 

 
（和解調書等の効力） 
第267条 和解又は請求の放棄若しくは認諾
を調書に記載したときは、その記載は、確
定判決と同一の効力を有する。 

 
（訴え提起前の和解） 
第275条 ①民事上の争いについては、当事者は、 
請求の趣旨及び原因並びに争いの実情を表示し
て、相手方の普通裁判籍の所在地を管轄する簡
易裁判所に和解の申立てをすることができる。 

②前項の和解が調わない場合において、和解の期
日に出頭した当事者双方の申立てがあるときは、
裁判所は、直ちに訴訟の弁論を命ずる。この場
合においては、和解の申立てをした者は、その
申立てをした時に、訴えを提起したものとみな
し、和解の費用は、訴訟費用の一部とする。 

③申立人又は相手方が第１項の和解の期日に出頭
しないときは、裁判所は、和解が調わないもの
とみなすことができる。 

④第１項の和解については、第264条及び第265条
の規定は、適用しない。 

（少額訴訟の要件等） 
第368条 ①簡易裁判所においては、訴訟の目的
の価額が60万円以下の金銭の支払の請求を目
的とする訴えについて、少額訴訟による審理及
び裁判を求めることができる。ただし、同一の
簡易裁判所において同一の年に最高裁判所規則
で定める回数を超えてこれを求めることができ
ない。 

②少額訴訟による審理及び裁判を求める旨の申述
は、訴えの提起の際にしなければならない。 

③前項の申述をするには、当該訴えを提起する簡易
裁判所においてその年に少額訴訟による審理及
び裁判を求めた回数を届け出なければならない。 
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（一期日審理の原則） 
第370条 ①少額訴訟においては、特別の事情が
ある場合を除き、最初にすべき口頭弁論の期日
において、審理を完了しなければならない。 

②当事者は、前項の期日前又はその期日において、
すべての攻撃又は防御の方法を提出しなければ
ならない。ただし、口頭弁論が続行されたとき
は、この限りでない。 

（証拠調べの制限） 
第371条 証拠調べは、即時に取り調べることが
できる証拠に限りすることができる。 

 

 21．民事調停法            

（この法律の目的） 
第１条 この法律は、民事に関する紛争につき、
当事者の互譲により、条理にかない実情に即し
た解決を図ることを目的とする。 

（管轄） 
第３条 ①調停事件は、特別の定めがある場合を
除いて、相手方の住所、居所、営業所若しくは
事務所の所在地を管轄する簡易裁判所又は当事
者が合意で定める地方裁判所若しくは簡易裁判
所の管轄とする。 
（以下省略） 

（調停の成立・効力） 
第16条 調停において当事者間に合意が成立し、
これを調書に記載したときは、調停が成立した
ものとし、その記載は、裁判上の和解と同一の
効力を有する。 

 

22．裁判外紛争解決手続の利用の促進

に関する法律（ＡＤＲ法） 

（目的） 
第１条 この法律は、内外の社会経済情勢の変化
に伴い、裁判外紛争解決手続（訴訟手続によら
ずに民事上の紛争の解決をしようとする紛争の
当事者のため、公正な第三者が関与して、その
解決を図る手続をいう。以下同じ。）が、第三者
の専門的な知見を反映して紛争の実情に即した
迅速な解決を図る手続として重要なものとなっ
ていることに鑑み、裁判外紛争解決手続につい
ての基本理念及び国等の責務を定めるとともに、
民間紛争解決手続の業務に関し、認証の制度を
設け、併せて時効の完成猶予等に係る特例を定
めてその利便の向上を図ること等により、紛争
の当事者がその解決を図るのにふさわしい手続
を選択することを容易にし、もって国民の権利
利益の適切な実現に資することを目的とする。 

（特定和解の執行決定） 
第27条の２ ①特定和解に基づいて民事執行をし
ようとする当事者は、債務者を被申立人として、
裁判所に対し、執行決定（特定和解に基づく民事
執行を許す旨の決定をいう。以下この章において
同じ。）を求める申立てをしなければならない。 
 （以下省略） 
（適用除外） 
第27条の３ 前条の規定は、次に掲げる特定和解
については、適用しない。 
一 消費者（消費者契約法（平成12年法律第61
号）第２条第１項に規定する消費者をいう。）
と事業者（同条第２項に規定する事業者をい

う。）との間で締結される契約に関する紛争
に係る特定和解 

二 個別労働関係紛争（個別労働関係紛争の解
決の促進に関する法律（平成13年法律第112
号）第１条に規定する個別労働関係紛争をい
う。）に係る特定和解 

 （以下省略） 
 

 23．戸籍法              

（届出地） 
第25条 ①届出は、届出事件の本人の本籍地又は
届出人の所在地でこれをしなければならない。 

②外国人に関する届出は、届出人の所在地でこれ
をしなければならない。 

（死亡届） 
第86条 ①死亡の届出は、届出義務者が、死亡の
事実を知つた日から７日以内（国外で死亡があ
つたときは、その事実を知つた日から３箇月以
内）に、これをしなければならない。 

②届書には、次の事項を記載し、診断書又は検案
書を添付しなければならない。 
一 死亡の年月日時分及び場所 
二 その他法務省令で定める事項 

③やむを得ない事由によつて診断書又は検案書を
得ることができないときは、死亡の事実を証す
べき書面を以てこれに代えることができる。こ
の場合には、届書に診断書又は検案書を得るこ
とができない事由を記載しなければならない。 

（届出義務者） 
第87条 ①次の者は、その順序に従つて、死亡の
届出をしなければならない。ただし、順序にか
かわらず届出をすることができる。 
第一 同居の親族 
第二 その他の同居者 
第三 家主、地主又は家屋若しくは土地の管理

人 
②死亡の届出は、同居の親族以外の親族、後見人、
保佐人、補助人、任意後見人及び任意後見受任
者も、これをすることができる。 

（届出地） 
第88条 ①死亡の届出は、死亡地でこれをするこ
とができる。 

②死亡地が明らかでないときは死体が最初に発見
された地で、汽車その他の交通機関の中で死亡
があつたときは死体をその交通機関から降ろし
た地で、航海日誌を備えない船舶の中で死亡が
あつたときはその船舶が最初に入港した地で、
死亡の届出をすることができる。 

 

24．一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律 

（贈与又は遺贈に関する規定の準用） 
第158条 ①生前の処分で財産の拠出をするとき
は、その性質に反しない限り、民法の贈与に関
する規定を準用する。 

②遺言で財産の拠出をするときは、その性質に反
しない限り、民法の遺贈に関する規定を準用す
る。 
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25．法務局における遺言書の保管等に

関する法律（遺言書保管法） 

（遺言書保管所） 
第２条 ①遺言書の保管に関する事務は、法務大
臣の指定する法務局が、遺言書保管所としてつ
かさどる。 

②前項の指定は、告示してしなければならない。 
（遺言書保管官） 
第３条 遺言書保管所における事務は、遺言書保
管官（遺言書保管所に勤務する法務事務官のう
ちから、法務局又は地方法務局の長が指定する
者をいう。以下同じ。）が取り扱う。 

（遺言書の保管の申請） 
第４条 ①遺言者は、遺言書保管官に対し、遺言
書の保管の申請をすることができる。 

② 前項の遺言書は、法務省令で定める様式に従
って作成した無封のものでなければならない。 

⑥ 遺言者が第１項の申請をするときは、遺言書
保管所に自ら出頭して行わなければならない。 

 （その他の項は省略） 
（遺言書に係る情報の管理） 
第７条 ①遺言書保管官は、前条第１項の規定に
より保管する遺言書について、次項に定めると
ころにより、当該遺言書に係る情報の管理をし
なければならない。 

② 遺言書に係る情報の管理は、磁気ディスク（こ
れに準ずる方法により一定の事項を確実に記録
することができる物を含む。）をもって調製する
遺言書保管ファイルに、次に掲げる事項を記録
することによって行う。 
一 遺言書の画像情報 
二 第４条第４項第１号から第３号までに掲げ
る事項 

三 遺言書の保管を開始した年月日 
四 遺言書が保管されている遺言書保管所の名
称及び保管番号 

③前条第５項の規定は、前項の規定による遺言書
に係る情報の管理について準用する。この場合
において、同条第５項中「廃棄する」とあるの
は、「消去する」と読み替えるものとする。 

（遺言書の検認の適用除外） 
第11条 民法第1004条第１項の規定は、遺言書保
管所に保管されている遺言書については、適用
しない。 

 

 26．道路交通法（道交法）       

（目的） 
第１条 この法律は、道路における危険を防止し、
その他交通の安全と円滑を図り、及び道路の交
通に起因する障害の防止に資することを目的と
する。 

＜第１項第17号については2024（令和６）年５月
24日から６か月以内に施行予定＞ 
（定義） 
第２条 ①この法律において、次の各号に掲げる
用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。 
十一 軽車両 次に掲げるものであつて、移動
用小型車、身体障害者用の車及び歩行補助車
等以外のもの（遠隔操作（車から離れた場所
から当該車に電気通信技術を用いて指令を

与えることにより当該車の操作をすること
（当該操作をする車に備えられた衝突を防
止するために自動的に当該車の通行を制御
する装置を使用する場合を含む。）をいう。
以下同じ。）により通行させることができる
ものを除く。）をいう。 
イ 自転車、荷車その他人若しくは動物の力
により、又は他の車両に牽引され、かつ、
レールによらないで運転する車（そり及び
牛馬を含み、小児用の車（小児が用いる小
型の車であつて、歩きながら用いるもの以
外のものをいう。次号及び第３項第１号に
おいて同じ。）を除く。） 

ロ 原動機を用い、かつ、レール又は架線に
よらないで運転する車であつて、車体の大
きさ及び構造を勘案してイに準ずるもの
として内閣府令で定めるもの 

十一の二 自転車 ペダル又はハンド・クラン
クを用い、かつ、人の力により運転する二輪
以上の車（レールにより運転する車を除く。）
であつて、身体障害者用の車、小児用の車及
び歩行補助車等以外のもの（原動機を用いる
ものにあつては、人の力を補うため原動機を
用いるものであつて内閣府令で定める基準
に該当するものを含み、移動用小型車及び遠
隔操作により通行させることができるもの
を除く。）をいう。 

十一の三 移動用小型車 人の移動の用に供す
るための原動機を用いる小型の車（遠隔操作
により通行させることができるものを除
く。）であつて、車体の大きさ及び構造が他
の歩行者の通行を妨げるおそれのないもの
として内閣府令で定める基準に該当するも
ののうち、身体障害者用の車以外のものをい
う。 

十一の四 身体障害者用の車 身体の障害によ
り歩行が困難な者の移動の用に供するため
の車（原動機を用いるものにあつては、内閣
府令で定める基準に該当するものに限り、遠
隔操作により通行させることができるもの
を除く。）をいう。 

十一の五 遠隔操作型小型車 人又は物の運送
の用に供するための原動機を用いる小型の
車であつて遠隔操作により通行させること
ができるもののうち、車体の大きさ及び構造
が歩行者の通行を妨げるおそれのないもの
として内閣府令で定める基準に該当するも
のであり、かつ、内閣府令で定める基準に適
合する非常停止装置を備えているものをい
う。 

十七 運転 道路において、車両又は路面電車
（以下「車両等」という。）をその本来の用
い方に従つて用いること（原動機に加えてペ
ダルその他の人の力により走行させること
ができる装置を備えている自動車又は原動
機付自転車にあつては当該装置を用いて走
行させる場合を含み、特定自動運行を行う場
合を除く。）をいう。 

 
十七 運転 道路において、車両又は路面
電車（以下「車両等」という。）をその
本来の用い方に従つて用いること（特定
自動運行を行う場合を除く。）をいう。 
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十七の二 特定自動運行 道路において、自動
運行装置（当該自動運行装置を備えている自
動車が第62条に規定する整備不良車両に該
当することとなつたとき又は当該自動運行
装置の使用が当該自動運行装置に係る使用
条件（道路運送車両法第41条第２項に規定す
る条件をいう。以下同じ。）を満たさないこ
ととなつたときに、直ちに自動的に安全な方
法で当該自動車を停止させることができる
ものに限る。）を当該自動運行装置に係る使
用条件で使用して当該自動運行装置を備え
ている自動車を運行すること（当該自動車の
運行中の道路、交通及び当該自動車の状況に
応じて当該自動車の装置を操作する者がい
る場合のものを除く。）をいう。 
（その他省略） 

（信号機の信号等に従う義務） 
第７条 道路を通行する歩行者等又は車両等は、
信号機の表示する信号又は警察官等の手信号等
（前条第１項後段の場合においては、当該手信
号等）に従わなければならない。 

（通行の禁止等） 
第８条 ①歩行者等又は車両等は、道路標識等に
よりその通行を禁止されている道路又はその部
分を通行してはならない。 
（以下省略） 

（歩行者用道路を通行する車両の義務） 
第９条 車両は、歩行者の通行の安全と円滑を図
るため車両の通行が禁止されていることが道路
標識等により表示されている道路（第13条の２
において「歩行者用道路」という。）を、前条第
２項の許可を受け、又はその禁止の対象から除
外されていることにより通行するときは、特に
歩行者に注意して徐行しなければならない。 

（通行区分） 
第17条 ①車両は、歩道又は路側帯（以下この条
及び次条第１項において「歩道等」という。）と
車道の区別のある道路においては、車道を通行
しなければならない。ただし、道路外の施設又
は場所に出入するためやむを得ない場合におい
て歩道等を横断するとき、又は第47条第３項若
しくは第48条の規定により歩道等で停車し、若
しくは駐車するため必要な限度において歩道等
を通行するときは、この限りでない。 

④車両は、道路（歩道等と車道の区別のある道路
においては、車道。以下第９節の２までにおい
て同じ。）の中央（軌道が道路の側端に寄つて設
けられている場合においては当該道路の軌道敷
を除いた部分の中央とし、道路標識等による中
央線が設けられているときはその中央線の設け
られた道路の部分を中央とする。以下同じ。）か
ら左の部分（以下「左側部分」という。）を通行
しなければならない。 

⑥車両は、安全地帯又は道路標識等により車両の
通行の用に供しない部分であることが表示され
ているその他の道路の部分に入つてはならない。 
（その他の項は省略） 

（特例特定小型原動機付自転車等の路側帯通行） 
第17条の３ ①特例特定小型原動機付自転車及び
軽車両は、第17条第１項の規定にかかわらず、
著しく歩行者の通行を妨げることとなる場合を
除き、道路の左側部分に設けられた路側帯（特

例特定小型原動機付自転車及び軽車両の通行を
禁止することを表示する道路標示によつて区画
されたものを除く。）を通行することができる。 

②前項の場合において、特例特定小型原動機付自
転車及び軽車両は、歩行者の通行を妨げないよ
うな速度と方法で進行しなければならない。 

（踏切の通過） 
第33条 
②車両等は、踏切を通過しようとする場合におい
て、踏切の遮断機が閉じようとし、若しくは閉
じている間又は踏切の警報機が警報している間
は、当該踏切に入つてはならない。 
（その他の項は省略） 

（左折又は右折） 
第34条 
③特定小型原動機付自転車等は、右折するときは、
あらかじめその前からできる限り道路の左側端
に寄り、かつ、交差点の側端に沿つて徐行しな
ければならない。 
（その他の項は省略） 

（交差点における他の車両等との関係等） 
第36条 ①車両等は、交通整理の行なわれていな
い交差点においては、次項の規定が適用される
場合を除き、次の各号に掲げる区分に従い、当
該各号に掲げる車両等の進行妨害をしてはなら
ない。 
一 車両である場合 その通行している道路と
交差する道路（以下「交差道路」という。）
を左方から進行してくる車両及び交差道路
を通行する路面電車 

二 路面電車である場合 交差道路を左方から
進行してくる路面電車 

②車両等は、交通整理の行なわれていない交差点
においては、その通行している道路が優先道路
（道路標識等により優先道路として指定されて
いるもの及び当該交差点において当該道路にお
ける車両の通行を規制する道路標識等による中
央線又は車両通行帯が設けられている道路をい
う。以下同じ。）である場合を除き、交差道路が
優先道路であるとき、又はその通行している道
路の幅員よりも交差道路の幅員が明らかに広い
ものであるときは、当該交差道路を通行する車
両等の進行妨害をしてはならない。 

③車両等（優先道路を通行している車両等を除
く。）は、交通整理の行なわれていない交差点に
入ろうとする場合において、交差道路が優先道
路であるとき、又はその通行している道路の幅
員よりも交差道路の幅員が明らかに広いもので
あるときは、徐行しなければならない。 

④車両等は、交差点に入ろうとし、及び交差点内
を通行するときは、当該交差点の状況に応じ、
交差道路を通行する車両等、反対方向から進行
してきて右折する車両等及び当該交差点又はそ
の直近で道路を横断する歩行者に特に注意し、
かつ、できる限り安全な速度と方法で進行しな
ければならない。 

第37条 車両等は、交差点で右折する場合におい
て、当該交差点において直進し、又は左折しよ
うとする車両等があるときは、当該車両等の進
行妨害をしてはならない。 

（環状交差点における他の車両等との関係等） 
第37条の２ ①車両等は、環状交差点においては、
第36条第１項及び第２項並びに前条の規定に
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かかわらず、当該環状交差点内を通行する車両
等の進行妨害をしてはならない。 

②車両等は、環状交差点に入ろうとするときは、
第36条第３項の規定にかかわらず、徐行しなけ
ればならない。 

③車両等は、環状交差点に入ろうとし、及び環状
交差点内を通行するときは、第36条第４項の規
定にかかわらず、当該環状交差点の状況に応じ、
当該環状交差点に入ろうとする車両等、当該環
状交差点内を通行する車両等及び当該環状交差
点又はその直近で道路を横断する歩行者に特に
注意し、かつ、できる限り安全な速度と方法で
進行しなければならない。 

（指定場所における一時停止） 
第43条 車両等は、交通整理が行なわれていない
交差点又はその手前の直近において、道路標識
等により一時停止すべきことが指定されている
ときは、道路標識等による停止線の直前（道路
標識等による停止線が設けられていない場合に
あつては、交差点の直前）で一時停止しなけれ
ばならない。この場合において、当該車両等は、
第36条第２項の規定に該当する場合のほか、交
差道路を通行する車両等の進行妨害をしてはな
らない。 

（普通自転車の歩道通行） 
第63条の４ ①普通自転車は、次に掲げるとき 
 は、第17条第１項の規定にかかわらず、歩道を
通行することができる。ただし、警察官等が歩
行者の安全を確保するため必要があると認めて
当該歩道を通行してはならない旨を指示したと
きは、この限りでない。 
一 道路標識等により普通自転車が当該歩道を
通行することができることとされていると
き。 

二 当該普通自転車の運転者が、児童、幼児そ
の他の普通自転車により車道を通行するこ
とが危険であると認められるものとして政
令で定める者であるとき。 

三 前２号に掲げるもののほか、車道又は交通
の状況に照らして当該普通自転車の通行の
安全を確保するため当該普通自転車が歩道
を通行することがやむを得ないと認められ
るとき。 

②前項の場合において、普通自転車は、当該歩道
の中央から車道寄りの部分（道路標識等により
普通自転車が通行すべき部分として指定された
部分（以下この項において「普通自転車通行指
定部分」という。）があるときは、当該普通自転
車通行指定部分）を徐行しなければならず、ま
た、普通自転車の進行が歩行者の通行を妨げる
こととなるときは、一時停止しなければならな
い。ただし、普通自転車通行指定部分について
は、当該普通自転車通行指定部分を通行し、又
は通行しようとする歩行者がないときは、歩道
の状況に応じた安全な速度と方法で進行するこ
とができる。 

（自転車の制動装置等） 
第63条の９ ①自転車の運転者は、内閣府令で定
める基準に適合する制動装置を備えていないた
め交通の危険を生じさせるおそれがある自転車
を運転してはならない。 
（以下省略） 

（自転車の運転者等の遵守事項） 

第63条の11 ①自転車の運転者は、乗車用ヘルメ
ットをかぶるよう努めなければならない。 

②自転車の運転者は、他人を当該自転車に乗車さ
せるときは、当該他人に乗車用ヘルメットをか
ぶらせるよう努めなければならない。 

③児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童
又は幼児が自転車を運転するときは、当該児童
又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう
努めなければならない。 

（酒気帯び運転等の禁止） 
第65条 ①何人も、酒気を帯びて車両等を運転し
てはならない。 

②何人も、酒気を帯びている者で、前項の規定に
違反して車両等を運転することとなるおそれが
あるものに対し、車両等を提供してはならない。 

③何人も、第１項の規定に違反して車両等を運転
することとなるおそれがある者に対し、酒類を
提供し、又は飲酒をすすめてはならない。 

④何人も、車両（トロリーバス及び旅客自動車運
送事業の用に供する自動車で当該業務に従事中
のものその他の政令で定める自動車を除く。以
下この項、第117条の２の２第１項第６号及び
第117条の３の２第３号において同じ。）の運転
者が酒気を帯びていることを知りながら、当該
運転者に対し、当該車両を運転して自己を運送
することを要求し、又は依頼して、当該運転者
が第１項の規定に違反して運転する車両に同乗
してはならない。 

（安全運転の義務） 
第70条 車両等の運転者は、当該車両等のハンド
ル、ブレーキその他の装置を確実に操作し、か
つ、道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、
他人に危害を及ぼさないような速度と方法で運
転しなければならない。 

＜2024（令和６）年５月24日から６か月以内に施
行予定＞ 
（運転者の遵守事項） 
第71条 車両等の運転者は、次に掲げる事項を守
らなければならない。 
五の五 自動車、原動機付自転車又は自転車（以
下この号において「自動車等」という。）を運転す
る場合においては、当該自動車等が停止している
ときを除き、携帯電話用装置、自動車電話用装置
その他の無線通話装置（その全部又は一部を手で
保持しなければ送信及び受信のいずれをも行うこ
とができないものに限る。第118条第１項第４号
において「無線通話装置」という。）を通話（傷病
者の救護又は公共の安全の維持のため当該自動車
等の走行中に緊急やむを得ずに行うものを除く。
同号において同じ。）のために使用し、又は当該自
動車等に取り付けられ若しくは持ち込まれた画像
表示用装置（道路運送車両法第41条第１項第16号
若しくは第17号又は第44条第11号に規定する装
置であるものを除く。第118条第１項第４号にお
いて同じ。）に表示された画像を注視しないこと。 
 （その他の号は省略） 
 
（運転者の遵守事項） 
第71条 車両等の運転者は、次に掲げる事項
を守らなければならない。 
五の五 自動車又は原動機付自転車（以下
この号において「自動車等」という。）
を運転する場合においては、当該自動車
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等が停止しているときを除き、携帯電話
用装置、自動車電話用装置その他の無線
通話装置（その全部又は一部を手で保持
しなければ送信及び受信のいずれをも
行うことができないものに限る。第118
条第１項第４号において「無線通話装
置」という。）を通話（傷病者の救護又
は公共の安全の維持のため当該自動車
等の走行中に緊急やむを得ずに行うも
のを除く。同号において同じ。）のため
に使用し、又は当該自動車等に取り付け
られ若しくは持ち込まれた画像表示用
装置（道路運送車両法第41条第１項第16
号若しくは第17号又は第44条第11号に
規定する装置であるものを除く。第118
条第１項第４号において同じ。）に表示
された画像を注視しないこと。 

 （その他の号は省略） 
 
（普通自動車等の運転者の遵守事項） 
第71条の３ ①自動車（大型自動二輪車及び普通
自動二輪車を除く。以下この条において同じ。）
の運転者は、道路運送車両法第３章及びこれに
基づく命令の規定により当該自動車に備えなけ
ればならないこととされている座席ベルト（以
下「座席ベルト」という。）を装着しないで自動
車を運転してはならない。ただし、疾病のため
座席ベルトを装着することが療養上適当でない
者が自動車を運転するとき、緊急自動車の運転
者が当該緊急自動車を運転するとき、その他政
令で定めるやむを得ない理由があるときは、こ
の限りでない。 

②自動車の運転者は、座席ベルトを装着しない者
を運転者席以外の乗車装置（当該乗車装置につ
き座席ベルトを備えなければならないこととさ
れているものに限る。以下この項において同
じ。）に乗車させて自動車を運転してはならない。
ただし、幼児（適切に座席ベルトを装着させる
に足りる座高を有するものを除く。以下この条
において同じ。）を当該乗車装置に乗車させると
き、疾病のため座席ベルトを装着させることが
療養上適当でない者を当該乗車装置に乗車させ
るとき、その他政令で定めるやむを得ない理由
があるときは、この限りでない。 

 （以下省略） 
（自動運行装置を備えている自動車の運転者の遵
守事項等） 
第71条の４の２ ①自動運行装置を備えている自
動車の運転者は、当該自動運行装置に係る使用
条件を満たさない場合においては、当該自動運
行装置を使用して当該自動車を運転してはなら
ない。 

②自動運行装置を備えている自動車の運転者が当
該自動運行装置を使用して当該自動車を運転す
る場合において、次の各号のいずれにも該当す
るときは、当該運転者については、第71条第５
号の５の規定は、適用しない。 
一 当該自動車が整備不良車両に該当しないこ
と。 

二 当該自動運行装置に係る使用条件を満たし
ていること。 

三 当該運転者が、前２号のいずれかに該当し
なくなつた場合において、直ちに、そのこと

を認知するとともに、当該自動運行装置以外
の当該自動車の装置を確実に操作すること
ができる状態にあること。 

（安全運転管理者等） 
第74条の３ ①自動車の使用者（道路運送法の規
定による自動車運送事業者（貨物自動車運送事
業法（平成元年法律第83号）の規定による貨物
軽自動車運送事業を経営する者を除く。以下同
じ。）、貨物利用運送事業法の規定による第二種
貨物利用運送事業を経営する者及び道路運送法
第79条の規定による登録を受けた者を除く。以
下この条において同じ。）は、内閣府令で定める
台数以上の自動車の使用の本拠ごとに、年齢、
自動車の運転の管理の経験その他について内閣
府令で定める要件を備える者のうちから、次項
の業務を行う者として、安全運転管理者を選任
しなければならない。 

②安全運転管理者は、自動車の安全な運転を確保
するために必要な当該使用者の業務に従事する
運転者に対して行う交通安全教育その他自動車
の安全な運転に必要な業務（自動車の装置の整
備に関する業務を除く。第75条の２の２第１項
において同じ。）で内閣府令で定めるものを行わ
なければならない。 

③前項の交通安全教育は、第108条の28第１項の
交通安全教育指針に従つて行わなければならな
い。 

④自動車の使用者は、安全運転管理者の業務を補
助させるため、内閣府令で定める台数以上の自
動車を使用する本拠ごとに、年齢、自動車の運
転の経験その他について内閣府令で定める要件
を備える者のうちから、内閣府令で定めるとこ
ろにより、副安全運転管理者を選任しなければ
ならない。 

⑤自動車の使用者は、安全運転管理者又は副安全
運転管理者（以下「安全運転管理者等」という。）
を選任したときは、選任した日から15日以内に、
内閣府令で定める事項を当該自動車の使用の本
拠の位置を管轄する公安委員会に届け出なけれ
ばならない。これを解任したときも、同様とす
る。 

 （以下省略） 
（70歳以上の者の特例） 
第101条の４ ①免許証の更新を受けようとする
者で更新期間が満了する日における年齢が70
歳以上のものは、更新期間が満了する日前６月
以内にその者の住所地を管轄する公安委員会が
行つた第108条の２第１項第12号に掲げる講習
を受けていなければならない。ただし、当該講
習を受ける必要がないものとして政令で定める
者は、この限りでない。 

②前項に定めるもののほか、免許証の更新を受け
ようとする者で更新期間が満了する日における
年齢が75歳以上のものは、更新期間が満了する
日前６月以内に第102条第１項から第４項まで
の規定により診断書を提出した場合その他認知
機能検査等を受ける必要がないものとして内閣
府令で定める場合を除き、当該期間内にその者
の住所地を管轄する公安委員会又は第108条の
32の３第１項の認定を受けて同項の運転免許
取得者等検査を行う者が行つた認知機能検査等
を受けていなければならない。 
（以下省略） 
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（臨時認知機能検査等） 
第101条の７  ①公安委員会は、75歳以上の者（免
許を現に受けている者に限る。）が、自動車等の
運転に関しこの法律若しくはこの法律の規定に
基づく命令の規定又はこの法律の規定に基づく
処分に違反する行為のうち認知機能が低下した
場合に行われやすいものとして政令で定める行
為をしたときは、その者が当該行為をした日の
３月前の日以後に第97条の２第１項第３号若
しくは第５号、第101条の４第２項又はこの条
第３項の規定により認知機能検査等を受けた場
合その他臨時に認知機能検査を受ける必要がな
いものとして内閣府令で定める場合を除き、そ
の者に対し、臨時に認知機能検査を行うものと
する。 

 （以下省略） 
（臨時適性検査等） 
第102条 ①公安委員会は、第97条の２第１項第
３号又は第５号の規定により認知機能検査等を
受けた者で当該認知機能検査等の結果が認知症
のおそれがあることを示すものとして内閣府令
で定める基準に該当するもの（以下この条にお
いて「基準該当者」という。）が第89条第１項
の免許申請書を提出したときは、その者が当該
認知機能検査等を受けた日以後に次の各号のい
ずれかに該当することとなつたときを除き、そ
の者が第90条第１項第１号の２に該当する者
であるかどうかにつき、臨時に適性検査を行い、
又はその者に対し公安委員会が指定する期限ま
でに内閣府令で定める要件を満たす医師の診断
書を提出すべき旨を命ずるものとする。 
一 この条（第５項を除く。）の規定による適性
検査（第４項の規定によるものにあつては、
その者が第103条第１項第１号の２に該当す
ることとなつた疑いがあることを理由とし
たものに限る。）を受け、又はこの項から第
４項までの規定により診断書（同項に規定す
る診断書にあつては、その者が同号に該当す
るかどうかを診断したものに限る。）を提出
したとき。 

二 認知機能検査等を受け、基準該当者に該当
しないこととなつたとき。 

②公安委員会は、第101条の４第２項の規定によ
り認知機能検査等を受けた者が基準該当者に該
当したときは、その者が次の各号のいずれかに
該当するときを除き、その者が第103条第１項
第１号の２に該当することとなつたかどうかに
つき、臨時に適性検査を行い、又はその者に対
し公安委員会が指定する期限までに内閣府令で
定める要件を満たす医師の診断書を提出すべき
旨を命ずるものとする。 
一 当該認知機能検査等を受けた日以後に前項
各号のいずれかに該当することとなつたと
き。 

二 次項の規定による適性検査を受け、又は同
項の規定により診断書を提出することとさ
れているとき。 

（以下省略） 
（免許の取消し、停止等） 
第103条 ①免許（仮免許を除く。以下第106条ま
でにおいて同じ。）を受けた者が次の各号のいず
れかに該当することとなつたときは、その者が
当該各号のいずれかに該当することとなつた時

におけるその者の住所地を管轄する公安委員会
は、政令で定める基準に従い、その者の免許を
取り消し、又は６月を超えない範囲内で期間を
定めて免許の効力を停止することができる。た
だし、第５号に該当する者が第102条の２の規
定の適用を受ける者であるときは、当該処分は、
その者が同条に規定する講習を受けないで同条
の期間を経過した後でなければ、することがで
きない。 
八 前各号に掲げるもののほか、免許を受けた
者が自動車等を運転することが著しく道路
における交通の危険を生じさせるおそれが
あるとき。 

 （その他は省略） 
（免許の効力の仮停止） 
第103条の２ ①免許を受けた者が自動車等の運
転に関し次の各号のいずれかに該当することと
なつたときは、その者が当該交通事故を起こし
た場所を管轄する警察署長は、その者に対し、
当該交通事故を起こした日から起算して30日
を経過する日を終期とする免許の効力の停止
（以下この条において「仮停止」という。）をす
ることができる。 
二 第117条の２第１項第１号、第３号若しく
は第４号、第117条の２の２第１項第１号、
第３号若しくは第７号、第117条の４第１項
第２号又は第118条第１項第５号の違反行為
をし、よつて交通事故を起こして人を死亡さ
せ、又は傷つけたとき。 

 （その他は省略） 
（講習） 
第108条の２ ①公安委員会は、内閣府令で定め
るところにより、次に掲げる講習を行うものと
する。 
十六 自転車の運転による交通の危険を防止す
るための講習 

 （その他は省略） 
（特定小型原動機付自転車運転者講習等の受講命
令） 
第108条の３の５ （第１項は省略） 
②公安委員会は、自転車の運転に関しこの法律若
しくはこの法律に基づく命令の規定又はこの法
律の規定に基づく処分に違反する行為であつて
道路における交通の危険を生じさせるおそれの
あるものとして政令で定めるもの（次条におい
て「自転車危険行為」という。）を反復してした
者が、更に自転車を運転することが道路におけ
る交通の危険を生じさせるおそれがあると認め
るときは、内閣府令で定めるところにより、そ
の者に対し、３月を超えない範囲内で期間を定
めて、当該期間内に行われる第108条の２第１
項第16号に掲げる講習（次条において「自転車
運転者講習」という。）を受けるべき旨を命ずる
ことができる。 

第117条の２ ①次の各号のいずれかに該当する
者は、５年以下の懲役又は100万円以下の罰金
に処する。 
一 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第１項の
規定に違反して車両等を運転した者で、その
運転をした場合において酒に酔つた状態（ア
ルコールの影響により正常な運転ができな
いおそれがある状態をいう。以下同じ。）に
あつたもの 
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二 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第２項の
規定に違反した者（当該違反により当該車両
等の提供を受けた者が酒に酔つた状態で当
該車両等を運転した場合に限る。） 

四 次条第１項第８号の罪を犯し、よつて高速
自動車国道等において他の自動車を停止さ
せ、その他道路における著しい交通の危険を
生じさせた者 

 （その他は省略） 
＜第１項第３号については2024（令和６）年５月
24日から６か月以内、同項第８号については２年
以内に施行予定＞ 
第117条の２の２ ①次の各号のいずれかに該当
する者は、３年以下の懲役又は50万円以下の罰
金に処する。 
三 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第１項の
規定に違反して車両等（自転車以外の軽車両
を除く。次号において同じ。）を運転した者
で、その運転をした場合において身体に政令
で定める程度以上にアルコールを保有する
状態にあつたもの 

 
三 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第１
項の規定に違反して車両等（軽車両を除
く。次号において同じ。）を運転した者
で、その運転をした場合において身体に
政令で定める程度以上にアルコールを
保有する状態にあつたもの 

 
四 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第２項の
規定に違反した者（当該違反により当該車両
等の提供を受けた者が身体に前号の政令で
定める程度以上にアルコールを保有する状
態で当該車両等を運転した場合に限るもの
とし、前条第１項第２号に該当する場合を除
く。） 

五 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第３項の
規定に違反して酒類を提供した者（当該違反
により当該酒類の提供を受けた者が酒に酔
つた状態で車両等を運転した場合に限る。） 

六 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第４項の
規定に違反した者（その者が当該同乗した車
両の運転者が酒に酔つた状態にあることを
知りながら同項の規定に違反した場合であ
つて、当該運転者が酒に酔つた状態で当該車
両を運転したときに限る。） 

八 他の車両等の通行を妨害する目的で、次の
いずれかに掲げる行為であつて、当該他の車
両等に道路における交通の危険を生じさせ
るおそれのある方法によるものをした者 
イ 第17条（通行区分）第４項の規定の違反
となるような行為 

ロ 第18条（左側寄り通行等）第３項の規定
の違反となるような行為 

ハ 第24条（急ブレーキの禁止）の規定に違
反する行為 

ニ 第26条（車間距離の保持）の規定の違反
となるような行為 

ホ 第26条の２（進路の変更の禁止）第２項
の規定の違反となるような行為 

ヘ 第28条（追越しの方法）第１項又は第４
項の規定の違反となるような行為 

ト 第52条（車両等の灯火）第２項の規定に

違反する行為 
チ 第54条（警音器の使用等）第２項の規定
に違反する行為 

リ 第70条（安全運転の義務）の規定に違反
する行為 

ヌ 第75条の４（最低速度）の規定の違反と
なるような行為 

ル 第75条の８（停車及び駐車の禁止）第１
項の規定の違反となるような行為 

 
八 他の車両等の通行を妨害する目的で、
次のいずれかに掲げる行為であつて、当
該他の車両等に道路における交通の危
険を生じさせるおそれのある方法によ
るものをした者 
イ 第17条（通行区分）第４項の規定の
違反となるような行為 

ロ 第24条（急ブレーキの禁止）の規定
に違反する行為 

ハ 第26条（車間距離の保持）の規定の
違反となるような行為 

ニ 第26条の２（進路の変更の禁止）第
２項の規定の違反となるような行為 

ホ 第28条（追越しの方法）第１項又は
第４項の規定の違反となるような行
為 

ヘ 第52条（車両等の灯火）第２項の規
定に違反する行為 

ト 第54条（警音器の使用等）第２項の
規定に違反する行為 

チ 第70条（安全運転の義務）の規定に
違反する行為 

リ 第75条の４（最低速度）の規定の違
反となるような行為 

ヌ 第75条の８（停車及び駐車の禁止）
第１項の規定の違反となるような行為 

 
（その他は省略） 

＜第２号、第３号については2024（令和６）年５
月24日から６か月以内に施行予定＞ 
第117条の３の２ 次の各号のいずれかに該当す
る者は、２年以下の懲役又は30万円以下の罰金
に処する。 

 （第１号は省略） 
二 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第３項の
規定に違反して酒類を提供した者（当該違反
により当該酒類の提供を受けた者が身体に
第117条の２の２第１項第３号の政令で定め
る程度以上にアルコールを保有する状態で
車両等（自転車以外の軽車両を除く。）を運
転した場合に限るものとし、同項第５号に該
当する場合を除く。） 

三 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第４項の
規定に違反した者（当該同乗した車両（自転
車以外の軽車両を除く。以下この号において
同じ。）の運転者が酒に酔つた状態で当該車
両を運転し、又は身体に第117条の２の２第
１項第３号の政令で定める程度以上にアル
コールを保有する状態で当該車両を運転し
た場合に限るものとし、同項第６号に該当す
る場合を除く。） 
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二 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第３
項の規定に違反して酒類を提供した者
（当該違反により当該酒類の提供を受
けた者が身体に第117条の２の２第１項
第３号の政令で定める程度以上にアル
コールを保有する状態で車両等（軽車両
を除く。）を運転した場合に限るものと
し、同項第５号に該当する場合を除く。） 

三 第65条（酒気帯び運転等の禁止）第４
項の規定に違反した者（当該同乗した車
両（軽車両を除く。以下この号において
同じ。）の運転者が酒に酔つた状態で当
該車両を運転し、又は身体に第117条の
２の２第１項第３号の政令で定める程
度以上にアルコールを保有する状態で
当該車両を運転した場合に限るものと
し、同項第６号に該当する場合を除く。） 

 
第117条の４ ①次の各号のいずれかに該当する
者は、１年以下の懲役又は30万円以下の罰金に
処する。 
二 第71条（運転者の遵守事項）第５号の５の
規定に違反し、よつて道路における交通の危
険を生じさせた者 

（その他は省略） 
＜第１項第４号については2024（令和６）年５月
24日から６か月以内に施行予定＞ 
第118条 ①次の各号のいずれかに該当する者は、
６月以下の懲役又は10万円以下の罰金に処す
る。 
四 第71条（運転者の遵守事項）第５号の５の
規定に違反して無線通話装置を通話のため
に使用し、又は自動車、原動機付自転車若し
くは自転車に持ち込まれた画像表示用装置
を手で保持してこれに表示された画像を注
視した者（第117条の４第１項第２号に該当
する者を除く。） 

 
四 第71条（運転者の遵守事項）第５号の
５の規定に違反して無線通話装置を通
話のために使用し、又は自動車若しくは
原動機付自転車に持ち込まれた画像表
示用装置を手で保持してこれに表示さ
れた画像を注視した者（第117条の４第
１項第２号に該当する者を除く。） 

 
（その他は省略） 

第120条  ①次の各号のいずれかに該当する者は、
５万円以下の罰金に処する。 
十七 第108条の３の５（特定小型原動機付自
転車運転者講習等の受講命令）の規定による
公安委員会の命令に従わなかつた者 

 （その他は省略） 
 

 27．道路交通法施行規則        

（安全運転管理者等の選任を必要とする自動車の
台数） 
第９条の８ ①法第74条の３第１項の内閣府令で
定める台数は、乗車定員が11人以上の自動車に
あつては１台、その他の自動車にあつては５台
とする。 

②法第74条の３第４項の内閣府令で定める台数
は、20台とする。 

 （以下省略） 
 

 28．災害対策基本法          

（目的） 
第１条 この法律は、国土並びに国民の生命、身
体及び財産を災害から保護するため、防災に関
し、基本理念を定め、国、地方公共団体及びそ
の他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、
責任の所在を明確にするとともに、防災計画の
作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び
防災に関する財政金融措置その他必要な災害対
策の基本を定めることにより、総合的かつ計画
的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社
会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資するこ
とを目的とする。 

（国の責務） 
第３条 ①国は、前条の基本理念（以下「基本理
念」という。）にのつとり、国土並びに国民の生
命、身体及び財産を災害から保護する使命を有
することに鑑み、組織及び機能の全てを挙げて
防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。 
（以下省略） 

（都道府県の責務） 
第４条 ①都道府県は、基本理念にのつとり、当
該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の
生命、身体及び財産を災害から保護するため、
関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、
当該都道府県の地域に係る防災に関する計画を
作成し、及び法令に基づきこれを実施するとと
もに、その区域内の市町村及び指定地方公共機
関が処理する防災に関する事務又は業務の実施
を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有す
る。 
（以下省略） 

（市町村の責務） 
第５条 ①市町村は、基本理念にのつとり、基礎
的な地方公共団体として、当該市町村の地域並
びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を
災害から保護するため、関係機関及び他の地方
公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係
る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づ
きこれを実施する責務を有する。 
（以下省略） 

（住民等の責務） 
第７条（第１項、第２項は省略） 
③前２項に規定するもののほか、地方公共団体の
住民は、基本理念にのつとり、食品、飲料水そ
の他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に
備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練
その他の自発的な防災活動への参加、過去の災
害から得られた教訓の伝承その他の取組により
防災に寄与するように努めなければならない。 

 

 29．災害救助法            

（目的） 
第１条 この法律は、災害が発生し、又は発生す
るおそれがある場合において、国が地方公共団
体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力
の下に、応急的に、必要な救助を行い、災害に
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より被害を受け又は被害を受けるおそれのある
者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的
とする。 

（救助の種類等） 
第４条 ①第２条第１項の規定による救助の種類
は、次のとおりとする。 
一 避難所及び応急仮設住宅の供与 
二 炊き出しその他による食品の給与及び飲料
水の供給 

三 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 
四 医療及び助産 
五 被災者の救出 
六 被災した住宅の応急修理 
七 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又
は貸与 

八 学用品の給与 
九 埋葬 
十 前各号に規定するもののほか、政令で定め
るもの 

②第２条第２項の規定による救助の種類は、避難
所の供与とする。 

③救助は、都道府県知事等が必要があると認めた場
合においては、前２項の規定にかかわらず、救助
を要する者（埋葬については埋葬を行う者）に対
し、金銭を支給してこれを行うことができる。 

④救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、
政令で定める。 

 

 30．災害救助法施行令         

（災害の程度） 
第１条 ①災害救助法（昭和22年法律第118号。
以下「法」という。）第２条第１項に規定する政
令で定める程度の災害は、次の各号のいずれか
に該当する災害とする。 
一 当該市町村（特別区を含む。以下同じ。） 
 の区域（地方自治法（昭和22年法律第67号）
第252条の19第１項の指定都市にあっては、
当該市の区域又は当該市の区若しくは総合
区の区域とする。以下同じ。）内の人口に応
じそれぞれ別表第１に定める数以上の世帯
の住家が滅失したこと。 

二 当該市町村の区域を包括する都道府県の区
域内において、当該都道府県の区域内の人口
に応じそれぞれ別表第２に定める数以上の
世帯の住家が滅失した場合であって、当該市
町村の区域内の人口に応じそれぞれ別表第
３に定める数以上の世帯の住家が滅失した
こと。 

三 当該市町村の区域を包括する都道府県の区
域内において、当該都道府県の区域内の人口
に応じそれぞれ別表第４に定める数以上の
世帯の住家が滅失したこと又は当該災害が
隔絶した地域に発生したものである等被災
者の救護を著しく困難とする内閣府令で定
める特別の事情がある場合であって、多数の
世帯の住家が滅失したこと。 

四 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又
は受けるおそれが生じた場合であって、内閣
府令で定める基準に該当すること。 

②前項第１号から第３号までに規定する住家が滅
失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半
壊し又は半焼する等著しく損傷した世帯は２世

帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等に
より一時的に居住することができない状態とな
った世帯は３世帯をもって、それぞれ住家が滅
失した一の世帯とみなす。 

（救助の種類） 
第２条 法第４条第１項第10号に規定する救助の
種類は、次のとおりとする。 
一 死体の捜索及び処理 
二 災害によって住居又はその周辺に運ばれた
土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及
ぼしているものの除去 

 

【別表第１（第１条関係）】 

市町村の区域内の人口 
住家が滅失した

世帯の数 

5,000人未満 30 

5,000人以上15,000人未満 40 

15,000人以上30,000人未満 50 

30,000人以上50,000人未満 60 

50,000人以上100,000人未満 80 

100,000人以上300,000人未満 100 

300,000人以上 150 

【別表第２（第１条関係）】 

都道府県の区域内の人口 
住家が滅失した

世帯の数 

1,000,000人未満 1,000 

1,000,000人以上 
2,000,000人未満 

1,500 

2,000,000人以上 
3,000,000人未満 

2,000 

3,000,000人以上 2,500 

【別表第３（第１条関係）】 

市町村の区域内の人口 
住家が滅失した

世帯の数 

5,000人未満 15 

5,000人以上15,000人未満 20 

15,000人以上30,000人未満 25 

30,000人以上50,000人未満 30 

50,000人以上100,000人未満 40 

100,000人以上300,000人未満 50 

300,000人以上 75 

【別表第４（第１条関係）】 

都道府県の区域内の人口 
住家が滅失した

世帯の数 

1,000,000人未満 5,000 

1,000,000人以上 
2,000,000人未満 

7,000 

2,000,000人以上 
3,000,000人未満 

9,000 

3,000,000人以上 12,000 
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 31．水防法              

（洪水浸水想定区域） 
第14条 ①国土交通大臣は、次に掲げる河川につ
いて、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、
又は浸水を防止することにより、水災による被
害の軽減を図るため、国土交通省令で定めると
ころにより、想定最大規模降雨（想定し得る最
大規模の降雨であつて国土交通大臣が定める基
準に該当するものをいう。以下同じ。）により当
該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域
を洪水浸水想定区域として指定するものとする。 
一 第10条第２項又は第13条第１項の規定によ
り指定した河川 

二 特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法
律第77号）第３条第１項の規定により指定し
た河川 

三 前２号に掲げるもののほか、河川法第９条
第２項に規定する指定区間外の１級河川の
うち洪水による災害の発生を警戒すべきも
のとして国土交通省令で定める基準に該当
するもの 

②都道府県知事は、次に掲げる河川について、洪
水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水
を防止することにより、水災による被害の軽減
を図るため、国土交通省令で定めるところによ
り、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫し
た場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定
区域として指定するものとする。 
一 第11条第１項又は第13条第２項の規定によ
り指定した河川 

二 特定都市河川浸水被害対策法第３条第４項
から第６項までの規定により指定した河川 

三 前２号に掲げるもののほか、河川法第９条
第２項に規定する指定区間内の１級河川又
は同法第５条第１項に規定する２級河川の
うち洪水による災害の発生を警戒すべきも
のとして国土交通省令で定める基準に該当
するもの 

③前２項の規定による指定は、指定の区域、浸水
した場合に想定される水深その他の国土交通省
令で定める事項を明らかにしてするものとする。 

④国土交通大臣又は都道府県知事は、第１項又は
第２項の規定による指定をしたときは、国土交
通省令で定めるところにより、前項の国土交通
省令で定める事項を公表するとともに、関係市
町村の長に通知しなければならない。 

⑤前２項の規定は、第１項又は第２項の規定によ
る指定の変更について準用する。 

 

32．土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律 

（土砂災害防止法） 

（土砂災害警戒区域） 
第７条 ①都道府県知事は、基本指針に基づき、
急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の
生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認
められる土地の区域で、当該区域における土砂
災害（河道閉塞による湛水を発生原因とするも
のを除く。以下この章、次章及び第27条におい
て同じ。）を防止するために警戒避難体制を特に

整備すべき土地の区域として政令で定める基準
に該当するものを、土砂災害警戒区域（以下「警
戒区域」という。）として指定することができる。 
（以下省略） 

（警戒避難体制の整備等） 
第８条 （第１項、第２項は省略） 
③警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町
村地域防災計画に基づき、国土交通省令で定め
るところにより、土砂災害に関する情報の伝達
方法、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがあ
る場合における避難施設その他の避難場所及び
避難路その他の避難経路に関する事項その他警
戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で
必要な事項を住民等に周知させるため、これら
の事項を記載した印刷物の配布その他の必要な
措置を講じなければならない。 

（土砂災害特別警戒区域） 
第９条 ①都道府県知事は、基本指針に基づき、
警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した
場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は
身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認め
られる土地の区域で、一定の開発行為の制限及
び居室（建築基準法（昭和25年法律第201号）
第２条第４号に規定する居室をいう。以下同
じ。）を有する建築物の構造の規制をすべき土地
の区域として政令で定める基準に該当するもの
を、土砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒区
域」という。）として指定することができる。 
（以下省略） 

 

 33．活動火山対策特別措置法（活火山法） 

（火山災害警戒地域） 
第３条 ①内閣総理大臣は、基本指針に基づき、
かつ、火山の爆発の蓋然性を勘案して、火山が
爆発した場合には住民等の生命又は身体に被害
が生ずるおそれがあると認められる地域で、当
該地域における火山の爆発による人的災害を防
止するために警戒避難体制を特に整備すべき地
域を、火山災害警戒地域（以下「警戒地域」と
いう。）として指定することができる。 
（以下省略） 

（火山防災協議会） 
第４条 ①前条第１項の規定による警戒地域の指
定があつたときは、当該警戒地域をその区域に
含む都道府県及び市町村は、想定される火山現
象の状況に応じた警戒避難体制の整備に関し必
要な協議を行うための協議会（以下「火山防災
協議会」という。）を組織するものとする。 
（以下省略） 

（都道府県地域防災計画に定めるべき事項等） 
第５条 ①都道府県防災会議（災害対策基本法 
 （昭和36年法律第223号）第14条第１項の都道
府県防災会議をいう。以下同じ。）は、第３条第
１項の規定による警戒地域の指定があつたとき
は、都道府県地域防災計画（同法第40条第１項
の都道府県地域防災計画をいう。次項及び第９
条において同じ。）において、当該警戒地域ごと
に、次に掲げる事項について定めなければなら
ない。 
一 火山現象の発生及び推移に関する情報の収
集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び
伝達に関する事項 
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二 市町村防災会議（災害対策基本法第16条第
１項の市町村防災会議をいい、これを設置し
ない市町村にあつては、当該市町村の長とす
る。以下同じ。）又は市町村防災会議の協議
会（同法第17条第１項の市町村防災会議の協
議会をいう。第10条第２項において同じ。）
が次条第１項第２号及び第３号（これらの規
定を第10条第２項において準用する場合を
含む。）に掲げる事項を定める際の基準とな
るべき事項 

三 避難及び救助に関し市町村の区域を超えた
広域的な見地から行う調整に関する事項 

四 前３号に掲げるもののほか、警戒地域にお
ける火山の爆発による人的災害を防止する
ために必要な警戒避難体制に関する事項 

（以下省略） 
（市町村地域防災計画に定めるべき事項等） 
第６条 ①市町村防災会議は、第３条第１項の規
定による警戒地域の指定があつたときは、市町
村地域防災計画（災害対策基本法第42条第１項
の市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）にお
いて、当該警戒地域ごとに、次に掲げる事項に
ついて定めなければならない。 
一 前条第１項第１号に掲げる事項 
二 警戒地域内の住民等がとるべき立退きの準
備その他の避難のための措置について市町
村長が行う通報及び警告に関する事項 

三 避難施設その他の避難場所及び避難路その
他の避難経路に関する事項 

四 災害対策基本法第48条第１項の防災訓練と
して市町村長が行う火山現象に係る避難訓
練の実施に関する事項 

五 警戒地域内に次に掲げる施設（火山現象の
発生時における当該施設を利用している者
の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があ
ると認められるものに限る。）がある場合に
あつては、これらの施設の名称及び所在地 
イ 索道の停留場、宿泊施設その他の不特定
かつ多数の者が利用する施設で政令で定
めるもの 

ロ 社会福祉施設、学校、医療施設その他の
主として防災上の配慮を要する者が利用
する施設で政令で定めるもの 

六 救助に関する事項 
七 前各号に掲げるもののほか、警戒地域にお
ける火山の爆発による人的災害を防止する
ために必要な警戒避難体制に関する事項 

（以下省略） 
 

 34．津波防災地域づくりに関する法律  

（津波災害警戒区域） 
第53条 ①都道府県知事は、基本指針に基づき、
かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波が発生した
場合には住民その他の者（以下「住民等」とい
う。）の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあ
ると認められる土地の区域で、当該区域におけ
る津波による人的災害を防止するために警戒避
難体制を特に整備すべき土地の区域を、津波災
害警戒区域（以下「警戒区域」という。）として
指定することができる。 

 （以下省略） 
（市町村地域防災計画に定めるべき事項等） 

第54条 ①市町村防災会議（災害対策基本法（昭
和36年法律第223号）第16条第１項の市町村防
災会議をいい、これを設置しない市町村にあっ
ては、当該市町村の長とする。以下同じ。）は、
前条第１項の規定による警戒区域の指定があっ
たときは、市町村地域防災計画（同法第42条第
１項の市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）
において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる事
項について定めるものとする。 
一 人的災害を生ずるおそれがある津波に関す
る情報の収集及び伝達並びに予報又は警報
の発令及び伝達に関する事項 

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その
他の避難経路に関する事項 

三 災害対策基本法第48条第１項の防災訓練と
して市町村長が行う津波に係る避難訓練（第
70条において「津波避難訓練」という。）の
実施に関する事項 

四 警戒区域内に、地下街等（地下街その他地
下に設けられた不特定かつ多数の者が利用
する施設をいう。第71条第１項第１号におい
て同じ。）又は社会福祉施設、学校、医療施
設その他の主として防災上の配慮を要する
者が利用する施設であって、当該施設の利用
者の津波の発生時における円滑かつ迅速な
避難を確保する必要があると認められるも
のがある場合にあっては、これらの施設の名
称及び所在地 

五 前各号に掲げるもののほか、警戒区域にお
ける津波による人的災害を防止するために
必要な警戒避難体制に関する事項 

 （以下省略） 
 

 35．災害弔慰金の支給等に関する法律  

（趣旨） 
第１条 この法律は、災害により死亡した者の遺
族に対して支給する災害弔慰金、災害により精
神又は身体に著しい障害を受けた者に対して支
給する災害障害見舞金及び災害により被害を受
けた世帯の世帯主に対して貸し付ける災害援護
資金について規定するものとする。 

（定義） 
第２条 この法律において「災害」とは、暴風、
豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の
異常な自然現象により被害が生ずることをいう。 

 

 36．被災者生活再建支援法       

（目的） 
第１条 この法律は、自然災害によりその生活基
盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が
相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被
災者生活再建支援金を支給するための措置を定
めることにより、その生活の再建を支援し、も
って住民の生活の安定と被災地の速やかな復興
に資することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
一 自然災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高 
 潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現
象により生ずる被害をいう。 
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二 被災世帯 政令で定める自然災害により被
害を受けた世帯であって次に掲げるものを
いう。 
イ 当該自然災害によりその居住する住宅が
全壊した世帯 

ロ 当該自然災害により、その居住する住宅
が半壊し、又はその居住する住宅の敷地に
被害が生じ、当該住宅の倒壊による危険を
防止するため必要があること、当該住宅に
居住するために必要な補修費等が著しく
高額となることその他これらに準ずるや
むを得ない事由により、当該住宅を解体し、
又は解体されるに至った世帯 

ハ 当該自然災害により火砕流等による被害
が発生する危険な状況が継続することその
他の事由により、その居住する住宅が居住
不能のものとなり、かつ、その状態が長期
にわたり継続することが見込まれる世帯 

ニ 当該自然災害によりその居住する住宅が
半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等であっ
て構造耐力上主要な部分として政令で定
めるものの補修を含む大規模な補修を行
わなければ当該住宅に居住することが困
難であると認められる世帯（ロ及びハに掲
げる世帯を除く。次条において「大規模半
壊世帯」という。） 

ホ 当該自然災害によりその居住する住宅が
半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれか
の室内に面する部分の過半の補修を含む相
当規模の補修を行わなければ当該住宅に居
住することが困難であると認められる世帯
（ロからニまでに掲げる世帯を除く。） 

 

37．暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（暴対法） 

（目的） 
第１条 この法律は、暴力団員の行う暴力的要求
行為等について必要な規制を行い、及び暴力団
の対立抗争等による市民生活に対する危険を防
止するために必要な措置を講ずるとともに、暴
力団員の活動による被害の予防等に資するため
の民間の公益的団体の活動を促進する措置等を
講ずることにより、市民生活の安全と平穏の確
保を図り、もって国民の自由と権利を保護する
ことを目的とする。 

 

 38．犯罪被害者等基本法        

（目的） 
第１条  この法律は、犯罪被害者等のための施策に
関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体
及び国民の責務を明らかにするとともに、犯罪被
害者等のための施策の基本となる事項を定める
こと等により、犯罪被害者等のための施策を総合
的かつ計画的に推進し、もって犯罪被害者等の権
利利益の保護を図ることを目的とする。 

 
 

39．犯罪被害者等給付金の支給等によ

る犯罪被害者等の支援に関する法

律（犯罪被害者等給付金支給法） 

（目的） 
第１条 この法律は、犯罪行為により不慮の死を
遂げた者の遺族又は重傷病を負い若しくは障害
が残つた者の犯罪被害等を早期に軽減するとと
もに、これらの者が再び平穏な生活を営むこと
ができるよう支援するため、犯罪被害等を受け
た者に対し犯罪被害者等給付金を支給し、及び
当該犯罪行為の発生後速やかに、かつ、継続的
に犯罪被害等を受けた者を援助するための措置
を講じ、もつて犯罪被害等を受けた者の権利利
益の保護が図られる社会の実現に寄与すること
を目的とする。 

 

 40．会社法              

（株主等の権利の行使に関する利益の供与） 
第120条 ①株式会社は、何人に対しても、株主
の権利、当該株式会社に係る適格旧株主（第847
条の２第９項に規定する適格旧株主をいう。）の
権利又は当該株式会社の最終完全親会社等（第
847条の３第１項に規定する最終完全親会社等
をいう。）の株主の権利の行使に関し、財産上の
利益の供与（当該株式会社又はその子会社の計
算においてするものに限る。以下この条におい
て同じ。）をしてはならない。 

②株式会社が特定の株主に対して無償で財産上の
利益の供与をしたときは、当該株式会社は、株
主の権利の行使に関し、財産上の利益の供与を
したものと推定する。株式会社が特定の株主に
対して有償で財産上の利益の供与をした場合に
おいて、当該株式会社又はその子会社の受けた
利益が当該財産上の利益に比して著しく少ない
ときも、同様とする。 

③株式会社が第１項の規定に違反して財産上の利
益の供与をしたときは、当該利益の供与を受け
た者は、これを当該株式会社又はその子会社に
返還しなければならない。この場合において、
当該利益の供与を受けた者は、当該株式会社又
はその子会社に対して当該利益と引換えに給付
をしたものがあるときは、その返還を受けるこ
とができる。 

④株式会社が第１項の規定に違反して財産上の利
益の供与をしたときは、当該利益の供与をする
ことに関与した取締役（指名委員会等設置会社
にあっては、執行役を含む。以下この項におい
て同じ。）として法務省令で定める者は、当該株
式会社に対して、連帯して、供与した利益の価
額に相当する額を支払う義務を負う。ただし、
その者（当該利益の供与をした取締役を除く。）
がその職務を行うについて注意を怠らなかった
ことを証明した場合は、この限りでない。 

 （以下省略） 
（株式会社と役員等との関係） 
第330条 株式会社と役員及び会計監査人との関
係は、委任に関する規定に従う。 

（忠実義務） 
第355条 取締役は、法令及び定款並びに株主総
会の決議を遵守し、株式会社のため忠実にその
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職務を行わなければならない。 
（競業及び利益相反取引の制限） 
第356条 ①取締役は、次に掲げる場合には、株
主総会において、当該取引につき重要な事実を
開示し、その承認を受けなければならない。 
一 取締役が自己又は第三者のために株式会社
の事業の部類に属する取引をしようとすると
き。 

二 取締役が自己又は第三者のために株式会社
と取引をしようとするとき。 

三 株式会社が取締役の債務を保証することそ
の他取締役以外の者との間において株式会社
と当該取締役との利益が相反する取引をしよ
うとするとき。 

 （以下省略） 
（役員等の株式会社に対する損害賠償責任） 
第423条 ①取締役、会計参与、監査役、執行役
又は会計監査人（以下この章において「役員等」
という。）は、その任務を怠ったときは、株式会
社に対し、これによって生じた損害を賠償する
責任を負う。 

②取締役又は執行役が第356条第１項（第419条第
２項において準用する場合を含む。以下この項
において同じ。）の規定に違反して第356条第１
項第１号の取引をしたときは、当該取引によっ
て取締役、執行役又は第三者が得た利益の額は、
前項の損害の額と推定する。 

③第356条第１項第２号又は第３号（これらの規
定を第419条第２項において準用する場合を含
む。）の取引によって株式会社に損害が生じたと
きは、次に掲げる取締役又は執行役は、その任
務を怠ったものと推定する。 
一 第356条第１項（第419条第２項において準
用する場合を含む。）の取締役又は執行役  

二 株式会社が当該取引をすることを決定した
取締役又は執行役 

三 当該取引に関する取締役会の承認の決議に
賛成した取締役（指名委員会等設置会社にお
いては、当該取引が指名委員会等設置会社と
取締役との間の取引又は指名委員会等設置
会社と取締役との利益が相反する取引であ
る場合に限る。） 

④前項の規定は、第356条第１項第２号又は第３
号に掲げる場合において、同項の取締役（監査
等委員であるものを除く。）が当該取引につき監
査等委員会の承認を受けたときは、適用しない。 

（責任の一部免除） 
第425条 ①前条の規定にかかわらず、第423条第
１項の責任は、当該役員等が職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失がないときは、賠償の責
任を負う額から次に掲げる額の合計額（第427
条第１項において「最低責任限度額」という。）
を控除して得た額を限度として、株主総会（株
式会社に最終完全親会社等（第847条の３第１
項に規定する最終完全親会社等をいう。以下こ
の節において同じ。）がある場合において、当該
責任が特定責任（第847条の３第４項に規定す
る特定責任をいう。以下この節において同じ。）
であるときにあっては、当該株式会社及び当該
最終完全親会社等の株主総会。以下この条にお
いて同じ。）の決議によって免除することができ
る。 
一 当該役員等がその在職中に株式会社から職

務執行の対価として受け、又は受けるべき財
産上の利益の１年間当たりの額に相当する額
として法務省令で定める方法により算定され
る額に、次のイからハまでに掲げる役員等の
区分に応じ、当該イからハまでに定める数を
乗じて得た額 
イ 代表取締役又は代表執行役 ６ 
ロ 代表取締役以外の取締役（業務執行取締
役等であるものに限る。）又は代表執行役以
外の執行役 ４ 

ハ 取締役（イ及びロに掲げるものを除く。）、 
 会計参与、監査役又は会計監査人 ２ 

二 当該役員等が当該株式会社の新株予約権を
引き受けた場合（第238条第３項各号に掲げる
場合に限る。）における当該新株予約権に関す
る財産上の利益に相当する額として法務省令
で定める方法により算定される額 

 （以下省略） 
（取締役等による免除に関する定款の定め） 
第426条 ①第424条の規定にかかわらず、監査役
設置会社（取締役が２人以上ある場合に限る。）、
監査等委員会設置会社又は指名委員会等設置会
社は、第423条第１項の責任について、当該役
員等が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失
がない場合において、責任の原因となった事実
の内容、当該役員等の職務の執行の状況その他
の事情を勘案して特に必要と認めるときは、前
条第１項の規定により免除することができる額
を限度として取締役（当該責任を負う取締役を
除く。）の過半数の同意（取締役会設置会社にあ
っては、取締役会の決議）によって免除するこ
とができる旨を定款で定めることができる。 

 （以下省略） 
（取締役が自己のためにした取引に関する特則） 
第428条 ①第356条第１項第２号（第419条第２
項において準用する場合を含む。）の取引（自己
のためにした取引に限る。）をした取締役又は執
行役の第423条第１項の責任は、任務を怠った
ことが当該取締役又は執行役の責めに帰するこ
とができない事由によるものであることをもっ
て免れることができない。 

②前３条の規定は、前項の責任については、適用
しない。 

（役員等の第三者に対する損害賠償責任） 
第429条 ①役員等がその職務を行うについて悪
意又は重大な過失があったときは、当該役員等
は、これによって第三者に生じた損害を賠償す
る責任を負う。 

 （以下省略） 
（役員等の連帯責任） 
第430条 役員等が株式会社又は第三者に生じた
損害を賠償する責任を負う場合において、他の
役員等も当該損害を賠償する責任を負うときは、
これらの者は、連帯債務者とする。 

（剰余金の配当等に関する責任） 

第462条 ①前条第１項の規定に違反して株式会
社が同項各号に掲げる行為をした場合には、当
該行為により金銭等の交付を受けた者並びに当
該行為に関する職務を行った業務執行者（業務
執行取締役（指名委員会等設置会社にあっては、
執行役。以下この項において同じ。）その他当該
業務執行取締役の行う業務の執行に職務上関与
した者として法務省令で定めるものをいう。以
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下この節において同じ。）及び当該行為が次の各
号に掲げるものである場合における当該各号に
定める者は、当該株式会社に対し、連帯して、
当該金銭等の交付を受けた者が交付を受けた金
銭等の帳簿価額に相当する金銭を支払う義務を
負う。 

 （以下省略） 
（株主による責任追及等の訴え） 
第847条 ①６箇月（これを下回る期間を定款で
定めた場合にあっては、その期間）前から引き
続き株式を有する株主（第189条第２項の定款
の定めによりその権利を行使することができな
い単元未満株主を除く。）は、株式会社に対し、
書面その他の法務省令で定める方法により、発
起人、設立時取締役、設立時監査役、役員等（第
423条第１項に規定する役員等をいう。）若しく
は清算人（以下この節において「発起人等」と
いう。）の責任を追及する訴え、第102条の２第
１項、第212条第１項若しくは第285条第１項の
規定による支払を求める訴え、第120条第３項
の利益の返還を求める訴え又は第213条の２第
１項若しくは第286条の２第１項の規定による
支払若しくは給付を求める訴え（以下この節に
おいて「責任追及等の訴え」という。）の提起を
請求することができる。ただし、責任追及等の
訴えが当該株主若しくは第三者の不正な利益を
図り又は当該株式会社に損害を加えることを目
的とする場合は、この限りでない。 

②公開会社でない株式会社における前項の規定の
適用については、同項中「６箇月（これを下回
る期間を定款で定めた場合にあっては、その期
間）前から引き続き株式を有する株主」とある
のは、「株主」とする。 

③株式会社が第１項の規定による請求の日から
60日以内に責任追及等の訴えを提起しないと
きは、当該請求をした株主は、株式会社のため
に、責任追及等の訴えを提起することができる。 

 （以下省略） 
（旧株主による責任追及等の訴え） 
第847条の２ ①次の各号に掲げる行為の効力が
生じた日の６箇月（これを下回る期間を定款で
定めた場合にあっては、その期間）前から当該
日まで引き続き株式会社の株主であった者（第
189条第２項の定款の定めによりその権利を行
使することができない単元未満株主であった者
を除く。以下この条において「旧株主」という。）
は、当該株式会社の株主でなくなった場合であ
っても、当該各号に定めるときは、当該株式会
社（第２号に定める場合にあっては、同号の吸
収合併後存続する株式会社。以下この節におい
て「株式交換等完全子会社」という。）に対し、
書面その他の法務省令で定める方法により、責
任追及等の訴え（次の各号に掲げる行為の効力
が生じた時までにその原因となった事実が生じ
た責任又は義務に係るものに限る。以下この条
において同じ。）の提起を請求することができる。
ただし、責任追及等の訴えが当該旧株主若しく
は第三者の不正な利益を図り又は当該株式交換
等完全子会社若しくは次の各号の完全親会社
（特定の株式会社の発行済株式の全部を有する
株式会社その他これと同等のものとして法務省
令で定める株式会社をいう。以下この節におい
て同じ。）に損害を加えることを目的とする場合

は、この限りでない。 
一 当該株式会社の株式交換又は株式移転 当
該株式交換又は株式移転により当該株式会
社の完全親会社の株式を取得し、引き続き当
該株式を有するとき。 

二 当該株式会社が吸収合併により消滅する会
社となる吸収合併 当該吸収合併により、吸
収合併後存続する株式会社の完全親会社の株
式を取得し、引き続き当該株式を有するとき。 

 （以下第８項まで省略） 
⑨株式交換等完全子会社に係る適格旧株主（第１
項本文又は第３項本文の規定によれば提訴請求
をすることができることとなる旧株主をいう。
以下この節において同じ。）がある場合において、
第１項各号に掲げる行為の効力が生じた時まで
にその原因となった事実が生じた責任又は義務
を免除するときにおける第55条、第102条の２
第２項、第103条第３項、第120条第５項、第213
条の２第２項、第286条の２第２項、第424条（第
486条第４項において準用する場合を含む。）、
第462条第３項ただし書、第464条第２項及び第
465条第２項の規定の適用については、これら
の規定中「総株主」とあるのは、「総株主及び第
847条の２第９項に規定する適格旧株主の全
員」とする。 

（最終完全親会社等の株主による特定責任追及の
訴え） 
第847条の３ ①６箇月（これを下回る期間を定
款で定めた場合にあっては、その期間）前から
引き続き株式会社の最終完全親会社等（当該株
式会社の完全親会社等であって、その完全親会
社等がないものをいう。以下この節において同
じ。）の総株主（株主総会において決議をするこ
とができる事項の全部につき議決権を行使する
ことができない株主を除く。）の議決権の100分
の１（これを下回る割合を定款で定めた場合に
あっては、その割合）以上の議決権を有する株
主又は当該最終完全親会社等の発行済株式（自
己株式を除く。）の100分の１（これを下回る割
合を定款で定めた場合にあっては、その割合）
以上の数の株式を有する株主は、当該株式会社
に対し、書面その他の法務省令で定める方法に
より、特定責任に係る責任追及等の訴え（以下
この節において「特定責任追及の訴え」という。）
の提起を請求することができる。ただし、次の
いずれかに該当する場合は、この限りでない。 
一 特定責任追及の訴えが当該株主若しくは第
三者の不正な利益を図り又は当該株式会社
若しくは当該最終完全親会社等に損害を加
えることを目的とする場合 

二 当該特定責任の原因となった事実によって
当該最終完全親会社等に損害が生じていな
い場合 

 （以下省略） 
（責任追及等の訴えに係る訴訟費用等） 
第847条の４ ①第847条第３項若しくは第５項、
第847条の２第６項若しくは第８項又は前条第
７項若しくは第９項の責任追及等の訴えは、訴
訟の目的の価額の算定については、財産権上の
請求でない請求に係る訴えとみなす。 

 （以下省略） 
（訴訟参加） 
第849条 ①株主等又は株式会社等は、共同訴訟
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人として、又は当事者の一方を補助するため、
責任追及等の訴え（適格旧株主にあっては第
847条の２第１項各号に掲げる行為の効力が生
じた時までにその原因となった事実が生じた責
任又は義務に係るものに限り、最終完全親会社
等の株主にあっては特定責任追及の訴えに限
る。）に係る訴訟に参加することができる。ただ
し、不当に訴訟手続を遅延させることとなると
き、又は裁判所に対し過大な事務負担を及ぼす
こととなるときは、この限りでない。 

②次の各号に掲げる者は、株式会社等の株主でな
い場合であっても、当事者の一方を補助するた
め、当該各号に定める者が提起した責任追及等
の訴えに係る訴訟に参加することができる。た
だし、前項ただし書に規定するときは、この限
りでない。 
一 株式交換等完全親会社（第847条の２第１項
各号に定める場合又は同条第３項第１号（同
条第４項及び第５項において準用する場合を
含む。以下この号において同じ。）若しくは第
２号（同条第４項及び第５項において準用す
る場合を含む。以下この号において同じ。）に
掲げる場合における株式交換等完全子会社の
完全親会社（同条第１項各号に掲げる行為又
は同条第３項第１号の株式交換若しくは株式
移転若しくは同項第２号の合併の効力が生じ
た時においてその完全親会社があるものを除
く。）であって、当該完全親会社の株式交換若
しくは株式移転又は当該完全親会社が合併に
より消滅する会社となる合併によりその完全
親会社となった株式会社がないものをいう。
以下この条において同じ。） 適格旧株主 

二 最終完全親会社等 当該最終完全親会社等
の株主 

③株式会社等、株式交換等完全親会社又は最終完
全親会社等が、当該株式会社等、当該株式交換
等完全親会社の株式交換等完全子会社又は当該
最終完全親会社等の完全子会社等である株式会
社の取締役（監査等委員及び監査委員を除く。）、
執行役及び清算人並びにこれらの者であった者
を補助するため、責任追及等の訴えに係る訴訟
に参加するには、次の各号に掲げる株式会社の
区分に応じ、当該各号に定める者の同意を得な
ければならない。 
一 監査役設置会社 監査役（監査役が２人以
上ある場合にあっては、各監査役） 

二 監査等委員会設置会社 各監査等委員 
三 指名委員会等設置会社 各監査委員 

 （以下省略） 
（費用等の請求） 
第852条 ①責任追及等の訴えを提起した株主等
が勝訴（一部勝訴を含む。）した場合において、
当該責任追及等の訴えに係る訴訟に関し、必要
な費用（訴訟費用を除く。）を支出したとき又は
弁護士、弁護士法人若しくは弁護士・外国法事
務弁護士共同法人に報酬を支払うべきときは、
当該株式会社等に対し、その費用の額の範囲内
又はその報酬額の範囲内で相当と認められる額
の支払を請求することができる。 

②責任追及等の訴えを提起した株主等が敗訴した
場合であっても、悪意があったときを除き、当
該株主等は、当該株式会社等に対し、これによ
って生じた損害を賠償する義務を負わない。 

③前２項の規定は、第849条第１項の規定により
同項の訴訟に参加した株主等について準用する。 

 

 41．労働安全衛生法          

（定義） 
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用
語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ
による。 
一 労働災害 労働者の就業に係る建設物、設
備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等により、
又は作業行動その他業務に起因して、労働者
が負傷し、疾病にかかり、又は死亡すること
をいう。 

 （以下省略） 
（総括安全衛生管理者） 
第10条 ①事業者は、政令で定める規模の事業場
ごとに、厚生労働省令で定めるところにより、
総括安全衛生管理者を選任し、その者に安全管
理者、衛生管理者又は第25条の２第２項の規定
により技術的事項を管理する者の指揮をさせる
とともに、次の業務を統括管理させなければな
らない。 
一 労働者の危険又は健康障害を防止するため
の措置に関すること。 

二 労働者の安全又は衛生のための教育の実施
に関すること。 

三 健康診断の実施その他健康の保持増進のた
めの措置に関すること。 

四 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に
関すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、労働災害を防
止するため必要な業務で、厚生労働省令で定
めるもの 

 （以下省略） 
（安全管理者） 
第11条 ①事業者は、政令で定める業種及び規模
の事業場ごとに、厚生労働省令で定める資格を
有する者のうちから、厚生労働省令で定めると
ころにより、安全管理者を選任し、その者に前
条第１項各号の業務（第25条の２第２項の規定
により技術的事項を管理する者を選任した場合
においては、同条第１項各号の措置に該当する
ものを除く。）のうち安全に係る技術的事項を管
理させなければならない。 

 （以下省略） 
（衛生管理者） 
第12条 ①事業者は、政令で定める規模の事業場
ごとに、都道府県労働局長の免許を受けた者そ
の他厚生労働省令で定める資格を有する者のう
ちから、厚生労働省令で定めるところにより、
当該事業場の業務の区分に応じて、衛生管理者
を選任し、その者に第10条第１項各号の業務
（第25条の２第２項の規定により技術的事項
を管理する者を選任した場合においては、同条
第１項各号の措置に該当するものを除く。）のう
ち衛生に係る技術的事項を管理させなければな
らない。 

 （以下省略） 
（安全衛生推進者等） 
第12条の２ 事業者は、第11条第１項の事業場及
び前条第１項の事業場以外の事業場で、厚生労
働省令で定める規模のものごとに、厚生労働省
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令で定めるところにより、安全衛生推進者（第
11条第１項の政令で定める業種以外の業種の
事業場にあつては、衛生推進者）を選任し、そ
の者に第10条第１項各号の業務（第25条の２第
２項の規定により技術的事項を管理する者を選
任した場合においては、同条第１項各号の措置
に該当するものを除くものとし、第11条第１項
の政令で定める業種以外の業種の事業場にあつ
ては、衛生に係る業務に限る。）を担当させなけ
ればならない。 

（産業医等） 
第13条 ①事業者は、政令で定める規模の事業場
ごとに、厚生労働省令で定めるところにより、
医師のうちから産業医を選任し、その者に労働
者の健康管理その他の厚生労働省令で定める事
項（以下「労働者の健康管理等」という。）を行
わせなければならない。 

 （以下省略） 
（安全衛生教育） 
第59条 ①事業者は、労働者を雇い入れたとき 
 は、当該労働者に対し、厚生労働省令で定める
ところにより、その従事する業務に関する安全
又は衛生のための教育を行なわなければならな
い。 

②前項の規定は、労働者の作業内容を変更したと
きについて準用する。 

③事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省
令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚
生労働省令で定めるところにより、当該業務に
関する安全又は衛生のための特別の教育を行な
わなければならない。 

（健康診断） 
第66条 ①事業者は、労働者に対し、厚生労働省
令で定めるところにより、医師による健康診断
（第66条の10第１項に規定する検査を除く。以
下この条及び次条において同じ。）を行わなけれ
ばならない。 

②事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに
従事する労働者に対し、厚生労働省令で定める
ところにより、医師による特別の項目について
の健康診断を行なわなければならない。有害な
業務で、政令で定めるものに従事させたことの
ある労働者で、現に使用しているものについて
も、同様とする。 

③事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに
従事する労働者に対し、厚生労働省令で定める
ところにより、歯科医師による健康診断を行な
わなければならない。 

 （以下省略） 
（心理的な負担の程度を把握するための検査等） 
第66条の10 ①事業者は、労働者に対し、厚生労
働省令で定めるところにより、医師、保健師そ
の他の厚生労働省令で定める者（以下この条に
おいて「医師等」という。）による心理的な負担
の程度を把握するための検査を行わなければな
らない。 

 （以下省略） 
（受動喫煙の防止） 
第68条の２ 事業者は、室内又はこれに準ずる環
境における労働者の受動喫煙（健康増進法（平
成14年法律第103号）第28条第３号に規定する受
動喫煙をいう。第71条第１項において同じ。）を
防止するため、当該事業者及び事業場の実情に

応じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 
（健康教育等） 
第69条 ①事業者は、労働者に対する健康教育及
び健康相談その他労働者の健康の保持増進を図
るため必要な措置を継続的かつ計画的に講ずる
ように努めなければならない。 

 （以下省略） 
（健康の保持増進のための指針の公表等） 
第70条の２ ①厚生労働大臣は、第69条第１項の
事業者が講ずべき健康の保持増進のための措置
に関して、その適切かつ有効な実施を図るため
必要な指針を公表するものとする。 

 （以下省略） 
 

 42．労働安全衛生法施行令       

（産業医を選任すべき事業場） 
第５条 法第13条第１項の政令で定める規模の事
業場は、常時50人以上の労働者を使用する事業
場とする。 

 

 43．労働安全衛生規則         

（心理的な負担の程度を把握するための検査の実
施方法） 
第52条の９ 事業者は、常時使用する労働者に対
し、１年以内ごとに１回、定期に、次に掲げる
事項について法第66条の10第１項に規定する
心理的な負担の程度を把握するための検査（以
下この節において「検査」という。）を行わなけ
ればならない。 
一 職場における当該労働者の心理的な負担の
原因に関する項目 

二 当該労働者の心理的な負担による心身の自
覚症状に関する項目 

三 職場における他の労働者による当該労働者
への支援に関する項目 
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＜参考図書＞ 

書 名 著 者 出版社 

保険法（第４版） 

山下友信 

竹濵修 

洲崎博史 

山本哲生 

有斐閣 

逐条解説 保険法 宮島司 弘文堂 

ライブラリ 法学基本講義６－Ⅱ 

基本講義 債権各論Ⅱ 不法行為法 第４版 
潮見佳男 新世社 

民法（全）〔第３版〕 潮見佳男 有斐閣 

一問一答 民法（債権関係）改正 
筒井健夫 

村松秀樹 
商事法務 

プラクティス民法 債権総論〔第５版補訂〕 潮見佳男 信山社 

新しい民法と保険実務 嶋寺基 保険毎日新聞社 

詳解 相続法〔第２版〕 潮見佳男 弘文堂 

一問一答 新しい相続法〔第２版〕 

平成30年民法等（相続法）改正、遺言書保管法の解説 

堂薗幹一郎 

野口宣大 
商事法務 

親族・相続法［第３版］ 

犬伏由子 

石井美智子 

常岡史子 

松尾知子 

弘文堂 

損害保険講座テキスト 

リスクマネジメントと損害保険（2024年版） 

諏澤吉彦 

柳瀬典由 

内藤和美 

損害保険事業総合研究所 

図解入門ビジネス 

最新リスクマネジメントがよ～くわかる本 

〔第２版〕 

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社 

秀和システム 

実践リスクマネジメント要覧 理論と事例 

ＭＳ＆ＡＤインタ

ーリスク総研株式

会社 

経済法令研究会 

情報セキュリティ白書2023 独立行政法人 情報処理推進機構 

ファクトブック2023 一般社団法人 日本損害保険協会 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

掲載主体・タイトル ＵＲＬ 

国土交通省 

「ハザードマップポータルサイト」 

https://disaportal.gsi.go.jp/ 

国土交通省 

「わがまちハザードマップ」 

https://disaportal.gsi.go.jp/hazardmap/index.html 
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